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慶應法学第 55号（2025：12）

一．問題の所在

1 ．背景事情

被告人の精神障害は、量刑判断において様々な意味をもつ。それが行為時の

責任能力（弁識・制御能力）を著しく低下させたのであれば、心神耗弱として

刑の必要的減軽の対象となるし、そこに至らなくとも被告人に有利な犯情事実

となる 1）。他方で、精神障害が同種再犯のおそれを高める場合は少なくないと

ころ、そのような場合には特別予防的な見地から刑を加重する事情としても位

置づけられる。同一事案において両者が問題となる場合には、精神障害という

単一の事実について各刑罰目的間の評価が相反することになるため、いかにし

て最終的な刑量を導出するかが課題となる。

筆者は前稿 2）において、重大犯罪（殺人罪）に焦点を絞り、精神障害の影響

一．問題の所在
二．米国の量刑実務における精神障害
三．量刑理論の観点から
四．日本法への示唆・提言
五．おわりに

精神障害を理由とする刑の減軽について

竹　川　俊　也

1）司法研修所編『裁判員裁判と裁判官』（法曹会、2019年）141頁。
2）竹川俊也「量刑判断における精神障害─殺人罪に焦点を当てて─」慶應法学 51号
（2024年）3頁。
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論説（竹川）

が窺われる事案の裁判例分析を試みた。この分析からは、（被害者との従前の関

係性を中心とした）社会的類型の軽重により、精神障害の考慮のあり方や精神

障害による責任減軽が宣告刑に反映される程度が相当に異なることが明らかと

なった。

たとえば、うつ病に起因する子殺しのように社会的類型が軽い事案では、動

機形成過程や経緯に同情・共感が可能なものを中心に、犯行回避が困難だと思

い込んだことを非難するのは酷だとして思い切った減軽がなされる一方、被害

者と面識がないなど社会的類型の重い事案では、身勝手さが強調される結果と

して同情・共感の観点からの減軽は否定されるとともに、精神障害による責任

減軽が何らかの形で打ち消されることが少なくない。この打消しの態様には、

精神障害が軽症であることや犯行に与えた影響が限定的であること、精神障害

の自招性や前科の存在など相応に理解できるものがある一方で、妄想や病的体

験の影響が否定できない事案においても、妄想の影響を責任非難との関係で相

対化し、あるいは犯行手段の選択や最終的な実行の決意が被告人本人の判断で

あることを強調して非難減軽を否定するなど、議論の余地があるものも少なく

ない 3）。

2 ．従来の議論とその限界

量刑実務における上記の傾向は、（責任能力論はもとより）量刑理論に再考を

迫る内容を含む。従来の量刑理論の中でも有力な立場は、犯行の重大性を基礎

3）社会的類型の重い事案の裁判例を中心に、心神耗弱と認定されたこと自体を理由に責任
刑（の幅）を大幅に切り下げる考え方は影を潜め、種々の量刑事情との関係を個別具体的
に評価する枠組みに変化したことが一因として考えられる。こうした変化を促した構造的
な要因としては、当該犯罪行為が属する（重要な犯情事実に着目して切り出された）社会
的類型の大まかな量刑傾向を把握するという現在の量刑判断の第一ステップにおいて、精
神障害の影響が等閑視され、その後に検討される各類型内部での調整要素として位置づけ
られていることが挙げられる。現在の量刑実務における精神障害の責任減軽は、他の量刑
事情と同様に、総合評価の一要素にとどまることが示唆されていたのである。竹川・前掲
注 2）53頁。
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精神障害を理由とする刑の減軽について

とした「責任の幅」の枠内で予防的考慮を加味して最終的な刑量が決せられる

とする、いわゆる「幅の理論」である。この立場を前提にすると、たとえば心

神耗弱が認定された場合には、〈精神障害を捨象した場合に想定される「責任

の幅」の下方に限定された幅の中で、当該犯行の相対的な重大性その他の事情

を考慮して最終的な刑量を決する 4）〉という判断プロセスを観念することがで

きるだろう 5）。

この判断プロセスは、心神耗弱と認定されたことから直ちに刑を絶対的に切

下げる点や、犯罪の重大性によって減軽の程度に差を設けることを前提としな

い点で、上記判断傾向を十分に説明できない。前者については、（この種の議論

で前提とされる「責任の幅」の内容が不明確であることから慎重な検討を要する

が 6））他の責任加重事情や特別予防的考慮による責任減軽の打消しを理論的に

担保しようとすれば、責任能力の低下は「責任の幅」を減じないことを前提と

せざるをえない。しかし、このような修正を施した場合には、責任阻却の一般

原理としての期待可能性論を承認し、（その下に位置づけられる）責任能力につ

いても能力の低下に比例して
4 4 4 4

非難が減じられるとの理解や、心神耗弱は弁識・

制御能力の「著しい」低下を問題にするとともに、有期刑についてその処断刑

の幅が上下限ともに二分の一に減じられるという法効果との平仄がとれなくな

る。

4）筆者はこの考え方を「耗弱スライド論」と呼んでいる。竹川・前掲注 2）4頁以下参照。
5）このような理解に対しては、①責任の幅を考える際には、責任能力の低下のみならず、
他の事情との総合考慮がなされることからすれば、責任能力の低下のみを捉えて責任の幅
を下方限定することには違和感があり、また、②心神耗弱の中には心神喪失に近いものか
ら完全責任能力に近いものまで幅があることから一律の下方減軽は適当でないとの疑問が
向けられるかもしれない。しかし、それでもなお、後述する学説の基本的発想（期待可能
性論のもとでの比例的減軽）と、実務における心神耗弱の扱われ方には距離があると考え
られる。

6）たとえば、幅の形成に関して、いかなる範囲の事情を考慮しているのかが明らかにされ
ないことが多く、その幅が当該の犯罪類型（「殺人罪」）ないし社会的類型（「無差別通り
魔」）に共通のものであるのか、さらに被害者数や動機等をも加味したもの（実務におけ
る「責任刑」の枠に近似した狭い幅）が念頭に置かれているのかが不明確である。
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また、後者については、期待可能性の判断は種々の事情を考慮した総合判断

であることから、能力低下の「著しさ」の閾値が犯行の重大性や精神障害の自

招性といった事情によって変化しうるとの指摘が従来からなされてきた 7）。

もっとも、こうして規範的に理解された「著しさ」の閾値を満たしてはじめて

心神耗弱が認められるとすれば、（責任を加重する他の事情や特別予防的な考慮に

より）責任減軽の打消しを認めることの当否やその限界がなお問題とされてし

かるべきであろう。

裁判員制度の導入に際して公表された司法研究では、量刑の本質は被告人の

犯罪行為に相応しい刑事責任（行為責任）の分量を明らかにすることにあると

ころ、それは犯罪の客観的な重大性のみならず犯罪行為に対する責任非難の程

度に対応したものであること、また、導出された刑が他の事案と比較した場合

に公平・公正なものでなければならないことが確認された 8）。量刑傾向に一定

の拘束力を認める最高裁判例がその後相次いで出されたこともあり 9）、同種事
4

案
4

の量刑傾向に沿った刑を言い渡すことの重要性が広く認知されるようになっ

た一方で、（精神障害をはじめとする）同種事情
4 4

がどの程度刑を重く／軽くする

ものとして考慮されるべきかという問題 10）は、実務において十分に関心が払

われていないように見受けられる 11）。

その結果として生じたのは、精神障害の影響が窺われる同種事案間の量刑格

差である。以下では、妄想性障害による妄想が動機形成に影響を与えたことが

認定された殺人事案（いずれも心神耗弱）を例に、この問題を考えてみよう。

7）安田拓人『刑事責任能力の本質とその判断』（弘文堂、2006年）158頁以下。
8）司法研修所編『裁判員裁判における量刑評議の在り方について』（法曹会、2012年）5
頁以下。

9）自由刑に関して、最判平成 26・7・24刑集 68巻 6号 925頁。死刑選択基準に関して、
最決平成 27・2・3刑集 69巻 1号 1頁、最決平成 27・2・3刑集 69巻 1号 99頁。

10）この区別について、野村健太郎『量刑の思考枠組み』（成文堂、2020年）128頁以下。
11）もっとも、裁判所内部でも問題の所在については認識されている。司法研修所編・前掲
注 1）130頁以下。
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精神障害を理由とする刑の減軽について

〔1〕さいたま地判令和 4・6・2212）は、妻（被害者）と次女が自身を自殺に追

い込み、財産を奪おうとしているとの妄想を抱き続けていたところ、次女が

被告人に無断で住居の合鍵を作成していたことを知ったのを契機に、前記妄

想に基づく恐怖等に加えて怒りの感情が生じて被害者を殺害した事案につき、

懲役 7年を宣告した。

〔2〕東京地判平成 22・12・213）は、周囲の出来事を悪意のあるものと解釈し

やすいパーソナリティ傾向を有していた被告人が、大学生活や就職活動がう

まくいかなかったことをきっかけに妄想性障害を発症し、被害者（大学時代

の指導教授）を要とする圧力団体が自身に対して精神的な苦痛を与え続け、

最終的には命を狙っているとの妄想を抱き、苦痛を与えるのをやめさせ、被

害者が要であることを確かめるために被害者を殺害した事案につき、懲役

18年を宣告した。

〔3〕山口地判平成 25・6・2714）は、やくざに狙われており、自分の家族はす

でに殺され自分も明日には殺されてしまうとの妄想を抱き、「やられる前に

やれ。」との幻聴も生じる中で、やくざの一員と考えていた被害者（近隣住

民）を刺殺した上で自ら警察に通報し、やくざに狙われていることや家族が

殺されたことを世間に知ってもらう目的で実行に移した事案につき、懲役 3

年執行猶予 5年を宣告した。

判決書のみに依拠して刑の軽重を論評することにはもとより慎重でなければ

ならず、また、心神耗弱とされる事案には（心神喪失寄りのものから完全責任能

力に近いものまで）幅があることも念頭に置く必要がある。しかし、上記事案

はいずれも重大前科のない被告人が心神耗弱の状態で被害者 1名を殺害したと

いう事案の共通性のみならず、強固な妄想以外に特段の症状が現れない妄想性

障害 15）を背景に、（自身の生命身体に対する）一定の切迫感や絶望感を抱かせ

る妄想の影響下で犯行に及んでいる点で、共通の事情を抱えている。

12）判例秘書 L07750659。
13）判例秘書 L06530611。
14）LEX/DB 25501467。
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論説（竹川）

そうすると、一方では、追い詰められたときに独断的・自己中心的な思考傾

向があるとしながらも妄想性障害がなければ深刻な再犯可能性までは窺われな

いとして特別予防的考慮を重視した執行猶予の選択がなされ（〔3〕）、他方では、

妄想が動機形成に強く影響したことを認めながらも独特の価値観やもともとの

性格傾向が殺害の決意・実行段階で優勢であったとして懲役 18年を言い渡す

こと（〔2〕）が、公平性の保持された適正な量刑といいうるかには疑問の余地

がある 16）。精神障害の影響が問題となる事案において適切妥当な刑を導出す

るための量刑評議の工夫のあり方は実務サイドの課題であるとはいえ、この場

面において前述の量刑（責任）理論が刑罰制約原理として何ら機能していない

ように見受けられる点について、学説は危機感を持つべきであろう。

3 ．分析視角・検討対象

上記の問題意識のもとで本稿は、裁判例分析から得られた前述の傾向─犯

罪の重大性により、精神障害による刑の減軽の程度が大きく異なること─の

理論的基礎づけの可能性を探る 17）。分析対象は、米国の（連邦法域を中心とす

る）量刑実務および英米法圏の量刑理論である。わが国の量刑論がドイツ語圏

のそれを参照して発展を遂げてきたことは周知のとおりであり、英米法の議論

とは議論の大枠が異なることからその参照可能性に疑問を抱く向きもあるだろ

う。また、米国において精神障害のある被告人に対して適切な刑が言い渡され

15）この点で、明白な幻聴やさせられ体験、感情鈍麻といった多彩な病的体験を伴う統合失
調症とは異なり、妄想の内容を軸に据えた事例間の対比が容易という特色を有する。小池
信太郎「妄想と責任非難─妄想性障害と責任非難に関する裁判例の動向」法時 90巻 1号
（2018年）21頁以下。

16）前者については妄想の切迫度が高いとはいえ、その内容を前提にしても正当防衛の要件
を満たしているわけではない。また、家庭内殺人と近隣住民を被害者とする殺人との社会
的類型の軽重を前提に、家庭内の同種殺人で懲役 7年が宣告されうること（〔1〕）を考慮
すれば、〔3〕はやはり寛刑と評しうるだろう。

17）筆者は前稿において、責任能力の構造論からの分析を試みることで大まかな方向性を示
したが、たとえば重大再犯リスクの高い触法精神障害者に対する予防目的の考慮がどの程
度許容されるかといった点については、量刑理論からの検討を要すると考えられる。
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精神障害を理由とする刑の減軽について

ているかといえば必ずしもそうではなく、むしろ事態は逆であり、保安の見地

から極端な加重がなされることも少なくない。

それでも本稿が米国を比較法の対象とする理由は、変化をいとわない 50以

上の法域における議論から提供される素材の豊富さや、量刑目的に関する議論

が自由かつ多彩に展開されている点にある。この点につき、米国の連邦量刑ガ

イドラインは、精神障害が犯行に影響を与えた場合の減軽規定を有するが、た

とえば犯罪が暴力的要素を伴うために公衆保護の必要性が示される場合には明

示的に減軽を否定している。こうした生の社会防衛的な考慮については当地の

学説からも批判が向けられるなど理論的な正当化は困難といえるが、わが国の

量刑実務における前記傾向と一定の親和性があることから、問題的思考という

観点からは参考になる。また、量刑理論についてはわが国における相対的応報

刑論に類似する立場（制限的応報刑論、limiting retributivism）が支持を広げつつ

ある一方で、（故意・過失に対応する）メンズ・レア以外の主観的事情をどの程

度刑量に反映してよいかについては論者間に相違が見られるなど興味深い動向

を示している。筆者は、現在の思考枠組みをいったん疑ったところに上記問題

解決の糸口があると考えているが、そうだとすれば、たとえば〈応報の枠内で

予防目的が考慮される〉といった「型」を共有しない法域の議論に示唆を求め

ることにも合理性があるといえよう 18）。

上記の分析軸のもと、本稿では以下の順序で検討を進める。まず、米国にお

ける量刑思想の変遷を概観したうえで、連邦の量刑システムに焦点を絞り、そ

の特色をなす量刑ガイドライン制度の基本的な構造を整理し、それまで義務的

であったガイドラインを勧告的（advisory）なものとした連邦最高裁判決 19）の

具体的影響について確認する。同ガイドラインは、（犯罪レベル・犯罪歴カテゴ

リーから導出される）量刑幅から精神障害を理由に逸脱することを複数のルー

トで認めているが、その具体的内容と適用が除外される場合についての理解を

共有したうえで、精神障害の存在が実務上いかに扱われているのか分析する
（二）。さらに量刑理論へと目を転じ、この問題について詳細な分析を行ってい

る対照的な二人の論者（Norval MorrisおよびMirko Bagaric）を取り上げ、応報と
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再犯リスクの考慮のあり方、責任均衡刑と有責性ないし非難可能性の関係など

問題状況の整理を試みる（三）。最後に、これらの議論を受けて、〈犯罪の重大

性によって精神障害による減軽の程度が大きく異なる〉ことを（予測可能性を

担保しつつ）理論的に正当化するためには、応報の枠内での説明を尽くすこと

が最善との理解を提示し、相応な減軽（deserved-mitigation）に関する一般原理

の提示を試みる論者（Paul Robinson）にも依拠しつつ、わが国の議論への理論

的な接合を図ることにしたい（四）。

二．米国の量刑実務における精神障害

米国では、連邦と州がそれぞれ独自の量刑制度を有する 20）。刑事司法制度

18）刑事施設における精神障害有病率の高さは世界的に見られる傾向であり（Eunice Chua 
Hui Han, Sentencing Mentally Disordered Offenders, 23 SACLJ 434, 434-5 （2011））、英米法圏で
も量刑判断における精神障害の位置づけに関心が寄せられている。たとえば、英国（イン
グランドおよびウェールズ）では精神障害に関する量刑ガイドラインが作成され（Sentencing 
Council, Sentencing Offenders With Mental Disorders, Developmental Disorders, or Neurological 
Impairments （Effective from Oct. 2020））、豪州でも判例が蓄積されるとともに量刑研究者によ
る議論がなされている（Jamie Walvisch, Mental Disorder and Sentencing: Resolving the Definitional 
Problem, 26 J. L. & MED. 1, 159 （2018）; Jamie Walvisch, Andrew Carroll & Tim Marsh, Sentencing 
and Mental Disorder: the Evolution of the Verdins Principles, Strategic Interdisciplinary Advocacy 
and Evidence-Based Reform, 29 PSYCHIATRY, PSYCHOL. & L. 5, 731 （2021）; MIRKO BAGARIC, THEO 
ALEXANDER & RICHARD EDNEY, SENTENCING IN AUSTRALIA, 438-68 （10th ed., 2022））。さらに、カナダ
の状況について、Richard D. Schneider, Sentencing Mentally Disordered Offenders, in SENTENCING 
IN CANADA: ESSAYS IN LAW, POLICY, AND PRACTICE 273 （David Cole & Julian Roberts eds., 2020）。

19）United States v. Booker, 543 U.S. 220 （2005）.
20）See United States v. Morrison, 529 U.S. 598, 617-8 （2000） 〔合衆国憲法の下で一般的な警察
権が州に留保されていることを強調する〕. 量刑判断において精神障害の影響が問題となり
やすい（殺人や放火などの）犯罪の多くは州の管轄であるが、量刑制度に関する現地の議
論は連邦のそれを軸に展開されているため、本稿も連邦の制度を主たる検討対象としてい
る。See generally Symposium on Federal Sentencing, 66 S. CAL. L. REV. 99 （1992）（紹介として、
岡上雅美「Symposium on Federal Sentencing （66 S. Cal. L. Rev., 1992）」アメリカ法 1994 （2） 
（1995年） 347頁以下）; Symposium: Punishment, 101 YALE L. J. 1681 （1992）; Symposium: Making 

Sense of the Federal Sentencing Guidelines, 25 U.C. DAVIS L. REV. 563 （1992）.
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には多くの複雑な手続が含まれるが、それらは過去 100年間で量刑に対して次

第に二次的なものになったと評される 21）。というのも、かつては同制度の中

心に位置づけられていた公判が消滅の危機に瀕しているからである。2022年

から 23年にかけて、連邦重罪事件で有罪となった事案のうち公判に付された

のは 2.4％であり、州裁判所でもわずかに高い程度にとどまっている 22）。大多

数の事件では答弁取引を通じて終局するために、起訴されたほぼ全ての事件で

量刑が宣告され、公判に至る場合でも、その多くは有罪判決を経たうえで刑が

言い渡されることになる 23）。

量刑判断において精神障害証拠は、少なくとも 2つの理由から、罪責認定に

おけるよりも影響力が大きくなる。第 1に、罪責認定の場面において、精神障

害の役割を制限しようとする提案の背後にある懸念の多く─たとえば、広範

に精神医学的な抗弁を認めることへの反感、無罪となった場合に公衆の安全に

与える脅威、精神医学の専門家による法廷での論争による混乱など─は、被

告人が有罪となった後の、いくらか非公的な雰囲気 24）の中で意思決定が行わ

れることで、かなりの程度軽減される 25）。第 2に、刑罰を科すべき者の特定

から、その者にいかなる刑罰を科すべきかという場面に移行すると、危険性や

再犯のおそれの低下、更生可能性といった個人の予防に関する問題に関心が向

けられる。公判でなされる回顧的な有責性評価を超えて、精神障害を抱える個

人の将来の行動についての確率的判断へと問いを広げることになるからであ

21）John B. Meixner Jr., Modern Sentencing Mitigation, 116 NW. U. L. REV. 1395, 1402 （2022）.
22）Administrative Office of the U.S. Courts., Judicial Business 2023, at tbl. D-4, https://www.

uscourts.gov/sites/default/files/data_tables/jb_d4_0930.2023.pdf; Lafler v. Cooper, 566 U.S. 156, 
170 （2012） （連邦における有罪の 97%、州における有罪の 94％が答弁取引の結果であると
する）.

23）Meixner Jr, supra note 21, at 1402.
24）量刑手続では厳格な証拠規則は適用されず、量刑裁判官は適切な量刑のために関連性を
有するほぼすべての証拠を考慮することができる。Id. at 1406.

25）実際にも、精神異常を公判で検討する代わりに、精神医学的な考慮のほとんどまたはす
べてを量刑段階に移行させることが頻繁に提案されている。E.g., Kahler v. Kansas, 589 U.S. 
271, 285.
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る 26）。

このように、被告人が精神障害を抱える場合には複数の刑罰目的との関係が

問題となるために、死刑事案と非死刑事案とを問わず、精神障害が刑の減軽と

加重の双方においていかなる役割を果たすのかが問題となる 27）。以下では、

米国の刑事司法における量刑目的をめぐる歴史的経緯について、応報・抑止モ

デルと無害化（隔離）・更生モデルとを対比しつつ整理しておきたい。

1 ．米国における量刑略史

米国では、19世紀半ばまでは応報・抑止モデルが量刑実務において支配的

であり、量刑は犯罪の種類ごとに統一されるか、ごく狭い範囲で定義される傾

向にあり、犯罪者の更生可能性は通常無視されていた。南北戦争を経て自由刑

が一般的になるが、その背後には、流刑地の消失や通常の刑罰としての死刑や

身体刑に対する反感、犯罪者の改善（reformation）もまた刑罰の目的の一つで

あるとの思想の広がりがあった 28）。「実証主義」という新たな哲学に根ざした

このモデルは、犯罪の原因を特定して治療することを約するものであり、その

思想は 1870年に、「刑務所および矯正施設の規律に関する全国会議（The 

National Congress on Penitentiary and Reformatory Discipline）」の「原則宣言」におい

て、以下のように表明された。

「犯罪とは道徳的な病であり、処罰はその治療法である。治療法の効率は社会

的療法の問題であり、その適合性と性質の問題である……。刑罰は犯罪に対し

てではなく、犯罪者に対して向けられるものである……。刑務所の規律におけ

る第一義的な目的は犯罪者の更生にあり、復讐的な苦痛を与えることではな

26）CHRISTOPHER SLOBOGIN, THOMAS L. HAFEMEISTER & THE LATE DOUGLAS MOSSMAN, LAW AND THE 
MENTAL HEALTH SYSTEM: CIVIL AND CRIMINAL ASPECTS 744 （7th ed. 2020）.

27）Stephen J. Morse, Mental Disorder and Criminal Law, 101 J. CRIM. L. & CRIMINOLOGY 885, 941 
（2011）.

28）GARY B. MELTON ET AL., PSYCHOLOGICAL EVALUATIONS FOR THE COURTS 261-2 （4th ed. 2018）.
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い 29）。」

この刑罰哲学がもたらした最も重要な帰結は、不定期刑という概念である。

不定期刑制度のもとでは、刑の最終的な長さは、個別のケースにおける更生努

力の成否によって決せられる。実証主義の動きは、ほぼ全ての州における量刑

法の改正につながり、1922年までに 37州で不定期刑を可能とする量刑法が制

定され、残りの州の多くでは不定期刑と機能的に類似した仮釈放制度が導入さ

れた 30）。連邦最高裁判所による 1948年の判決では、当時の状況が以下のよう

に描写されている。

「刑罰は単に犯罪に向けられるのではなく、犯罪者に合わせて科せられるべき

だとするのが現代の主流な刑罰哲学である。同じ法的カテゴリーに属するすべ

ての犯罪が、個々の犯罪者の過去の生活や習慣にかかわらず、同一の刑を要求

するとの信念はもはや存在しない。……応報はもはや刑法の支配的な目的では

ない。犯罪者の改善及び更生は、刑事法学の重要な目標となっている 31）。」

無害化（隔離）・更生モデルは、個々の犯罪者の特性を重視し、犯罪者を「治

療」して再び犯罪を犯させないことに重点が置かれ、刑務所システムに精神保

健用語や方法論が導入された。また、受刑者に対しては、「診断」と機能的に

類似した「分類」がなされ、受刑者の予後が注意深く監視された。さらに、受

刑者が十分に更生してコミュニティに戻るべきかを決するために、様々な分野

の臨床医や（仮釈放委員会などの）行政職員が多数採用された 32）。

29）Alan Dershowitz, The Role of Psychiatry in the Sentencing Process, 1 INTʼL J. L. & PSYCHIATRY 63, 
65 （1978）.

30）Id. at 63-4. 精神保健治療の有効性に対する信頼の高まりは、特に介入や治療に適してい
るとみなされた（たとえば性犯罪者や少年犯罪者といった）「特殊な集団」に対する不定
期刑規定をも生み出した。MELTON ET AL., supra note 28, at 262.

31）Williams v. New York, 337 U.S. 241, 247 （1948）.
32）MELTON ET AL., supra note 28, at 262.
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このモデルは、1970年代半ばまで優勢であったが、次第に批判を受けるこ

とになる。というのも、不定期刑制度のもとで裁判官は、量刑判断において事

実上制約のない裁量を有しており、これが法定刑の広さと相まって、同一また

は類似の犯罪に対して一貫性のない不均衡な（ときに人種差別的な）刑が科さ

れる事態に至ったからである 33）。刑務所においてリハビリテーションのため

の努力はなされておらず、行われていたとしても再犯の抑制にほとんど役立っ

ていないとの調査結果 34）が出されるなど、当初の想定ほどにはこのモデルが

機能していないことが明らかにされたことも、上記不均衡の批判に拍車をかけ

ることになった。

これらの問題に対して提案された解決策は、犯罪者ではなく再び犯罪に焦点

を当てるとともに、司法や行政の裁量を制限することで、犯罪者とコミュニ

ティにとって量刑を予測可能で確実なものにすることであった 35）。1976年に

メイン州が定期刑を最初に導入して以降、1990年代半ばまでに、連邦を含む

少なくとも 20の法域が量刑法規を大幅に改正し、「固定的（fixed）」ないし

「推定的（presumptive）」な刑を規定する「ガイドライン」を策定するか、別様

に扱うべき理由が示されない限り、非常に狭い範囲内でのみ刑を言い渡すこと

が求められるようになった 36）。

それでは、応報・抑止モデルと無害化（隔離）・更生モデルとで、精神障害

証拠の扱いにいかなる相違が生じるのだろうか。後者のモデルのもとでは、個

人の性格の大部分が量刑に関連し、精神障害のあらゆる側面が考慮される。こ

33）William W. Berry III, Mitigation in Federal Sentencing in the United States, in MITIGATION AND 
AGGRAVATION AT SENTENCING 247, 248 （Julian v. Roberts ed., 2011）.

34）Robert Martinson, What Works?: Questions and Answers about Prison Reform, 1974 Pub. Int. 22; 
Andrew von Hirsch, Recent Trends in American Criminal Sentencing Theory, 42 MD. L. REV. 6, 29 
（1983）.

35）その先鋒となったのは、「同等に非難されるべき犯罪行為をした者は、同等の刑罰を受
けるに値する」ことの重要性を強調する、「正当なデザート（just desert）」理論であった。
E.g., Andrew von Hirsch & Kathleen Hanrahan, Determinate Penalty Systems in America: An 
Overview, 27 CRIME & DELINQ. 289, 294 （1981）.
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のモデルによる量刑は、量刑裁判官が犯罪者の性格と経歴を深く理解し、科学

的・臨床的な評価に支えられつつ犯罪者を更生させる適切な量刑と治療プログ

ラムを決定可能であるとの前提のもと、「個別化された」量刑と治療プログラ

ムを処方するものであり 37）、それゆえ量刑判断において精神科医の果たす役

割は大きい 38）。

これに対し、前者のモデルにおいて法定の刑期からの逸脱は、─脆弱な被

害者を選択したか、指導的／従属的な立場であったか、責任を受け入れた／司

法を妨害したか、など─有責性（culpability）に関する場合に限られ、危険性

やリハビリテーションに関する事項は量刑判断者に影響を与えないか、二次的

な考慮事項にすぎない 39）。定期刑制度への移行に際し、精神保健専門家の量

刑段階での関与が大幅に減少すると予測する者もいたが、応報原理に基づく量

刑においても、有責性に関する情報の提供は依然として必要である 40）。医師

や心理士による将来の犯罪行動予測が量刑手続から排除されたとしても、これ

らの学問分野は、公判や量刑段階における「有責性」に関する専門家として、

相応の役割を担うことが期待されていたのである 41）。

本稿が主たる検討対象とする連邦量刑ガイドラインは、応報・抑止モデルを

前提にリジットな定期刑の枠組みを採用する一方で、有責性の減少に基づく減

36）Richard S. Frase, State Sentencing Guidelines: Diversity, Consensus and Unresolved Policy 
Issues, 105 COLUM. L. REV. 1190, 1194-97 （2005）. たとえば、1984年の連邦量刑改革法では、
裁判所は狭い範囲内で刑を科すことが要求され、その上限は下限の 25％または 6月のいず
れか大きい方を超えてはならないとされる（28 U.S.C. § 994（a））。仮釈放制度は廃止され
（18 U.S.C. § 3624（a）（b））、リハビリテーションは刑罰の目的として否定された（28 U.S.C. 
§ 994（k））。ガイドラインを有する多くの州では、量刑の要素として犯罪歴が重視され、犯
罪者が保護観察に「なじむ（amenable）」場合には特定の犯罪につき保護観察条件を課すこ
とを認めているが、応報的考慮が刑の上限と下限を支配しているとされる。Id. at 1202-3.

37）SLOBOGIN, HAFEMEISTER & MOSSMAN, supra note 26, at 779-80.
38）Dershowitz, supra note 29, at 68.
39）SLOBOGIN, HAFEMEISTER & MOSSMAN, supra note 26, at 777.
40）MELTON ET AL., supra note 28, at 270.
41）John Monahan & Mary Ruggiero, Psychological and Psychiatric Aspects of Determinate Criminal 

Sentencing, 3 INTʼL J. L. & PSYCHIATRY 143 （1980）.
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軽（mitigation）の範囲を（たとえば行為者の危険性を理由に）著しく狭める点に

特色を有する。以下では、同ガイドラインの基本構造を確認したうえで、近時

の重要な連邦最高裁判決の概要とその影響に検討を加える。

2 ．連邦量刑ガイドラインの概要

（1）基本的な量刑判断プロセス

1984年に連邦議会で可決された量刑改革法（The Sentencing Reform Act, SRA）

は、連邦の量刑手続に規則性と統一性をもたらし、より効率的で公正な量刑制

度を提供するために、拘束力ある量刑ガイドラインを策定する司法府の独立機

関として米国量刑委員会（United States Sentencing Commission）を創設した。同法

は、連邦議会、連邦裁判所、司法省、保護観察官の間で、量刑政策と個々の量

刑に関する権限を分担することにより、「不当な格差」がなく、「抑止、隔離、

犯罪者の更生を通じて犯罪を抑制する」ことのできる、透明で確実、かつ均衡

のとれた量刑制度を構築しようとするものであった 42）。司法の裁量を制限す

るこの量刑法について、William W. Berry IIIは次のように述べる。

「1984年以前に連邦判事は、連邦刑法によって示された広範な法定刑の幅に

よってのみ導かれ、量刑判断において事実上『制約のない』裁量を有していた。

1984年の量刑改革法は、量刑制度をほぼ反対の極へと移行させ、量刑裁判官

の裁量を著しく制限する義務的なガイドライン制度を導入した 43）。」

定期刑制度のもとでの量刑は結局のところ、有責性に関係する「加重」およ

び「減軽」事情の有無に帰着する。ほぼすべての潜在的な状況を考慮に入れた

包括的なガイドラインを用いることで、量刑における連邦裁判官の広範な裁量

42）U.S. Sentencing Commission, Fifteen Years of Guidelines Sentencing, at iv （2004）, available at 
http://www.ussc.gov/15_year/executive-summary-andpreface.pdf.

43）William W. Berry III, Discretion Without Guidance: The Need to Give Meaning to § 3553 After 
Booker and its Progeny, 40 CONN. L. REV. 631, 633 （2008）.
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を大きく制約することが可能となり、量刑の不均衡と不確実性を最小限に抑え

ることが期待された 44）。

連邦量刑ガイドラインは、数学的計算を用いて推定刑（presumptive sentence）

の幅を導出する判断構造を採用した。この推定刑は、犯罪行為の重大性（犯罪

レベル）と被告人の過去の犯罪行為（犯罪歴カテゴリー）という 2つの主要素の

評価によって決定される。前者については、犯罪の状況、被害者の性質、当該

犯罪における被告人の役割などの要素が考慮され、これらの要素は主として被

告人の有責性と犯罪行為によって引き起こされた危害（harm）の程度に関係し

ている。後者については、被告人による過去の犯罪の重大性（犯罪レベル）と

現下の犯罪との時間的近接性に基づいて数値化され、再犯による加重が設定さ

れる。犯罪レベルと犯罪歴カテゴリーの算出後、43段階の犯罪レベル（縦軸）

と 6つの犯罪歴カテゴリー（横軸）からなる 258のセルを含む量刑表にした

がって推定刑の幅が決定される。この表には、それぞれが 6月の自由刑を単位

に増加するように（あるいは上限が下限の 1.25倍の刑期となるように）設定され

た量刑範囲（sentencing range）が記載されている 45）。量刑裁判官はこの幅の範

囲内で、犯罪の性質および状況、被告人の経歴および特性、量刑に関して一般

に認知された目的を達成する必要性、利用可能な刑罰の種類、関連する政策声

明、類似の状況にある被告人間の不当な格差を回避する必要性、および犯罪被

害者への賠償の必要性など、同法の目的に一致した適切な刑を決することにな

る 46）。

この点、いかなる場合においても法定刑の上限を超えることはできないが、

特定の状況下において、推定刑から上方ないし下方に離脱（departure）するこ

とが認められている 47）。量刑改革法は、委員会に対し、「（個々の被告人の特性

44）Berry III, supra note 33, at 248; MELTON ET AL., supra note 28, at 263. 拘束力ある量刑ガイドラ
インの憲法適合性については、Mistretta v. United States 488 U.S. 361, 412 （1989）において
連邦最高裁判所によって支持された。

45）Berry III, supra note 33, at 248-9.
46）Michael L. Perlin & Keri K. Gould, Rashomon and the Criminal Law: Mental Disability and the 

Federal Sentencing Guidelines, 22 AM. J. CRIM. L. 431, 437-8 （1995）.
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が）適切な刑……を導出するのに関連性を有するかを検討し、関連性のある範

囲でのみ考慮に入れなければならない」と指示し（28 U.S.C. § 994（d）.）、これを

受けて委員会は、被告人の犯罪歴をガイドライン計算の中心に据えるとともに、

例外的な状況において量刑裁判官に対し、指定された減軽事情に基づき、推定

刑の幅から上方ないし下方への離脱を選択する裁量を与えている（§  5K2.0（a）

（2）（A））48）。

下方への離脱判断に関連しうるとされる要素については、ガイドライン上、

年齢、精神的および感情的状態、（薬物・アルコール依存を含む）身体的状態、

以前の軍歴に限られている 49）。量刑改革法が列挙する他の個人的特性の多く

は、「離脱を認めるか否かの判断に際して通常は関連しない」とされ 50）、ガイ

ドラインは量刑判断において減軽がもつ役割を大幅に制限していると評され

る 51）。ガイドラインが推奨しない種類の減軽について証拠を提示しても、推

定刑の枠内での微調整以上に考慮することをガイドラインが妨げていたといえ

る 52）。もっとも、後述のように連邦最高裁判所の Booker判決（2005年）を契

機にガイドラインが勧告的なものとなったことで、推定刑からの逸脱をめぐる

議論はより複雑な様相を呈している。

（2）Booker 判決の影響

米国では近時、構造化された量刑システムがいくらかの後退を経験している。

2000年に始まった一連の判決において、連邦最高裁はリハビリテーション思

47）The Law of Mental Illness, 121 HARV. L. REV. 1114, 1134-5 （2008）.
48）推定刑からの離脱については、事実審裁判所に大きな裁量が与えられている。離脱を認
めない判断に対しては一般に上訴が不可能であり、事実審裁判所が被告人の刑を減軽する
自らの権限につき誤解していたと思われる場合に限り、控訴裁判所は量刑判断を覆すこと
ができるにすぎない（Perlin & Gould, supra note 46, at 433.）。

49）United States Sentencing Guidelines Manual Ch. 5, pt. H, introductory cmt. See also id. §§ 5H1.l, 
.3-.4, .11.

50）United States Sentencing Guidelines Manual § 5H1.2; see also id. §§ 5H1.5-7, .11-.12.
51）Meixner Jr, supra note 21, at 1410.
52）Id. at 1411.
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想の崩壊後に採用された量刑慣行の多くを否定した 53）。たとえば、2000年の

Apprendi判決 54）では、刑の強化（enhancement）に関する法規に憲法上の制約

が設けられた。同判決は、ある法律が（前科以外の）事実認定に基づいて、定

められた刑の上限（the prescribed statutory maximum）を引き上げる作用を有する

場合には、その事実は陪審に提示され、合理的疑いを超えた証明を要すると判

示した。連邦最高裁は、この法理を 2004年の Blakely判決 55）において、ガイ

ドラインのような構造化された量刑制度へと拡大する。同判決では、形式的に

は法定刑の範囲内ではあるがガイドラインの標準刑を上回る刑を有罪答弁や陪

審による審理を経ずに言い渡すことの合憲性が争われ、「Apprendi判決が意図

する『定められた刑の上限』とは、陪審による評決または被告人が認めた事実

にのみ基づいて裁判官が科すことのできる最高刑である」とされた。したがっ

て、義務的なガイドライン制度が裁判官の裁量を特定の範囲に限定するととも

に、量刑裁判所がその範囲を超えた刑を科すには特定の事実の認定がなされな

ければならない場合には、その事実は陪審に提示されて合理的疑いを超えた証

明を経る必要があり、さもなければ修正 6条（陪審裁判を受ける権利）に反す

53）この過程については、岡上雅美「アメリカ合衆国量刑ガイドラインの現状─連邦最高裁
判例と最近の刑事政策の動向─」井田良ほか編『椎橋隆幸先生古稀記念 新時代の刑事法学 
上巻』（信山社、2016年）541頁以下に詳しい。

54）Apprendi v. New Jersey, 530 U.S. 466 （2000）. 同判決は、ニュージャージー州の第 2級不法
目的銃器所持罪（5年から 10年の自由刑）で起訴された Apprendiが有罪答弁後に、人種
を理由に個人や集団を脅迫する目的で犯罪を犯したと証拠の優越をもって認定した場合に
刑の強化を認める同州のヘイトクライム法に基づいて、検察官が刑の強化の申立てを行
い、裁判官がこれを認定して（10年以上 20年以下の加重的法定刑で処断し）12年の刑を
宣告した事案に関するものである。

55）Blakely v. Washington, 542 U.S. 296 （2004）. 同判決は、Blakelyが別居中の妻を誘拐した罪
（法定刑の上限は 10年の自由刑）で有罪答弁を行ったところ、被告人が認めた事実にのみ
基づけばガイドラインにおける刑の上限は 53月の自由刑であったが、標準刑の範囲
（standard range sentence）において考慮されていない「実質的かつ説得力のある理由」を裁
判官が認めた場合にその範囲を超えた刑を科すことを認めるワシントン州法に基づき、
Blakelyが「意図的な残虐行為」を行ったと事実審裁判官が判断して 90月の「例外的」量
刑を下した事案に関するものである。
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ることになる 56）。

Blakely判決では、その射程が連邦のガイドラインにまで及ぶのかという点

につき明言が避けられていたが、一会期後の Booker判決 57）において連邦最

高裁は、連邦量刑ガイドラインの憲法適合性について判断を示した。同判決は、

連邦の量刑ガイドラインが（Blakely判決で示されたような）州ガイドラインと

同じ憲法上の欠陥を抱えているとしたが、ガイドラインを廃止するのでも、あ

るいはガイドラインの手続が修正 6条に反する場合に陪審による事実認定を義

務づけるのでもなく、「ガイドラインを義務的なものとする合衆国法典第 18編

3553条（b）（1）は、……修正 6条と両立しないため、その部分は削除されなけ

ればならない」とする第三の策を選択した 58）。すなわち、量刑裁判官がガイ

ドラインに従わない裁量を持つのであれば、陪審による事実認定は不要である

としたのである。ガイドラインを義務的ではなく勧告的なものとすることで、

ガイドラインを超えた刑を科すのに事実認定がもはや不要となるために、

Apprendi判決および Blakely判決で指摘された憲法的問題は回避できるという

のが、連邦最高裁が提示する救済措置の内容であった 59）。要するに、立法府

が裁判官の量刑裁量の縮減を望むのであれば、その裁量は陪審に再分配されな

ければならないとされたのである。

56）Carissa Byrne Hessick & Douglas A. Berman, Towards a Theory of Mitigation, 96 B.U. L. REV. 
161, 173 （2016）.

57）Booker, 543 U.S. at 220. 同判決は、頒布目的コカイン所持罪（法定刑は 10年〔必要最低
刑〕から終身刑）で起訴された Bookerについて、陪審により 92.5グラムの所持が認定さ
れ有罪となり、これに基づけばガイドラインの量刑幅は 210月から 262月であったとこ
ろ、裁判官が後の量刑審問で実際にはさらに 566グラムを所持していたことを（証拠の優
越基準により）認定し、この認定で得られる量刑枠が 360月から終身刑であったために
Bookerに 30年の刑を科した事案に関するものである。

58）Booker, 543 U.S. at 245.
59）同判決はまた、ガイドラインからの離脱に対する審査基準である 3742条（e）を、上訴
審における合理性基準へと置き換えた。これにより、連邦控訴裁判所における量刑判断の
審査裁量が大幅に拡大され、連邦地裁の量刑判断が不合理であるとの理解に基づいて量刑
を破棄することが可能となり、ガイドラインの義務的な性質が手続上も弱められた。 
Berry III, supra note 33, at 252.
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勧告的ガイドラインのもとでは、以前は好まれなかった、あるいは禁止され

ていた減軽事情の考慮が可能となり、推定刑の枠から逸脱する連邦判事の能力

が拡大された 60）。ガイドラインは、3553条（a）に基づく「刑を科す際に考慮

すべき要素」の一部を構成するが、Booker判決以降、裁判官は、ガイドライ

ンが許容ないし推奨する（制限的に列挙された）減軽事情に考慮の対象を限定

する必要が失われた。後述のように、3553条（a）は裁判官に対して、量刑判

断の際に広範な要素を考慮するように指示しており、そのうち最も一般的に参

照される最初の 2つの要素は、「犯罪の性質および状況」と「被告人の経歴と

特性」である。ガイドラインの下では、不遇な生い立ちや善性格を示す証拠な

どの潜在的な減軽事情は一般に関連性を欠くとされていたが、「被告人の経歴

および特性」との関係では中心的なものとなりうる 61）。

以上を整理すると、現在の連邦裁判所における量刑判断は、以下のように三

段階のプロセスを踏むことになる。すなわち、量刑裁判官は、①犯罪レベルお

よび犯罪歴カテゴリーから適切な量刑ガイドラインの範囲を正しく算定したう

えで、②ガイドラインマニュアルに記載された特定の政策声明に基づき、推定

刑の枠外に離脱（departure）する可能性について検討する。さらに、③ガイド

ラインによる量刑が 3553条（a）に列挙された要素を十分に満たしているかを

判断し、満たさない場合にはガイドラインの範囲外に離反（variance）した刑を

選択する 62）。③の判断に際して裁判所は、ガイドラインにおける当該事情の

位置づけや、離脱に関する先例の判断に縛られないが、離反する理由の説明が

義務づけられ、離反の程度が大きいほど、その刑を正当化する事実審裁判所の

責任が重くなるという関係に立つ 63）。

そうすると、（理由の説明が求められるとはいえ）量刑裁判官はガイドライン

に依拠しない形で加重・減軽事情を自由に考慮しうることになるために 64）、

勧告的な量刑ガイドラインの重要性は著しく低下することになるようにも思わ

れるが、そうした事態には至っていない。実際にも、2023年にガイドライン

60）Id. at 247-8.
61）Meixner Jr, supra note 21, at 1412.
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の枠内で刑が言い渡された事案 65）は全体の 66.9％（2013年は 81.3%）を占め、

推定刑の枠内で刑が言い渡されたケースも 42.4％（2013年は 51.2%、2005年は

70.9%）に及ぶなど 66）、離反の割合は徐々に増えてはいるもののガイドライン

62）離脱はガイドラインの枠組みの一部であるが、離反はそうではないために、量刑裁判所
は通常、前者を先行して判断する（USSG § 1B1.1（a）-（c））。離脱と離反は、①で導出され
た量刑枠とは異なる刑をもたらす点で同じだが、当事者への告知（notice）の必要性や上
訴審における審査基準など手続的には異なる扱いを受ける。このうち後者の点について
は、ガイドラインからの離脱を否定する連邦地裁の判断は、「離脱する権限がないと誤っ
て裁判所が考えていた場合」や「背後にある動機が違憲である場合」を除いて、上訴審の
審査対象とはならない。これとは対照的に、離反は常に審査の対象となり、上訴裁判所は
裁量権の濫用基準（abuse-of-discretion standard）に基づいて量刑を審査しなければならない
が、他方で、ガイドラインの範囲外の刑が不合理であるとの推定は許されない。United 
States Sentencing Commission, Primer on Departures and Variances 3-5 （2024） https://www.ussc.
gov/sites/default/files/pdf/training/primers/2023_Primer_Departure_Variance.pdf.

63）United States Sentencing Commission, supra note 62, at 35-6. なお、量刑判断において離脱と
離反を同時に考慮することが可能である（たとえば、捜査機関に対する実質的援助を理由
とする離脱と、被告人の経歴と特性に基づく離反の組み合わせなど）。

64）上訴審による量刑審査についても、事実審裁判官のほぼ完全な裁量を支持するものとな
っている。審査対象となるのは裁量の濫用のみであり（Gall v. United States, 552 U.S. 38, 51 
（2007））、その基準は「敬譲的にみて裁量権の逸脱があったか（deferential abuse of 
discretion standard）」という形で高く設定されているために（id. at 56）、量刑が破棄される
のは稀である。量刑が破棄されるのは、裁判官が（1）ガイドラインの計算を誤るなどの
「重大な手続上の誤り」を犯した場合や、（2）3553条（a）で示された量刑要素を不適切に
衡量し、著しく不合理な量刑を言い渡した場合に限られている。この審査基準は、「科さ
れた刑がガイドラインの範囲内であるか否かを問わず」に適用されるが（id.）、3553条（a）
に示された要素は非常に広範であるため、裁判官による量刑が著しく不合理であるとして
破棄されることはきわめて稀である（id. at 51）。したがって、裁判官がガイドラインの計
算を誤る、あるいは基本的な量刑手続に従わないといった事情が認められない限り、その
量刑判断が審査対象となることはない。Meixner Jr, supra note 21, at 1406.

65）つまり、推定刑の枠内であるか（①）、ガイドラインに記載の理由に基づく離脱がなさ
れた（②）ものである。その内訳は、推定刑の枠内の刑が 42.4％、上方離脱が 0.5%、捜査
協力など検察側の申立てに基づく下方離脱が 22.3%、それ以外の理由による下方離脱が
1.7%となっている。これに対して、離反による刑の加重・減軽については（③、全体の
33.1%）、上方離反が 3.0%、検察側の申立てに基づく下方離反が 10.0%、それ以外の理由に
よる下方離反が 20.1%となっている。
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の影響力は依然として大きいといえる 67）。

このように、連邦の量刑判断における刑の加重・減軽は複雑な構造となって

いるが、ガイドラインにおける関連する離脱規定や政策表明が果たす役割はな

お大きく、被告人の精神障害が問題となる場合も例外ではない。以下では、連

邦量刑ガイドラインにおける精神障害に関する離脱規定（5H1.3条および

5K2.13条）と連邦法における量刑の一般規則（合衆国法典第 18編 3553条）を確

認したうえで、これらの条項が実務上いかに扱われているのかを概観すること

にしたい。

3 ．連邦の量刑判断における精神障害：3つの経路

連邦量刑ガイドラインには、精神障害を理由に刑を減じるための 3つの経路

があるが、実際の刑罰減軽作用は限定的である。この点につき、2010年の改

正以前の 5H1.3条は、「精神的・感情的状態は、5K2章（その他の離脱事由）に

規定されている場合を除き、通常、離脱が正当化されるか否かの判断には関連

しない。」とし、こうした方向性を基礎づけていた 68）。5K2章に目を転じると、

66）United States Sentencing Commission, Sourcebook of Federal Sentencing Statistics, tbl. 29 （2023）; 
Unite States Sentencing Commission, Sourcebook of Federal Sentencing Statistics, tbl. N （2013）; 
United States Sentencing Commission, Sourcebook of Federal Sentencing Statistics, fig. G （2005）.

67）その背景には、（1）連邦法において、量刑ガイドラインが規定する刑種や刑期、政策声
明が考慮事項の一つとして挙げられていることのほか（18 U.S.C. § 3553（a）（4）, （5））、（2）
判例においても、ガイドラインが量刑判断における「出発点であり、最初の基準（initial 
benchmark）」であることが強調されていること（Gall, 552 U.S. at 49）、（3）上訴裁判所が
量刑審査に際して、ガイドラインの枠内であることを合理的な刑であることの推認に用い
る傾向にあることが挙げられる。See also Berry III, supra note 33, at 258-9; Hessick & Berman, 
supra note 56, at 174-5〔ガイドラインに基づく量刑が事実審裁判官に対して予測可能性や正
統性の感覚を与えること、3553条における競合する刑罰目的を実際に適用して量刑判断をし
た場合には以前のような量刑格差が生じることを裁判官が懸念している可能性を指摘する。〕.

68）5K2章は、「ガイドラインを策定する量刑委員会によって十分に考慮されなかった」加
重ないし減軽事情があり、かつ、その離脱が合衆国法典第 18編第 3553条（a）（2）で言及
されている（隔離、抑止、リハビリテーション、応報の要素を含む）目的を促進する場合
に、ガイドラインからの離脱を認めている。§ 5K2.0（a）（1）.
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精神障害による下方離脱は、被告人が「著しく減退した精神的能力」を有し、

当該犯行が暴力的要素を含まず、被告人の犯罪歴が公衆保護の必要性を示さな

い場合に認められる（§ 5K2.13）69）。

精神障害を刑罰減軽的に考慮することへの慎重な態度は、ガイドラインが策

定された当時の時代背景と併せて考える必要がある。連邦量刑ガイドラインは、
（レーガン大統領暗殺未遂事件の犯人である）ジョン・ヒンクリーに対する無罪評

決によって心神喪失抗弁に対する公衆の反感が高まった直後に導入され、それ

は 1960年代以降に進められた精神障害者の大規模な脱施設化の動きに刑事司

法システムが対処を迫られていた時期でもあった 70）。同ガイドラインは、そ

れ自体が精神疾患であることに異論のない薬物依存について、（後述のように）

減軽方向に作用しないように設計されるなど、刑罰は単に被告人の有責性では

なく、彼らの危険性に基づいて測定されるべきとの考えに親和的な側面をもつ。

以下ではこの点に留意しつつ、関連規定をみることにしよう。

（1）5H1.3 条による離脱（departure）

連邦量刑ガイドラインの 5H1.3条（精神的・感情的状態）は、2010年 11月 1

日の改正に伴い、現在は以下のように規定されている。

「精神的・感情的な状態は、個別的に、または被告人の他の特性と組み合わ

さって、そのような状態が異常な程度に存在し、ガイドラインによって扱われ

る典型的なケースと区別される場合に、離脱が正当化されるか否かを判断する

際に関連する場合がある。5K2章（その他の離脱事由）をも参照のこと。ある

種の事案において、特定の治療目的を達成するために下方離脱が適切となる場

合がある。……」71）。

上記の文言は、精神的・感情的状態が離脱判断において通常関連しないとす

69）The Law of Mental Illness, supra note 47, at 1135.
70）Id. at 1135-6.
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る改正前の厳格な態度から若干緩和したものとなっている。また、ガイドライ

ンからの下方離脱は、「特定の治療目的を達成する」ために適切な場合がある

と明記されている点も注目に値する 72）。さらに、問題となる精神的・感情的

状態が犯行に寄与したことや当該犯行と原因・結果の関係にあることを示す必

要はなく、犯行時の有責性評価とは直接関係しない事情をも取り込みうる規定

ぶりとなっている点も興味深い。

もっとも、5H1.3条を直接に適用して推定刑の枠外の刑が科されることは稀

であるとされる 73）。というのも、ガイドラインの注釈では、「裁判所は、他の

要素の中でも『被告人の経歴と特性』を考慮しなければならないが（3553条

（a）参照）、不当な量刑格差を避けるためにも、裁判所はそれらを過度に重視

すべきではな」く、「犯罪者の特性は一般に、適用されるガイドラインの範囲

外の刑を言い渡す理由としてではなく、その範囲内での刑の決定や、量刑表に

おける該当ゾーン内で利用可能な刑種（たとえば、保護観察ないし自由刑）の決

定、および適切な量刑のためのその他の側面のように、他の理由で考慮するの

が最も適切である。」とされているからである 74）。

この規定を直接に用いて下方離脱することがガイドライン全体の趣旨からし

て想定されないとすれば、その守備範囲は実際上、推定刑の枠内に実刑と保護

観察がともに含まれるような比較的軽微な事案において、刑罰ではなく治療が

適当とみうる場合のディバージョンの手段として機能している 75）というのが

実態であると考えられる 76） 77）。

71）USSG § 5H1.3. 同条の制定およびその後の改正の経緯について、Amy Baron-Evans & 
Jeniffer Niles Coffin, No More Math Without Subtraction: Deconstructing the Guidelinesʼ 
Prohibitions and Restrictions on Mitigating Factors, 74-83 （Nov. 1, 2010 （Rev. Jul. 25, 2011））, 
https://fln.fd.org/files/training/no-more-math-without-subtraction.pdf.

72）Han, supra note 18, at 444.
73）Baron-Evans & Coffin, supra note 71, at 83-6.
74）United States Sentencing Guidelines Manual ch. 5, pt. H, introductory comment （2023）.
75）Han, supra note 18, at 445は、5K2.13条の除外規定、あるいは 5H1.3条の治療に関する条
件に阻まれて下方離脱が認められなかった場合でも、例外的な場合を除いて上方離脱も正
当化されないことを示唆する点に 5H1.3条の積極的意義を見出す。
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（2）5K2.13 条による離脱（departure）

（a）概略

したがって、犯行時の精神状態については、限定能力（diminished capacity）

を問題とする 5K2.13条が中心的な規定となる。同条は、「（1）被告人が著しく

低下した精神的能力（significantly reduced mental capacity）のもとで犯罪を犯し、

かつ、（2）その精神状態が犯罪の実行に相当程度に（substantially）寄与した」

場合に下方離脱を認める 78）。ここにいう「著しく低下した精神的能力」とは、

「（A）犯罪を構成する行為の罪悪性を理解する能力や理性力を行使する能力、

あるいは（B）罪悪性を認識している行為を制御する能力が著しく損なわれて

いること」を意味するとされ 79）、責任能力の低下に相当する規定として位置

づけられる 80）。

76）本条が参照を指示している 5C1.1条の注釈は、治療目的に資する場合の下方離脱を認め
ている。これによれば、ガイドラインのゾーン C（10月から 16月ないし 12月から 18月
の推定刑）からゾーン Bで認められる量刑の選択肢に下方離脱することが、「（A）被告人
が麻薬その他の規制薬物またはアルコールの乱用者であるか、重大な精神疾患を抱えてお
り、かつ、（B）対処すべき治療上の問題が被告人の犯罪性と関連している場合」にのみ認
められうる。ゾーン Cにおける刑の選択肢は、刑の下限の少なくとも半分を実刑とする必
要がある一方、ゾーン Bにおける刑の選択肢は、自由刑の全部または大部分を自宅拘禁の
ような断続的な拘禁で処理することが認められている。また、同注釈では、治療プログラ
ムと離脱措置が被告人によるさらなる犯罪から公衆へのリスクを低減するか否かを裁判所
が考慮すべきともされている。USSG § 5C1.1, comment. （n. 6）. See also United States 
Sentencing Commission, supra note 62, at 28.

77）このように、精神障害を理由とする刑の減軽が（犯行時の精神状態に焦点を当てる回顧
的な形ではなく）展望的な形で適用される余地がある。裁判所は一部のケースにおいて、
精神障害を抱える被告人にとって刑罰が特に負担となる可能性を考慮して刑を減軽してい
る。E. Lea Johnston, Conditions of Confinement at Sentencing: The Case of Seriously Disordered 
Offenders, 63 CATH. U. L. REV. 625, 656 （2014）〔一部の裁判所は、5K2.0条、5H1.4条、5K2.13
条にも依拠しながら、刑務所での苦難が予想されることを理由に減軽を認めているとす
る〕.

78）USSG § 5K2.13. 離脱の程度については、「その精神的能力の低下が犯罪の実行にどの程
度寄与したかが反映されなければならない。」Id.

79）USSG § 5K2.13, comment. （n. 1）.
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しかし、裁判所は、以下の場合に下方離脱をすることができない。すなわち、

「（1）著しく低下した精神的能力が、薬物またはその他の酩酊物質の自発的な

使用によって引き起こされた場合 81）、（2）犯罪が実際の暴力または深刻な暴

力の脅威（actual violence or a serious threat of violence）を伴うために、被告人によ

る犯罪の事実と状況が、公共の安全を守る必要性を示している場合 82）、（3）

被告人の犯罪歴が、公共の安全を守るために被告人を収監する必要性を示して

いる場合 83）、または（4）被告人が合衆国法典第 18編第 71章［わいせつ物関

80）量刑委員会は当初の政策声明において、「著しい精神的能力の低下」の定義を示してい
なかったが、United States v. McBroom, 124 F.3d 533 （3d Cir. 1997） において第 3巡回区連邦
控訴裁判所は、精神的能力の低下が減軽事情として位置づけられる際の根本にある価値観
や理念（寛容さと同情〔lenity and compassion〕）につき詳細な分析を行い、裁判所は被告
人の認知的能力と意思的能力の両者を考慮する必要があると結論づけた（id. at 548）。これ
を受けて、委員会は 1998年改正の一環として、「著しく低下した精神的能力」の定義を含
む適用注釈を追加し、この修正がMcbroom判決の理解に沿ったものであるとして同判決の
結論を引用している（USSG, App. C, Amend. 583 （Nov. 1, 1998） （Reason for Amendment））。
なお、制御能力の観点を量刑判断で考慮する場合には、連邦の責任能力基準が制御能力を
要件として含まないこととの整合性が問題となる。この点につき、Carlos M. Pelayo, Give 
Me a Break I Couldnʼt Help Myself: Rejecting Volitional Impairment as a Basis for Departure Under 
Federal Sentencing Guidelines Section 5k2.13, 147 U. PA. L. REV. 729, 767 （1999）.

81）E.g., United States v. Bosa, 817 F.3d 645, 651 （9th Cir. 2016）〔被告人の精神的能力の低下が
違法薬物の自発的使用に起因していると裁判所が判断し、被告人が「故意かつ知的な方法
で犯罪を実行した」として減軽措置を認めなかった地裁の判断を是認した事例〕.

82）E.g., United States v. Loos, 66 F.4th 620, 623 （6th Cir. 2023）〔「被告人による殺人の『事実と
状況』は、『犯罪が実際の暴力を伴うために、公共の安全を守る必要性を示して』おり、
離脱措置を受けることはできない。」（USSG § 5K2.13を引用）〕 ; United States v. Woods, 364 
F.3d 1000, 1001 （8th Cir. 2004）〔脅迫による銀行強盗は、武器が使用されなかった場合でも
「深刻な暴力の脅威」と見なされる〕；United States v. Dela Cruz, 358 F.3d 623, 624-25 （9th 
Cir. 2004）〔電話による爆弾脅迫で有罪判決を受けた被告人は、犯罪が深刻な暴力の脅威を
含むために、§ 5K2.13に基づく離脱措置の対象外である〕；United States v. Bowe, 257 F.3d 
336, 347 （4th Cir. 2001）〔被告人は、犯罪が実際の暴力または深刻な暴力の脅威を含む場合
には離脱を禁止する§ 5K2.13の基準を満たさなかった〕.

83）E.g., United States v. Davis, 264 F.3d 813, 816 （9th Cir. 2001）〔被告人は異常な精神疾患を抱
えていたが、その相当に及ぶ（substantial）犯罪歴が公共の安全を保護するための収監の必
要性を示していることから、§ 5K2.13に基づく離脱措置を否定した〕.
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連］、第 109A章［性的虐待］、第 110章［児童の性的搾取またはその他の虐待］、

または第 117章［違法な性的活動のための運送および関連犯罪］により有罪判決

を受けたことがある場合」である。

前述した 5H1.3条と併せて読むと、量刑判断において被告人の精神的・感情

的状態は、弁識・制御能力の著しい低下が認められる例外的な状況においての

み下方離脱と関連性をもつが、被告人が初犯または（非暴力犯罪・非性犯罪の前

科を持つ）再犯で、現下の犯罪が暴力犯罪・性犯罪以外であり、犯行時に自発

的な酩酊物質の使用がなかった場合に限られることになる 84）。これらの要件

を満たさない場合には実刑となる可能性が高くなるが 85）、こうした除外事由

の設定からは、量刑裁判所が精神障害の存在を減軽事情として考慮する余地が

大幅に減じられていることが窺われる。

以下では、暴力犯罪に関する適用除外（上記（2））に的を絞り、この要件の

解釈運用の状況を確認しておきたい。

（b）暴力犯罪に関する適用除外について

先述の量刑改革法において、連邦議会は量刑委員会に対し、ガイドラインや

政策声明の策定において、「精神的・感情的状態が被告人の有責性を軽減する

程度に至った場合、あるいはその状態がその他の点で明白に関連する程度に

至った場合」について、量刑にどの程度関連性を有するのかを検討するように

命じた（28 U.S.C. § 994（d））86）。

84）ROGER W. HAINES, JR., FRANK O. BOWMAN, III & J. DOUGLAS WILSON, FEDERAL SENTENCING 
GUIDELINES HANDBOOK: TEXT AND ANALYSIS 2019-2020 EDITION 1753 （2019）.

85）実際にも、米国の受刑者のプロファイルに反映されているといえよう。司法統計局の統
計データによれば、刑事施設に収容されている精神障害者の大半が薬物乱用者であり（州
刑務所では 74％、拘置所では 76％、連邦刑務所では 64%）、かなりの割合で現在または過
去に暴力犯罪を犯しているか（州刑務所では 61％、拘置所では 44％、連邦刑務所では
33%）、過去に 3回以上の保護観察・服役を経験している（州刑務所では 47％、拘置所で
は 42％、連邦刑務所では 26%）。Doris J. James & Lauren E. Glaze, Mental Health Problems of 
Prison and Jail Inmates, NCJ 213600 （Sept. 2006, rev. Dec. 2006）, https://bjs.ojp.gov/content/pub/
pdf/mhppji.pdf.
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これを受けて量刑委員会が策定した当初の 5K2.13条は、「著しく低下した精

神的能力の状態で非暴力犯罪（non-violent offense）を犯した場合」に下方離脱を

認めていたが、量刑委員会は「非暴力犯罪」の定義を示さず、その具体例も提

供しなかった。限定能力による減軽が非暴力犯罪に限定されることで、責任能

力の低下による下方離脱は実務上ホワイトカラー犯罪においてのみ認めら

れ 87）、路上犯罪では否定される 88）ことが明らかになった一方で、ある種の犯

罪はこの境界上に位置づけられるために、いずれに分類されるのかについて控

訴裁判所間で判断が分かれている状況にある 89）。

多くの裁判所は、キャリア犯罪者に関する規定である 4B1.2条の「暴力犯罪
（crime of violence）」の定義に目を向け、「暴力犯罪」で有罪判決を受けた被告人

は、精神的能力の低下を理由に刑を減じることができないとの画一的な判断を

示していた 90）。これに対して、一部の裁判所は、「暴力犯罪」の定義に該当す

る犯罪であっても、たとえば非武装の銀行強盗などの場合にはなお 5K2.13条

における「非暴力犯罪」に該当しうるとする 91）。最初にガイドラインが公表

されて以降、10年余りにわたり、5K2.13条における「非暴力犯罪」の意義を

めぐって激しい論争が生じ、連邦控訴裁判所の間でも判断が分かれる状況が続

いていた 92）。

86）この規定について議会は、量刑委員会が「特定の犯罪および被告人の特性によって、自
由刑ではなく精神科治療を条件とした保護観察を求める」余地があることを示唆する一
方、「この要素を考慮することで、量刑委員会は特に重大なケースにおいて、公共の安全
の保護のためには被告人を収監し、刑務所内で治療を提供する以外に選択肢がないとも結
論づけられる場合がある」と述べている（S. REP. NO. 98-225, at 173 （1983）.）。

87）E.g., United States v. Sadolsky, 234 F.3d 938, 940 （6th Cir. 2000）〔コンピュータ詐欺の量刑〕; 
United States v. Roach, No. 00 CR 411, 2001 WL 664438, at 5 （N.D. Ill. June 4, 2001）〔電子的通
信手段を用いた詐欺の量刑〕.

88）E.g., United States v. Thames, 214 F.3d 608, 615 （5th Cir. 2000）〔武装銀行強盗の量刑〕.
89）E.g., United States v. Houser, 17 Fed.Appx. 614 （9th Cir. 2001） では減軽の対象外とされ、

United States v. McFadzean, No. 98 CR 754, 1999 WL 1144909, at *5 （N.D. Ill. Dec. 8, 1999） で
は、そのようなケースで裁判所が減軽を行うことが可能だと解されている。

90）See e.g., United States v. Poff, 926 F.2d 588 （7th Cir. 1991） （enbanc）.
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この問題に対処するために、委員会は 5K2.13条を全面的に改定し（1998年）、

「実際の暴力または重大な暴力の脅威を伴うために、被告人の犯罪の事実およ

び状況が、公共の安全を保護する必要があることを示す場合には……」とする

前述の定義を新たに付して「控訴裁判所間の分裂に対する妥協的アプローチ」

がとられたものの 93）、「実際の暴力」や「重大な暴力の脅威」の定義は示され

なかった 94）。そのためにこの改正は、「裁判所に明確な基準を提供するには不

十分である」とされ 95）、一部の裁判所は修正理由に着目し、新たな文言がガ

イドラインの実質的変更を意図したものであり、4B1.2条の「暴力犯罪」に該

当する犯罪であっても離脱を認めたものだと解釈した一方で、他の裁判所は修

正前の判例を分析なしに引用し、4B1.2条で定義された「暴力犯罪」で有罪判

決を受けた被告人は 5K2.13条の下でカテゴリカルに離脱を妨げられるとする

立場を維持しており、依然として混迷した状況にある 96）。

暴力的性質を伴う犯罪の場合に下方離脱を否定するこの規定は、公共の安全

に危険を及ぼす犯罪者を長期に隔離する必要性によって一般に根拠づけられ

る 97）。そうすると、本稿の関心からは、応報や抑止、リハビリテーションと

91）See e.g., United States v. Chatman, 986 F.2d 1446, 1452-53 （D.C. Cir. 1993）〔非武装の銀行強
盗につき有罪判決を受けたが、犯行時に窓口係に金員を要求するメモを手渡しただけで実
際の暴力や暴力の脅威を欠いていたという事実関係の下で、5K2.13条とキャリア犯罪者の
条項の間の異なる政策的考慮に言及しつつ、銀行強盗は後者では「暴力犯罪」に分類され
るが、これは事実上非暴力犯罪であり、連邦地裁は限定能力に基づき下方離脱を行う裁量
を有すると判断した〕.

92）Robert R. Miller, Diminished Capacity - Expanded Discretion: Section 5K2.13 of the Federal 
Sentencing Guidelines and the Demise of the Non-Violent Offense, 46 VILL. L. REV. 679 （2001）.

93）USSG, App. C, Amend. 583 （Nov. 1, 1998）.
94）Baron-Evans & Coffin, supra note 71, at 169.
95）United States v. Bradshaw, No. 96cr485, 1999 WL 1129601, at *3 （N.D. Ill. Dec. 1, 1999）.
96）Baron-Evans & Coffin, supra note 71, at 173.
97）E.g., Poff, 926 F.2d at 595 （Easterbrook, J., dissenting） 〔「精神障害者の行為が非暴力的な場
合、……隔離はさほど重要ではない」〕 ; United States v. Sullivan, 75 F.3d 297, 300 （7th Cir. 
1996）〔改正前の 5K2.13条において、暴力犯罪と非暴力犯罪の扱いの相違に対する憲法上
の異議申立てを退ける際に、隔離の観点に言及する〕.
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いった他の刑罰目的との関係がいかに整理されているのかが気になるところで

ある。裁判所の中には、5K2.13条の適用を非暴力的な犯罪に限定しているこ

とについて、量刑委員会の不十分な説明を補う際に（量刑の総則的規定である）

3553条（a）に言及することがある 98）。したがって、まずは 3553条（a）の規定

ぶりや実務上の運用を確認したうえで、この問題に立ち返ることにしたい。

（3）3553 条（a）による離反（variance）

合衆国法典第 18編 3553条（a）は、量刑判断において考慮されるべき要素を

以下のように規定している。

（a）量刑に際して考慮すべき要素─裁判所は、本項（2）で定められた目的を

達成するために必要な範囲内で、過剰でない刑を科さねばならない。裁判所

は、特定の刑を科すにあたり、以下の点を考慮しなければならない。

（1）犯罪の性質および状況、ならびに被告人の経歴および特性

（2）科すべき刑の必要性─

（A）犯罪の重大性を反映し、法の尊重を促進し、犯罪に対する正当な刑罰

（just punishment）を与えること

（B）犯罪行為を十分に抑止すること

（C）被告人による再犯から公衆を保護すること

（D）被告人に対して必要な教育、職業訓練、医療、またはその他の矯正処

遇（correctional treatment）を最も効果的な方法で提供すること（18 U.S.C. 

§ 3553（a））

このように、連邦法は量刑に関する 4つの目的（応報〔デザート〕、抑止、隔

離、リハビリテーション）を並列的に列挙しており、これらの目的を達成する

のに足る（が必要以上に重くない）刑を言い渡すことを裁判所に求めている 99）。

しかし、これらの要素をいかに考慮して最終的な刑量を導出すべきかにつき、

98）E.g., Poff, 926 F.2d at 594-5 （Easterbrook, J., dissenting）.
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明確な指針は提示されていない。こうした状況を改善するために策定されたの

が量刑ガイドラインにおける種々の政策声明であったのだが、Booker判決に

よって裁判所は、ガイドラインの推定刑に縛られることなく、3553条（a）の

量刑目標を達成するのに「十分であるが必要以上でない」刑を科す終局的な能

力を再び得たことになる。

推定刑の枠からの逸脱の可否を判断する際に、連邦地裁は適用されるガイド

ラインの範囲と量刑委員会による政策声明を考慮しなければならないが、これ

に拘束されることはない 100）。そうすると、5K2.13条が下方離脱を明確に禁止

している場面であっても、3553条（a）に依拠して下方に離反した刑を科す余

地が生じる一方で、─ 5H1.3条が例外的な場合を除いて、5K2.13条が明示

的に禁止している 101）─精神障害を理由に上方に逸脱した刑を科すことも不

可能ではないことになる。この点について実務上いかなる運用がなされている

のか、項を改めて検討を加えよう。

99）Berry III, supra note 33, at 253. また、同項はさらに、量刑に際して裁判所が考慮すべき要
素として、利用可能な刑種（3）、量刑ガイドラインが定める刑種および量刑範囲（4）
（A）、量刑委員会が策定した関連する政策表明（4）（A）（i）、不当な量刑格差を回避する必
要性（6）、被害者への賠償の必要性（7）を挙げる。Id.

100）E.g., United States v. Burris, 29 F.4th 1232, 1237 （10th Cir. 2022）〔ガイドラインの範囲は§ 
3553（a）に挙げられた 7つの要素の 1つにすぎないが、「刑罰の出発点および最初の基準
点」であり、連邦はすべての量刑手続を開始するにあたり、適用されるガイドラインの範
囲を正しく計算しなければならないとする〕 ; United States v. Asbury, 27 F.4th 576, 580 （7th 
Cir. 2022）〔連邦地裁はガイドラインの刑罰哲学に対して意見を異にする権利があり、その
ためガイドラインによる助言を拒否することができるが、最終的な量刑に至る過程を説明
し、考慮が許された量刑目的のうち、どの観点によってその結論に至ったのかを示さなけ
ればならないとする〕.

101）Mirko Bagaric, A Rational （Unapologetically Pragmatic） Approach to Dealing with the 
Irrational - The Sentencing of Offenders with Mental Disorders, 29 HARV. HUM. RTS. J. 1, 17 （2016）.
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4 ．実務上の扱い：精神障害は加重要素か、減軽要素か？

（1）裁判例を素材に

（a）Booker判決以前の一般的傾向

前述のように、限定能力による下方離脱を規定する 5K2.13条は、弁識・制

御能力の著しい低下が犯行に相当程度に影響を与えていたことを前提に、精神

障害の非自招性や犯行の非暴力性、被告人の犯罪歴が公共保護の必要性を示し

ていないといった種々の要件を課しており、推定刑からの下方離脱が認められ

るためのハードルは高い。

実際にも、Booker判決以前の裁判例分析によれば、精神障害を理由とする

下方離脱の主張は一般に直ちに却下され、重篤な精神疾患を有していたことを

示す証拠にもかかわらず下方離脱が否定された事案や、心神喪失の主張に失敗

したことが下方離脱を否定する理由として用いられた事案、過去に心神喪失に

よる無罪となった経歴が上方離脱に値する加重事情とみなされた事案 102）さえ

あるとされる 103）。特に犯罪が暴力的要素を伴うか暴力犯罪の前科が公共の安

全への脅威とみなされる場合には、事実審裁判所が下方離脱の主張を退けたこ

とは上訴審によって直ちに是認される傾向にあった 104）。

5K2.13条が（数次の改正を経て）減軽の範囲を狭めてきたこともこうした動

向に拍車をかけることとなり 105）、Booker判決以前に限定能力による下方離脱

が認められたのはごく少数の事案に限られていた 106）。

（b）Booker判決以降に生じた動向

それでは、Booker判決によりガイドラインが勧告的なものとなったことは、

精神障害を抱える被告人の量刑に変化を生じさせたのだろうか。裁判例の中に

102）Cf. Holman v. Gilmore, 126 F.3d 876, 883 （7th Cir. 1997）〔陪審について、「私たちが持つ
わずかな科学的データは、被告人が精神疾患を有すると説得しようとすることが、まった
く抗弁を提起しないことよりも事態を悪化させることを示唆している……被告人の気が触
れていると陪審が実際に確信すれば、将来の犯罪を防ぐには死刑が唯一の確実な方法であ
ると考える」とする〕.

103）Perlin & Gould, supra note 46, at 448-9.
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は、5K2.13条が下方離脱を明確に禁止する場面においても精神障害を刑罰減

軽的に考慮することを認めるものがある。たとえば、第 9巡回区連邦控訴裁判

所は、薬物依存症による精神的能力の低下について裁判所が考慮する裁量を有

すると判示したことがあるし 107）、第 8巡回区連邦控訴裁判所は、暴力の脅威

を伴う犯罪であるにもかかわらず、限定能力に相応する状態について約 40％

の下方離反を認めている 108）。

しかし、Booker判決以降も連邦裁判官は一般に、大半の事案において依然

としてガイドラインに基づいた刑を言い渡している。精神障害が問題となる場

面においても、Booker判決以降に限定能力に基づく下方への離脱ないし離反

104）Id. at 449. したがって、限定能力による推定刑からの離脱はほとんど認められず、認め
られた事案の多くは心神喪失抗弁が成功しうるような精神状態の被告人についてであった
とされる。Id. at 447. また、上記の裁判例分析を行った論者は、量刑判断において精神障害
が減軽方向に考慮されない理由として、ガイドラインの制約に加えて、①精神障害の意味
や犯罪行動との潜在的関連性についての連邦裁判官や弁護人の理解不足、②そうした減軽
証拠は単に同情を誘うためのものであり、量刑段階で考慮されるべきでない不適切な要素
だとする連邦検察官の態度、③心神喪失抗弁がオール・オア・ナッシングの選択肢として
構成され、それに満たない精神障害証拠を量刑判断で考慮する必要はないとの理解、④本
来減軽方向に作用する証言がしばしば加重的な役割を果たすという精神障害の両義性を挙
げる（id. at 434-5.）。

105）2003年に連邦議会は 5K2.13条を直接に改正し、未成年者を対象とする犯罪や性犯罪に
ついて、限定能力を理由とする下方離脱を禁止した（USSG, App. C, Amendment 649 （May 
30, 2003））。さらに、PROTECT法の実施に関する作業の一環として、また、下方離脱の総
数を減らすために、委員会は 5K2.13条を修正し、因果関係の要素を追加して、著しく低
下した精神的能力が「犯罪の実行に相当程度に寄与した（contributed substantially to the 
commission of the offense）」場合に限定された（USSG, App. C., Amendment 651 （Oct. 30, 
2003））。この改正について委員会は、離脱の実数を減らすという一般的な目標以外に具体
的理由を示していない。Baron-Evans & Coffin, supra note 71, at 170.

106）たとえば、2001年に限定能力に言及されたのは、下方離脱が認められた事案（全体の
35.4%、11,044件）のうち 2.6%（286件）にすぎない。United States Sentencing Commission, 
2001 Sourcebook of Federal Sentencing Statistics, tbl. 25 （2001）.

107）E.g., United States v. Garcia, 497 F.3d 964, 971 （9th Cir. 2007）〔いかなる場合においても連
邦地裁は、合理的な刑を選択するために被告人の薬物依存の存在を検討することが妨げら
れないとする〕.
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を拒絶した原審の判断が是認された例が散見される 109）。量刑裁判所は、問題

となる犯罪が非
4

暴力的なものとみなされても、精神障害のある被告人に推定刑

の枠内で刑を宣告する傾向にあるとされ 110）、この文脈における離脱ないし離

108）E.g., United States v. Myers, 503 F.3d 676 （8th Cir 2007）〔行為の衝動をコントロールする
能力を妨げる重大な精神疾患を有し、人生の大半において収容ないし収監されていた被告
人につき下方離反を許容〕. See also United States v Miranda, 505 F.3d 785 （7th Cir. 2007）〔被
告人による限定能力の主張を合衆国法典第 18編第 3553条（a）に基づき認めるよう破棄差
戻し〕 ; United States v. Tom, 327 Fed. Appʼx 93 （10th Cir. 2009）〔嬰児殺（第 2級謀殺罪）に
つき、被告人が境界域の精神遅滞であり、その結果として衝動的に反応し、指示されたと
おりに実行したことを理由に、推定刑の下限を 58%下回る原審の量刑判断を是認〕 ; United 
States v. Gapinski, 561 F.3d 467 （6th Cir. 2009）〔ADHDによる限定能力につき、3553条（a）
に基づく刑の減軽を求める被告人の主張を連邦地裁が考慮しなかったとして破棄差戻し〕 ; 
United States v. Cherry, 314 Fed. Appʼx 563 （4th Cir. 2009）〔5K2.13条による下方離脱の要件を
満たさないが、被告人の精神状態に基づいて 3553条（a）による下方離反を行った連邦地
裁の判断を是認〕.

109）E.g., United States v. Crowell, 493 F.3d 744 （6th Cir. 2007）〔被告人の長期にわたる暴力的
傾向を重視した連邦地裁の量刑判断の不合理性につき、被告人は十分に立証できていない
とする〕 ; United States v. Rinaldi, 461 F.3d 922 （7th Cir. 2006）〔限定能力による離反が認め
られるべきであったとの被告人の主張は、医学的な専門証拠に依拠していないとする〕 ; 
United States v. Lutchman, 910 F.3d 33 （2d Cir. 2018）〔精神疾患の主張にもかかわらずテロ事
件において法定刑の上限の刑を是認〕；United States v. Handerhan, 739 F.3d 114 （3d Cir. 2014）
〔強迫性障害により児童ポルノ画像をダウンロードする抵抗不可能な衝動を有していたと
の主張が十分に考慮されていなかったとする被告人の主張を排斥〕；United States v. 
McCracken, 487 F.3d 1125 （8th Cir. 2007）〔収監することが特別に危険・過酷になるような著
しい身体的・精神的障害は認められないとする〕. 
　他方で、ガイドラインが考慮を禁じている要素を理由に離反することの当否について
は、判断が分かれている状況にある。一部の裁判所は、薬物の依存ないし濫用について
は、例外的な場合を除いて下方離反を認める適切な論拠たりえないとの判断を示している
（E.g. United States v. Lee, 454 F.3d 836 （8th Cir. 2006）〔被告人の年齢と薬物乱用歴は、推定
刑の下限から 54％離反することを正当化するような例外的事情ではないとして破棄差戻
し〕；United States v. Stile, 845 F.3d 425 （1st Cir. 2017）〔薬物依存に基づく下方離反の主張を
退けた連邦地裁の判断は、3553条（a）の量刑目的を適切に考慮しているとして是認〕.）。
これに対して、別の裁判所の中には、ガイドラインが裁量の行使を制限する事情につい
て、3553条（a）の量刑目的を検討する際に同様の制約が及ばないとするものがある（E.g., 
Garcia, 497 F.3d 964.）。
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反のハードルが緩和されたとは評し難い 111）。

さらに検討を要するのは、一部の学説が懸念するように、精神障害を抱える

被告人が暴力的傾向を有する場合に、3553条（a）における考慮要素を直接参

照することで、加重方向への逸脱が認められやすくなったのではないかという

点である。Booker判決以前においても、ガイドラインの 4A1.3条（犯罪歴カテ

ゴリーの不適当さによる離脱）112）、5H1.3条、ないし 5K章の各条項に依拠しつつ、

ガイドラインの枠組み内部で上方に離脱することは可能であった。これに対し

て現在では、ガイドラインの枠組みから逸脱するために、さらに 3553条（a）

所定の量刑要素に着目することも可能である。ガイドラインはすでに 3553条

（a）に関する量刑委員会の理論的解釈を反映しているために、多くの領域では、

裁判所がこの新たな経路を利用して推定刑の枠から逸脱することは稀である。

しかし、これらの学説によれば、ガイドラインに加えて 3553条（a）の直接参

照が認められることで、5H1.3条による制約（精神障害を考慮することの例外性）

にもかかわらず、精神障害が加重方向への逸脱理由として考慮されやすくなっ

たという 113）。

以下では、精神障害を理由に推定刑の枠から上方に逸脱することの当否が争

われた裁判例をいくつか確認しておくことにしよう。

110）Han, supra note 18, at 449.
111）Booker判決以降の連邦における量刑傾向について、ガイドラインの推定刑枠内のもの
が多いとの指摘として、Frank O. Bowman, Ill, Dead Law Walking: the Surprising Tenacity of the 
Federal Sentencing Guidelines, 51 HOUS. L. REV. 1227 （2014）. 連邦量刑委員会による同様の分析
として、United States Sentencing Commission, Report on the Continuing Impact of United States 
v. Booker on Federal Sentencing pt. A, at 3 （2012）, http://www.ussc.gov/news/congressional-
testimony-andreports/booker-reports/report-continuing-impact-united-states-v-booker-federal-
sentencing〔ガイドラインの役割は以前よりは低下したものの、推定刑の下限と実際の刑期
との関係から、連邦の量刑が概して安定していることを示す〕。

112）犯罪歴カテゴリーが被告人の犯罪歴の重大性や他の犯罪を犯す可能性を実質的に過小
［過大］評価している場合に、上方［下方］離脱を認める規定である。USSG § 4H1.3.
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（c）加重要素として位置づけることの可否

Booker判決以前は、精神障害を理由とする下方離脱を抑制する一方で、ガ

イドラインにおいて考慮されていない例外的な状況（extraordinary circumstances）

がある場合には上方離脱が認められていた 114）。いかなる状況においてこの例

外性が認められるかについては裁判所の判断に委ねられていたが、たとえば

Hines判決 115）において第 9巡回区連邦控訴裁判所は、大統領に対する脅迫と

銃器所持の重罪で有罪判決を受けた Hinesに対して、（4A1.3条および 5K2.0条

に依拠しつつ）「極めて危険な精神状態」と「今後さらに重大な犯罪を犯す可能

性が大きい」との理由で 3段階の上方離脱を認めた連邦地裁の量刑判断を是認

した。同裁判所によれば、精神医学的治療の必要性に基づく上方離脱は禁止さ

れているが、量刑裁判所が離脱したのは Hinesの治療のためではなく、日記や

手紙等から強固な殺人願望・殺人妄想が窺われ、銃器を携行してワシントン

DCに向かうなど実際の行動に移していた Hinesについては、「深刻な情緒障害

と精神障害のために地域社会に対する並外れた危険性を有して」おり、それゆ

え上方への離脱が正当化された。

Booker判決以降においても、同様の理由による加重が 3553条（a）に依拠し

てなされることがある。たとえば、Cousins判決では、謀殺罪で刑務所に収監

中であった被告人が大統領を殺害する内容の脅迫文を作成・送付した事案につ

き、オハイオ州北部地区連邦地方裁判所がガイドラインの推奨する量刑範囲か

らの上方離反を施し、法定刑の上限である 60月を宣告した 116）。量刑判断に

113）The Law of Mental Illness, supra note 47, at 1138-9. この見解は、精神疾患によるガイドラ
インからの逸脱が下方ではなく上方に傾く可能性が高い理由として、①上方への離脱に比
べて下方への離脱は上訴審で維持される可能性が低く、② 3553条（a）における量刑要素
に現れる表現（特に「被告人によるさらなる犯罪から公共の安全を保護する」必要性、
「被告人に最も効率的な方法で必要な……治療を提供する」必要性）は、刑の加重を奨励
している印象を与えること、③精神を病んだ被告人が法廷に現れて病気や暴力的犯罪の
生々しい特性に直面した場合に、裁判官が保安的見地から長期間にわたり社会から排除す
る反応を示す可能性を挙げる。Id. at 1139.

114）USSG § 5K2.0.
115）United States v. Hines, 26 F.3d 1469 （9th Cir. 1994）.
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おいて同裁判所は、3553条（a）の各要素に基づいて量刑の正当化を試みたが、

その分析の大部分は「被告人のさらなる犯罪から公衆を守るために」その刑が

必要であることに割かれており、「被告人の暴力的行為の経歴と、明白に不安

定な精神状態とが相まって、……被告人が決して赦免や仮釈放、通常の釈放に

よって社会に戻るべきではないことを強く示唆している」ために上方への逸脱

が必要とされた 117）。また、Gillmore判決 118）においても、同様の理由づけが

みられる。この事案では、うつ病と心的外傷後ストレス障害（PTSD）を抱え、

コカインを購入するための金銭を得ようとする中で、ハンマーとナイフで被害

者を殺害し、その後犯行を隠蔽しようと被害者宅に放火した被告人に対し、第

8巡回区連邦控訴裁判所は、殺人について 110％の上方離反がなされた刑を是

認した 119）。原審は、「Gillmoreの性的虐待、化学物質依存および精神疾患の経

歴は、……彼女自身と公衆に対して危険をもたらし、ガイドラインの範囲を大

きく超えた刑が必要である」と判断し、控訴裁判所も、量刑を正当化する理由

として公衆保護の必要性に言及している 120）。

これらとは対照的に、精神障害を加重的に考慮することに注意を促す例もあ

る。たとえば、Pinson判決 121）では、合衆国大統領に対して危害を加える旨の

脅迫をした罪、連邦保安官に対し重大な虚偽供述をした罪、さらに自身の裁判

に出廷した陪審員に対して危害を加える旨の脅迫状を送付した罪で有罪判決を

受けた被告人の量刑が争点となった。被告人側の専門家証人によれば、被告人

は長年の虐待に起因する重度かつ慢性的な PTSDに罹患しており 122）、連邦地

116）United States v. Cousins, No. 5:04 CR 169, 2007 WL 1454275 （N.D. Ohio, May 17, 2007）, at 
*2-4.

117）The Law of Mental Illness, supra note 47, at 1140.
118）United States v. Gillmore, 497 F.3d 853 （8th Cir. 2007）.
119）本件では、殺人に関する推定刑の枠は 151-188月であったのに対して、396月への加重
がなされている。

120）The Law of Mental Illness, supra note 47, at 1141.
121）United States v. Pinson, 542 F.3d 822 （10th Cir. 2008）.
122）さらに、双極性障害と統合失調症の診断歴を有していた。
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裁は被告人の境遇に同情しつつも、ガイドラインの推奨する量刑幅の上限を

135月上回る合計 240月の自由刑を宣告した。第 10巡回区連邦控訴裁判所は、

この量刑を結論において是認したが、「精神衛生上の問題により公衆に危険を

及ぼす可能性のある者に対して、収監期間を延ばすために裁判所が上方離反を

用いることに懸念を表明」している。自傷他害のおそれのある受刑者を通常の

刑期を超えて拘禁するための適切なメカニズムは、刑期を上方に逸脱させるこ

とではなく刑期満了後の民事収容 123）であるべきで、精神障害を理由とする上

方離反は、「民事収容手続とそれに伴う手続的・実体的保障を事実上回避し、

［民事収用手続において要求される］明白かつ説得力ある証拠の基準が、［量刑

手続において要求される］証拠の優越性の基準に置き換えられてしまう」とす

る 124）。

以上のように、Booker判決の前後を問わず、精神障害を刑罰加重的に考慮

することの当否については裁判所間で異なる判断が示されていたが 125）、

Booker判決以降は精神障害の評価方向について不確実性が高まったように見

123）18 U.S.C. § 4246.
124）Pinson, 542 F.3d at 838. See also The Law of Mental Illness, supra note 47, at 1144〔刑務所出
所後に民事収容を課すためには、州は被告人に継続的な危険性があることを明白かつ説得
力のある証拠によって立証する必要があるが、上方離反の場合には刑の言渡し時の予測判
断となることから、危険性の測定のあり方として精度を欠くとする〕. 同様に、Booker判決
以前にも、Moses判決（United States v. Moses, 106 F.3d 1273 （6th Cir. 1997））では、「奇妙で
暴力的な幻想」を有するとともに「武器への執着」をみせていた、妄想性統合失調症者で
ある被告人が銃器購入に際して虚偽申告をするなどした事案について、怠薬により危険な
状態に戻ることを懸念した量刑裁判所が 5K2.0条に依拠して推定刑のほぼ 6倍の刑を宣告
したのに対し、第 6巡回区連邦控訴裁判所は、ガイドラインに 5H1.3条が含まれることか
ら、ガイドラインの策定において考慮されなかった状況に基づく上方離脱はMosesには適
用できないとして、原判決を破棄し、一般市民を保護するためには、上方離脱ではなく、
民事収容が適切な方法であると指摘している。See also United States v. Cantu, 12 F.3d 1506, 
1516 （9th Cir. 1993）〔「量刑裁判所は、精神的能力の低下した被告人が他の犯罪者よりも危
険であると推定してはならず、また、通常の者よりも将来犯罪を犯す可能性が高いと推定
することもできない。」〕.

125）MICHAEL L. PERLIN & HEATHER ELLIS CUCOLO, MENTAL DISABILITY LAW: CIVIL AND CRIMINAL § 16-
2.1 （16-26） （3rd ed. 2021）.
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受けられる。その顕著な例として、第 7巡回区連邦控訴裁判所における混乱状

況を挙げることができる。

2010年の Portman判決 126）において同裁判所は、限定能力を加重事情とし

て扱うことの不当さを以下のように述べて強調していた。

「限定能力との認定を理由に刑を加重するのは、5K2.13条と 3553条（a）の関

係を誤解している。……精神的能力の低下により行為の不法を理解せず、自身

の行為を制御できない者は、精神的に健全な者よりも有責性が低く、特別抑止

が効果を発揮しづらいために、そうした被告人に長期の刑を科すことは量刑の

目的に合致しない可能性がある。……また、限定能力の認定により、被告人を

無害化し、さらなる犯罪を防ぐための最も効果的な方法は、刑務所の外で必要

な医療を提供することだという結論が導かれうる。限定能力を抱える被告人の

再犯リスクが潜在的に高いことは、心理的治療や監視など別の手段で対処する

ことが可能である。精神的能力の低下により再犯可能性が高まるがゆえに刑の

加重が必要だとするのは、限定能力に対する誤解である 127）。」

しかし、1年後の Garthus判決 128）において同裁判所は、限定能力を加重・

減軽・中立いずれの要素に位置づけるかは事実審裁判官の裁量の範囲内である

と述べるに至った。同判決では、児童ポルノの所持等で有罪判決を受けた被告

人に対して、連邦地裁が弁護人による限定能力の主張に言及せずに宣告した刑
（360月）129）の当否が争点となり、同裁判所は原審の量刑を是認した。Posner

判事による全員一致の意見によれば、本件は、応報（デザート）と無害化とい

う 2つの刑罰理論の対立を浮き彫りにしており、前者の観点からは被告人の限

126）United States v. Portman, 599 F.3d 633 （7th Cir. 2010）.
127）Id. at 638. 他方で、再犯リスクを理由に減軽を選択しないことは可能とする。Id.

128）United States v. Garthus, 652 F.3d 715.
129）犯罪の重大性および被告人の犯罪歴から導出された推定刑の幅は 360月から終身刑で
あった。
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定能力は減軽事情に、後者の観点からすれば加重事情に位置づけられるところ、

この問題は「性的欲求に駆られた場合のように衝動的行動を伴う犯罪」におい

て特に深刻なものとなる。というのも、「そのような行動には、その行動に誘

惑された者による積極的な抵抗を必要とし、限定能力はその抵抗能力を弱める

からである 130）。」同意見によれば、ガイドライン（5K2.13条）が限定能力を減

軽事情として扱っていることは応報理論の採用を意味するが、Booker判決以

降の法理に照らして、量刑裁判官はガイドラインに示された一般的な政策方針

を無視し、自らの刑罰哲学を適用する自由がある 131）。裁判官がどの刑罰哲学

を採用するかにより、「彼は、ガイドラインが限定能力を減軽事情に分類して

いることを無視したり、加重事情として扱ったり、あるいは中立的な事情とみ

なすことも可能である 132）。」

Booker判決により、個々の事件においてガイドラインの推定刑の枠に拘束

されないことが明らかにされた一方で、量刑裁判官がガイドラインの政策方針

を全面的に拒否する裁量を有するかという点については控訴裁判所間でも見解

が分かれている 133）。この点、第 7巡回区連邦控訴裁判所におけるように、ガ

イドラインの政策指針を無視することを許容した場合には、精神障害を抱える

被告人に深刻な影響を及ぼしうる。というのも、Garthus判決の下で被告人は、

130）Garthus, 652 F.3d at 717-8. See also Note, Criminal Law - Sentencing Guidelines - Seventh 
Circuit Upholds Rejection of Diminished Capacity as Mitigating Factor - United States v. Garthus, 
652 F.3d 715 （7th Cir. 2011）, 125 HARV. L. REV. 1104, 1105 （2011）.

131）Garthus, 652 F.3d at 718.
132）Id. See also United States v. Annoreno, 713 F.3d 352, 358 （7th Cir. 2013）〔被告人は治療によ
る改善が見込まれず、それゆえ「児童の搾取事案に関与することが困難な年齢となるま
で」隔離される必要があるとして、限定能力を加重要素として扱うことを是認〕. 限定能力
を減軽事情として扱うことについて疑念を示すものとして、e.g., United States v. Maxwell, 
483 F. Appʼx 233, 237 n.2 （6th Cir. 2012） 〔「被告人の精神衛生上の問題歴や奇怪な行動歴は、
本件のような事案の場合には減軽事情ではなく、加重事情とみなされる可能性がある」〕; 
United States v. Lucas, 670 F.3d 784, 794 & n. 4 （7th Cir. 2012） 〔「仮に連邦地裁が Lucasの限定
能力を加重事情として扱ったとしても、必ずしも不適切とはいえない」〕.

133）Lindsay C. Harrison, Appellate Discretion and Sentencing After Booker, 62 U. MIAMI L. REV. 
1115, 1135-36 （2008）.
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限定能力の主張を理由に刑が加重されるリスクに直面することになるからであ

る。この不確実性により、被告人が量刑裁判官の政策的選好に賭ける必要が生

じることとなり、一部の被告人は「勝利」を収め刑が減軽される一方で、同じ

ような障害を抱える他の被告人は「敗北」し、その障害のために長期の刑が科

されうることになる 134）。このリスクの増大は、限定能力の扱われ方につき被

告人が予測できないために、効果的な弁護を準備する被告人の能力をも損なう

ことになる 135）。

このように、Booker判決後の精神障害の扱いをめぐる混乱状況は、一面に

おいて、ガイドラインの政策指針を前提とするアプローチと、3553条（a）に

直接依拠するアプローチとの間の緊張関係に由来している 136）。とはいえ、前

述のように、ガイドラインは量刑委員会による 3553条（a）の解釈により得ら

れたものであることからすれば、3553条（a）の解釈に幅があることによって

上記不確実性が生じているとみることも可能であろう。ガイドラインにおいて

量刑目的はいかに位置づけられ、量刑事情として精神障害が 3553条（a）所定

の諸目的といかに関係づけられているのか、以下で検討を加えることにしたい。

（2）連邦量刑ガイドラインがもたらしたもの

（a）構造化された量刑判断過程における、構造化されていない刑罰目的

まずは出発点として、連邦量刑ガイドラインが特定の刑罰理論を具現化した

ものではないことを確認することが重要であろう。ガイドラインは前述のよう

に、量刑の不均衡是正のために 1984年に連邦議会が可決した量刑改革法の産

物であり、同法には、「量刑の目的」がガイドラインの策定と個別事案におけ

る量刑の双方において中心的な役割を果たすと規定されているが、同法は特定

134）Hessick & Berman, supra note 56, at 175〔裁判官の個人的な嗜好以上のものではないとす
る〕.

135）Note, supra note 130, at 1110; Michael Mullan, How Should Mental Illness Be Relevant to 
Sentencing, 88 MISS. L.J. 255, 273 （2019）.

136）Note, supra note 130, at 1110; Meixner Jr, supra note 21, at 1412.
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の刑罰哲学を採用せず、伝統的な刑罰の正当化根拠を並列的に列挙するにすぎ

ない 137）。

このように、連邦議会は、個々の犯罪者の特性について量刑委員会がどの程

度の重みを与えるべきかについて首尾一貫した説明や明確な指針を提供せず、

量刑の哲学的な諸目的に優先順位を設けなかったために、量刑委員会にはその

政策声明を作成する際に依拠すべき体系がほとんど与えられなかった 138）。実

際にも、同委員会は、当初こそ特定の刑罰理論を前提としたガイドラインの策

定を試みたが、最終的にはこの本質的な問題を回避し、最初の連邦量刑ガイド

ラインの基礎として過去の実務における量刑傾向に依拠することを選択した。

多くの論者が不満を示しているにもかかわらず 139）、その後 20年以上にわた

り、連邦議会と連邦量刑委員会はともに、連邦量刑の中心的な目的を明確に定

義したり、完全に明文化したりはしていない 140）。

こうした刑罰目的をめぐる不確実性は、精神的能力の低下など、刑罰目的間

で評価方向が異なりうる事情について特に問題となる。というのも、応報主義

者にとっては、精神的能力の減退は被告人の非難可能性を低下させるために短

い刑期を導くのに対し、功利主義者にとっては、能力の減退が将来の再犯可能

性を高める場合には、より長期の刑を導くからである 141）。そうすると、ある

137）S. REP. No. 98-225, at 67 （1983）. 連邦議会は、自由刑がリハビリテーションを達成する
ための適切な手段でないことを明記した以外には、ガイドラインシステム全体における量
刑目的の具体的な適用について明示的な指示を与えていない。Kenneth R. Feinberg, The 
Federal Guidelines and the Underlying Purposes of Sentencing, 3 FED. SENTʼG REP. 326, 326-27 
（1991）〔量刑目的の役割と優先順位を明確に定義することについて、議会が「両義的」で
あったため、「（量刑改革法を）起草する際に、この問題をほとんどごまかした」とする〕.

138）Perlin & Gould, supra note 46, at 456.
139）See e.g., Paul H. Robinson, A Sentencing System for the 21st Century?, 66 TEX. L. REV. 1, 4 
（1987）〔1987年の委員会によるガイドラインが原理原則に基づかず、包括性や実用性を欠
いているとして批判する〕 ; Aaron J. Rappaport, Unprincipled Punishment: The U.S. Sentencing 
Commissionʼs Troubling Silence About the Purposes of Punishment, 6 BUFF. CRIM. L. REV. 1043, 
1044-7 （2003）〔伝統的な「刑罰の目的」に量刑ガイドラインを適合させる「哲学的任務」
を連邦量刑委員会が怠ったとする〕.

140）Hessick & Berman, supra note 56, at 170-1.
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論者が指摘するように、「量刑裁判官が応報主義と功利主義のいずれの理論を

採用するかにより、精神的能力の低下が加重要素として扱われるか、それとも

減軽要素として扱われるかが決まる 142）」ことになりかねない。

それでは、精神障害の影響が争われた裁判例において、刑罰目的間のこの種

の交錯はいかに解決されてきたのだろうか。前述のように 3553条（a）は、量

刑判断に際して裁判所が考慮すべき諸目的─正当な刑罰（just punishment）、

十分な抑止（adequate deterrence）、公衆の保護（protection of the public）─を挙

げる。このうち、最初の正当な刑罰に関して、裁判所の中には、心神喪失のレ

ベルに達していなくとも、精神障害を抱える人々は通常の被告人よりも刑罰が

減軽されるに値すると判断するものがある 143）。たとえば、5K2.13条の「非暴

力犯罪」の意義をめぐる反対意見の中で Easterbrook判事は、「自らの行動を制

御するのが困難な者は、─危険性の考慮を別にすれば─悪意や利益のため

に行動する者と同じだけの刑罰に値するわけではない 144）」と述べる。同様に、

「法的制裁は精神異常を抱える人々に対してはさほど効果的ではない 145）」た

めに、被告人やその他の精神障害者の将来の犯罪行為を抑止することは、刑罰

の正当な根拠とはなりづらい。

他方で、公衆の保護に関しては、「精神疾患を抱える被告人に対する重い刑

罰は、彼らを隔離し、さらなる犯罪の可能性を減少させるという理由で適切な

場合がある 146）。」この論理によれば、5K2.13条において暴力犯罪者と非暴力

犯罪者を区別する論拠は隔離の必要性に由来する 147）。精神障害者の行為が非

141）Han, supra note 18, at 435; Hessick & Berman, supra note 56, at 175.
142）Hessick & Berman, supra note 56, at 163-4.
143）Poff, 926 F.2d at 595 （Easterbrook, J., dissenting）〔「刑事司法制度は、厳密には心神喪失で
はないが、自身の行動を完全には制御できない者に対して長い間、低い刑を科してきた。
連邦量刑委員会は、量刑ガイドラインを裁判官の一般的な慣行に基づいて策定し、それを
根本的に変えることなく、統一性をもたせようと試みた。」〕

144）Poff, 926 F.2d at 595 （Easterbrook, J., dissenting）.
145）Id. See also, United States v. Speight, 726 F. Supp. 861, 869 （D.D.C. 1989）.
146）Poff, 926 F.2d at 595 （Easterbrook, J., dissenting）.
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暴力的である場合には、隔離はさほど重要な観点ではなくなるからである 148）。

以上を整理すると、5K2.13条と量刑目的の関係について裁判所は、正当な

刑罰や抑止の観点から長期の刑を科すことの正当性が減じられ、かつ、非暴力

犯罪であるがゆえに隔離の必要性が減殺された場合に減軽を認める規定だと解

していることになる 149）。こうした、すべての刑罰目的が減軽方向を指し示さ

ないかぎり推定刑からの下方離脱を認めない考え方の背景には、ガイドライン

の制定経緯がある。既述のように、1970年代に生じたリハビリテーション思

想の拒絶と司法の量刑裁量に対する不信感は、司法の裁量を制限し、量刑判断

に対して事前的な構造を提供する量刑制度を採用する気運を高めた。これらの

構造化されたシステムは、刑罰をより厳しく、確実かつ一貫性のあるものにす

る立法の努力を反映したものであり、刑の加重に重きを置いている。必要的最

147）Eva E. Subotnik, Past Violence, Future Danger?: Rethinking Diminished Capacity Departures 
under Federal Sentencing Guidelines Section 5K2.13, 102 COLUM. L. REV. 1340, 1350 （2002）.

148）Poff, 926 F.2d at 595 （Easterbrook, J., dissenting）. たとえば、同条における区別が適正手続
および平等保護条項に反しないとした Sullivan判決では、（暴力的要素を伴う）死刑事案で
さえ終身刑への減軽主張において精神障害に依拠することが可能であるにもかかわらず、
暴力犯罪の有期刑について同様の減軽考慮を禁じることが合衆国憲法に反するとの主張に
対し、下方離脱が早期の釈放をもたらす可能性があり、公衆に対する具体的な危険を生じ
させる場合があるとして、暴力犯罪の被告人を 5K2.13条の下で区別することに合理的な
根拠があるとした（Sullivan, 75 F.3d at 300.）。

149）Cantu, 12 F.3d at 1516 〔「隔離は、このような精神障害のある犯罪者に対してもその効力
を十分に発揮する……しかし、精神的能力の低下した被告人が暴力的行動を示さない場
合、隔離はさほど重要な目標ではなく、下方離脱が可能な場合がある」〕 ; Chatman, 986 F.2d 
at 1452 〔「5K2.13条は、抑止とデザートの重要性が減少することに伴い、精神的能力が著
しく低下した結果として犯罪を犯した者を収監する理由として隔離が主となることを考慮
に入れて解釈されるべきである」〕 ; Poff, 926 F.2d at 595 （Easterbrook, J., dissenting）〔「5K2.13
条全体を読むと、隔離が刑罰の主要な正当化論拠とならない場合に、精神的状態が［下
方］離脱の根拠となりうる」〕. See also Andrew Brown, Limits on the Use of Diminished Capacity 
as a Basis for Departure, 7 FED. SENTʼG REP. 193, 193 （1995）. なお、死刑の文脈においても、精
神障害の評価の二面性が問題となりうる。フロリダ州最高裁判所は、加重事情が精神疾患
の「直接的な結果」である場合には、それに基づく死刑判決は無効であることを明らかに
している（Miller v. State, 373 So.2d 882 （Fla. 1979）. See also Huckaby v. State, 343 So.2d 29, 34 
（Fla. 1977）.）。
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低刑（mandatory minimum sentences）の引き金となる犯罪行為や犯罪歴を立法府

は数多く指定し、量刑委員会は、広範な量刑要素を明記したガイドラインを作

成することで、抑止と隔離に力点を置いた過重な刑を促すことになった 150）。

この点につき、William Berry IIIは以下のように述べる。

1987年の採用以降、米国の連邦量刑ガイドラインはほぼすべての事案におい

て狭い義務的な量刑範囲の使用を要求し、その結果、世界最大の刑務所人口を

生み出すことに貢献している。義務的な量刑ガイドラインは、考慮されるべき

加重事情を特定する一方で、量刑判断における減軽事情の考慮を厳しく制限し、

潜在的な減軽事情の大半を軽視した 151）。

連邦量刑ガイドラインは過度に広範かつ硬直的な構造となっており、1980

年代から 90年代前半に制定された厳格な犯罪対策のための量刑法 152）が広範

なカテゴリーの犯罪（者）に対して前例のない長さの刑を要求したことと相

まって、現代の高い刑罰水準を形成した。実際にも米国は、他の先進諸国と比

較して、人口あたりの受刑者数が最も多く、その刑期も長い。刑事施設におけ

る収容者数の増加は人口成長を上回り、1978年には 30万人程度であった収容

150）Hessick & Berman, supra note 56, at 162-3.
151）Berry III, supra note 33, at 247. See also Stephen Schulhofer, Assessing the Federal Sentencing 

Process: The Problem Is Uniformity, Not Disparity, 29 AM. CRIM. L. REV. 833, 863-4 （1992）〔「多
くの裁判所、司法省、そして委員会自身において、離脱はガイドライン制度に対する脅威
である、あるいは、離脱は控えめに、最後の手段としてのみ用いられるべきとの考えが共
有されている。……そのため、上訴裁判所は、事実上いかなる状況においても離脱は問題
外とみなされる雰囲気を助長するメッセージを下級裁判所に送り続けてきた」〕 ; Hessick & 
Berman, supra note 56, at 172〔減軽事情の役割が小さくなった理由として、①減軽事情より
もはるかに多くの加重事情がガイドラインに組み込まれたこと、②犯罪の重大性と犯罪歴
に焦点が当てられ、伝統的に減軽事情として重視されてきた被告人自身ないし犯行に至る
背景に関する事実の多くが無視されたこと、③ガイドラインが最初に策定されて以降、ガ
イドラインの改正は一貫して「刑を引き上げる」方向に推し進められてきたことを挙げ
る〕.
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者数は 2000年代前半に 200万人以上となり、これは米国市民の 20人に 1人が

生涯に一度は刑務所に入る計算である 153）。これらの硬直的かつ長期の刑の増

加をもたらした政策は、いずれも明確な理論的根拠から生まれたものではなく、

「深く考えないでなされた計算と集団的な直感的判断」に基づいており 154）、

それゆえ上述の結果をもたらしたガイドラインを「大失敗」だと評価する論者

は多い 155）。

Booker判決を経てガイドラインが勧告的なものとなり、ガイドラインにお

いて好ましくないとされた、あるいは禁止された減軽事情の考慮が可能となっ

ても、連邦裁判官が最終的な刑量を導出する過程は未だに明らかではない。量

刑委員会（および連邦議会）が量刑の指導原理を明示しない中で、3553条（a）

において列挙された競合する刑罰目的や謙抑性の原理、勧告的ガイドラインの

152）各法域で量刑制度は異なるものの、必要最低刑（mandatory minimum）制度はすべての
州、三振法（three strike laws）は 26州、仮釈放のない終身刑（LWOP）制度は 49州、いわ
ゆる「真実の量刑法（truth in sentencing laws）」は 28州において採用された。一部の地域
では、同様に厳しい「キャリア犯罪者（career criminal）」法、「危険性犯罪者（dangerous 
offender）」法、「掠奪的性犯罪者（sexual predator）」法によってさらに補強されている。
Michael Tonry, Remodeling American Sentencing: A Ten-Step Blueprint for Moving Past Mass 
Incarceration, 13 CRIMINOLOGY & PUB. POLʼY 503, 514 （2014）. See also Douglas A. Berman & 
Stephanos Bibas, Making Sentencing Sensible, 37 OHIO ST. J. CRIM. L. 37, 40, 48 （2006）〔「過去半
世紀の間に量刑は、隠された、審査不能の裁量の無法地帯から、ときには厳格で煩雑な規
則の集合体へと変貌を遂げ」、「現代の量刑改革は、量刑の主要な目標としてのリハビリテ
ーションを否定し、多くの構造化された量刑法、特に多くのガイドラインに基づく量刑シ
ステムや厳格な必要最低刑は、犯罪者を抑止し、隔離し、罰することを目的としてい
る。」〕.

153）MELTON ET AL., supra note 28, at 261. その後、2014年を境に減少に転じているが、2022年
においても 1,827,600人（人口 10万人あたり 700人〔日本は 35.5人〕）と高い水準を維持
している。U.S. Department of Justice, Correctional Populations in the United States, 2022 at 5, 7 
（May 2024）; 法務省法務総合研究所『犯罪白書（令和 4年版）』（2023年）第 2編 /第 4章 /
第 2節 /1。

154）Bagaric, supra note 101, at 14-5.
155）E.g., Michael Tonry, The Success of Judge Frankelʼs Sentencing Commission, 64 U. COLO. L. 

REV. 713, 716 （1993）.
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存在を踏まえつつ適切な刑量を導出するのは至難の業である。ガイドラインが

認めていない減軽事情をも考慮しなければならなくなったことは、ガイドライ

ンによる量刑が量刑目的を適切なバランスで反映していると、すべての事案で

前提とすることができなくなることを意味するからである 156）。

先に検討したように、精神障害を抱える暴力的犯罪者のように量刑目的間で

評価方向を異にする場合に、裁判官の中には被告人の刑を減じることを拒む者

がいる 157）。その背後には、自身の量刑裁量を用いながら個人的哲学に基づき

ある事実を減軽［加重］事情として扱うことは、量刑が「無法」であって結果

が常に予測不能で一貫性のなかった悪しき旧時代に逆戻りすることになるとの

懸念がある 158）。ガイドラインの範囲内の刑であれば上訴審による量刑審査に

おいても合理性の推定が働くため、こうした傾向自体は驚くべきことではない

が、こうした推定は、量刑の諸目的に関する、原理に基づいた分析を促進しな

い。このことから、Booker判決は、精神障害を抱える被告人の状況を改善す

るにはあまり役立たず、それどころか量刑裁判所が隔離の観点に過度に依存す

ることを認めることで、危険視された者の状況をより悪化させたと評されてい

る 159）。

156）Berry III, supra note 33, at 257.
157）これに対して、裁判官を対象とした量刑委員会の最新の調査では、連邦裁判官の 79％
が離脱ないし離反の考慮に際して被告人の精神的状態が「通常は関連がある」とし、60％
が感情的状態についても同様の理解を、限定能力については 80％が「通常は関連がある」
と 回 答 し て い る（United States Sentencing Commission, Results of Survey of United States 
District Judges January 2010 through March 2010, at 2-4, tbl. 13, https://www.ussc.gov/sites/
default/files/pdf/research-and-publications/research-projects-and-surveys/surveys/20100608_Judge_
Survey.pdf）。また、2003年に行われた調査においても、ガイドラインの 5Hおよび 5Kの
各章に記載された減軽事情について、どの程度強調すべきかに関する質問につき、60％以
上の裁判官が精神状態についてより強調すべきだと回答しており、これは他のどのカテゴ
リーよりも高いものとなっている（United States Sentencing Commission, Survey of Article III 
Judges on the Federal Sentencing Guidelines, at B-8 （2003） https://www.ussc.gov/research/
research-reports/survey-article-iii-judges-federal-sentencing-guidelines）。

158）Hessick & Berman, supra note 56, at 164.
159）Han, supra note 18, at 449.
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（b）刑事施設における精神障害有病率の高さ

精神障害を抱える被告人に対する上記の量刑傾向は、刑事施設における精神

障害有病率の高さによっても裏付けられている。収容者間の精神障害有病率を

明らかにするための米国で最も広範な試みは、（2004年と 2002年に収集された

データを用いた）司法統計局による報告書（2006年）160）である。これによれば、

刑務所および拘置所（jail）における収容者の半数以上が精神衛生上の問題を

抱えており、州刑務所では 705,600人（全体の 56％）、連邦刑務所では 78,800

人（全体の 45％）、拘置所では 479,900人（全体の 64％）にも及ぶとされる 161）。

研究者による報告（2010年）においても、刑事施設の収容者の少なくとも

16％が深刻な精神疾患（serious mental illness）を抱えており、これは 1983年の

同様の調査（6.4％）から大幅に増加していると同時に、精神病院に収容されて

いる同等の精神疾患患者の 3倍の割合であるとされる 162）。また、2014年に公

表された別の論文では、同じ著者が、刑事施設に収容されている深刻な精神疾

患患者の数は、今や州立精神病院の 10倍を超え、刑事施設は米国の「新たな

精神病院」になったと評されている 163）。

刑事施設における精神障害有病率の高さは一般に、1960年代から始まった

公的精神病院の閉鎖と結びつけられる。閉鎖された精神病院から解放された

160）Doris J. James & Lauren E. Glaze, Mental Health Problems of Prison and Jail Inmates, NCJ 
213600 （Sept. 2006, rev. Dec. 2006）, https://bjs.ojp.gov/content/pub/pdf/mhppji.pdf.

161）2021年の報告書でも、州刑務所収容者の約 14％、連邦刑務所収容者の約 8％が調査面
接前の 30日以内に深刻な精神的苦痛（serious psychological distress）を経験していること、
州刑務所収容者の約 43％、連邦刑務所収容者の約 23％が精神衛生上の問題を抱えていた
ことが報告されている。Laura M. Maruschak & Jennifer Bronson, Indicators of Mental Health 
Problems Reported by Prisoners, NCJ 252643 （Jun. 2021）, https://bjs.ojp.gov/sites/g/files/
xyckuh236/files/media/document/imhprpspi16st.pdf.

162）E. Fuller Torrey, et al., More Mentally Ill Persons Are in Jails and Prisons Than Hospitals: A 
Survey of the States, 1 （May 2010）, https://static.prisonpolicy.org/scans/treatment/final_jails_v_
hospitals_study.pdf. See also Henry J. Steadman et al., Prevalence of Serious Mental Illness among 
jail Inmates, 60 PSYCHIATRIC SERVICES 761, 764 （2009）〔5つの地方拘置所（local jail）に入所し
た 2万人以上の成人のうち、男性の 14.5％、女性の 31％が、双極性障害、統合失調症、重
度のうつ病のうち 1つ以上の診断を持つ重篤な精神疾患を抱えていたとする〕.
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人々の多くは、脱施設化を経ても地域社会において十分なケアや支援、資金的

援助を受けられず、精神障害は、警察との接触や刑務所への入所と強い相関関

係を持つ犯罪誘発的な社会決定要因ないし因子としての色彩を強めることに

なった 164）。上述した 1980年代以降の量刑制度改革によって前科以外の個人

的事情による減軽が著しく制約されたことと相まって、刑事施設における精神

障害有病率の高い水準を形成したとみることができるだろう。

（c）連邦に特有の事象なのか？：州レベルの議論

このように、量刑判断において精神障害の存在をいかに考慮すべきかは米国

の刑事実務においても喫緊の課題であり、理論的な検討を要する。次章では、

英米法圏における関連する議論をみていくことにするが、それに先立ち、上記

の事象が連邦に特有のものではないことを確認しておきたい。というのも、本

稿はこれまで連邦の制度を中心に考察してきたが、殺人などの精神障害が問題

となりうる犯罪の多くは州の管轄であることから、各州の状況についても言及

を要すると考えられるからである。

この点、多くの州では、精神障害を理由とする減軽規定が設けられてお

り 165）、その中には（暴力犯罪の場合の例外を設けないなど）連邦に比して表面

上寛容な態度を示すものも少なくない 166）。しかし、他方において、①上述の

ように連邦と州とを問わず刑事施設の収容者における精神障害の有病率が高い

こと 167）、②構造化された量刑システムを採用する複数の州において、連邦と

同様に減軽事情よりも加重事情を重視する傾向が見受けられること 168）、③心

神喪失抗弁が失敗した場合や「有罪だが精神疾患（guilty but mentally ill, GBMI）」

163）E. Fuller Torrey et al., The Treatment of Persons with Mental Illness in Prisons and Jails: A State 
Survey 4 （Apr. 2014）, https://www.tac.org/reports_publications/the-treatment-of-persons-with-
mental-ilnnes-in-prisons-and-jails-a-state-survey/. See also TERRY A. KUPERS, PRISON MADNESS 12-14 
（1999）〔精神障害のある犯罪者が刑務所に収容される割合は増加の一途をたどっており、
刑務所が「現代の精神病棟」や「精神病者の収容庫」と呼ばれるまでになっているとす
る〕.

164）Mullan, supra note 135, at 258-60.
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165）刑の減軽を単一の条文により包括的に規定するオレゴン州（OR. REV. STAT. § 131.080（1））
を除けば、減軽事情を含む一般的な量刑法規またはガイドラインを制定しているのは 19
州にのぼる（Hessick & Berman, supra note 56, at 187.）。このうち、①不完全な抗弁（被告人
の行為を免責ないし正当化する実質的な理由はあるものの、抗弁の成立には至らなかった
場合）に減軽を認める各州の規定例として、HAW. REV. STAT. ANN. § 706-621（2）（c）; IDAHO 
CODE § 19-2521（2）（d）; 730 ILL. COMP. STAT. ANN. 5/5-5-3.1（a）（4）; IND. CODE ANN. § 35-38-1-7.1
（b）（4）; LA. CODE CRIM. PROC. ANN. art. 894.1（B）（25）; MINN. SENTENCING GUIDELINES AND 
COMMENTARY § 2.D.3.a.（5）; CAL. R. CT. 4.423（a）（4）; N.J. STAT. ANN. § 2C:44-1b.（4）; N.D. CENT. 
CODE § 12.1-32-04（4）; OHIO REV. CODE ANN. § 2929.12（C）（4）; TENN. CODE ANN. § 40-35-113（3）。
また、②心神喪失抗弁が不成功に終わった場面に的を絞った規定例として、ALASKA STAT. § 
12.55.155（d）（18）〔「AS 11.41 ［人身に対する罪］ないし AS 11.46.400 ［第 1級放火罪］で定
義される犯罪で訴追された場合や、被告人が以前に重罪で有罪判決を受けた場合を除き、
AS12.47.130で定義された精神的な疾患ないし欠陥が完全な抗弁を構成するには足らなく
とも、行為に著しく影響を与えた場合。」〕 ; ARIZ. REV. STAT. ANN. § 13-701（E）（2）〔「行為の
罪悪性を弁識する能力や、法の要求に行為を適合させる能力が著しく損なわれていたが、
起訴を免れるほどではなかった場合。」〕 ; FLA. STAT. ANN. § 921.0026（2）（c）〔「行為の犯罪的
性質を弁識する能力や、その行為を法の要求に適合させる能力が著しく損なわれていた場
合。」〕 ; KAN. STAT. ANN. § 21-6815（c）（1）（C）〔「身体的または精神的な障害のために、犯行時
に判断能力が著しく損なわれていた場合。酩酊物質、薬物またはアルコールの自発的使用
は含まれない。」〕 ; N.C. GEN. STAT. § 15A-1340.16（e）（3）〔「精神的または身体的な状態に悩ま
されており、その状態が抗弁を構成するには不十分だが、犯罪の有責性を著しく減じる場
合。」〕 ; TENN. CODE ANN. § 40-35-113（8）〔「精神的または身体的な状態に悩まされており、
その状態が犯罪の有責性を著しく減じる場合。しかし、酩酊物質の自発的使用は含まれな
い。」〕 ; WASH. REV. CODE ANN. § 9.94A.535（l）（e）〔「行為の罪悪性を弁識する能力や、その行
為を法の要求に適合させる能力が著しく損なわれていた場合。薬物やアルコールの自発的
使用は除外される。」〕 ; CAL. R. CT. 4.423（b）（2）〔「精神的または身体的な状態に悩まされて
おり、その状態が犯罪の有責性を大幅に減じる場合。」〕 ; MINN. SENTENCING GUIDELINES AND 
COMMENTARY § 2.D.3.a.（3）〔「身体的または精神的な障害のために、犯行時に判断能力が著し
く損なわれていた場合。（薬物やアルコールなど）酩酊物質の自発的使用は含まれな
い。」〕。さらに、③被告人の有責性の低下を理由とする一般的な減軽規定の例として、730 
ILL. COMP. STAT. ANN. 5/5-5-3.1（a）（13）〔「被告人が……知的障害を抱えていた場合。」〕 ; N.C. 
GEN. STAT. § 15A-1340.16（e）（4）〔「犯行時の被告人の年齢、未熟さ、または限られた精神的
能力が犯罪の有責性を著しく減じる場合。」〕 ; CAL. R. CT. 4.423（b）（2）〔「被告人が精神的な
いし身体的な状態に悩まされており、その状態が犯罪の有責性を著しく減じる場合。」〕 ; 
MINN. SENTENCING GUIDELINES AND COMMENTARY § 2.D.3.a.（6）〔「深刻かつ持続的な精神疾患を抱
える被告人に対してMinn. Stat. § 609.1055に基づき裁判所が代替措置を命じる場合。」〕。
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の評決が下された場合に刑が加重される傾向があるとされることから、実務上

の扱いは連邦と大差がないと考えられる。以下ではこのうち③の点について、

若干の検討を加えておきたい。

米国の刑事手続において心神喪失抗弁が提起されるのは重罪事件の 1％にと

どまる 169）。その背景としては、抗弁の成功率が低く抑えられていることや、

心神喪失による無罪後の民事収容における（同じ犯罪で有罪となった場合の想定

刑期を超える）収容期間への懸念に加えて、心神喪失抗弁が不首尾に終わった

被告人に対して長期の刑が宣告される傾向が指摘される 170）。

そうした中、1975年以降、少なくとも 20の州が「有罪だが精神疾患」とい

う評決形式を認めている 171）。これらの法域では、心神喪失を理由に無罪を主

張する被告人は、無罪、有罪、心神喪失による無罪（NGRI）、有罪だが精神疾

患（GBMI）のいずれかの評決を受ける可能性があり、陪審が最後の認定をし

た場合には、被告人はその犯罪に相応しい刑期を言い渡され、その間に精神病

166）前掲注 165）の②で示したように、酩酊物質の自発的使用に関しては多くの法域が減軽
を禁止する一方で、アラスカ州法（ALASKA STAT. § 12.55.155（d）（18））が暴力犯罪・放火罪
の場合に減軽を禁止するのはむしろ例外に属する。See also Kahler, 589 U.S. at 285〔心神喪
失抗弁を廃止し、精神障害の影響によって行為の道徳的罪悪性を判断する能力を欠いたこ
とによる免責を認めないカンザス州法について、量刑手続において刑の減軽を求める目的
で精神障害証拠に依拠しうることを合憲性を認める理由として挙げる。〕.

167）前掲注 160）-163）を参照。See also Darrell Steinberg, David Mills, & Michael Romano, 
When Did Prisons Become Acceptable Mental Healthcare Facilities? 1 （2015）, https://law.stanford.
edu/index.php?webauth-document=child-page/632655/doc/slspublic/Report_v12.pdf〔 過 去 15年
にカルフォルニア州刑務所における精神障害有病率の割合が約 2倍となり、受刑者の 45％
が過去 1年以内に重症の精神疾患（severe mental illness）のために治療を受けた経験を有す
るとする〕.

168）Hessick & Berman, supra note 56, at 162, 173 （n.45）〔アリゾナ州、フロリダ州、ワシント
ン州を例に挙げながら、減軽事情よりもはるかに多くの加重事情が規定されているとす
る。〕.

169）Fatma Marouf, Assumed Sane, 101 CORNELL L. REV. ONLINE 25, 29-30 （2016）.
170）Id.

171）SLOBOGIN, HAFEMEISTER & MOSSMAN, supra note 26, at 734. この評決形式が導入された経緯に
ついては、林美月子『情動行為と責任能力』（弘文堂、1991年）312頁以下に詳しい。
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院での治療が認められる。しかし、GBMIは有罪の一種であることから、この

カテゴリーの被告人は刑事責任を負うとともに収監の対象となり、死刑を受け

る可能性も排除されず 172）、さらにすべての収容者に治療機会が保障されるわ

けではない 173）。

1980年代から 90年代前半の研究によれば、GBMIと認定された犯罪者には、

通常の有罪判決を受けた者に比べて長期の刑が言い渡される傾向がある。たと

えば、ミシガン州において 16年以上の刑が宣告されたのは、GBMI犯罪者に

ついては 21％だがそれ以外の受刑者では 12％にとどまっており 174）、また、

同州における GBMI犯罪者の平均拘禁期間は約 4年であり、心神喪失による

無罪評決を受けた者の（民事収容による）施設収容期間（約 1年半）を上回って

いた 175）。また、ジョージア州では、GBMI受刑者の平均刑期は約 12年であり

他の受刑者の平均刑期（9年強）を上回っていたほか 176）、同州で GBMIと認

定された被告人は、通常の有罪判決を受けた被告人に比べて終身刑が言い渡さ

れる可能性が有意に高く（14％対 5.5％）、さらに謀殺罪で GBMIとなった者の

70％以上が終身刑を宣告されていた（通常の有罪判決を受けた場合では 49.2％に

とどまる）177）。

以上のことから、GBMIとされた者は、通常の有罪認定がなされた被告人よ

りも実刑になる可能性や終身刑を受ける可能性、同等の犯罪についてより長期

の刑が科される可能性が高い 178）。GBMI認定により有責性の評価が減じられ

172）少なくとも、ケンタッキー州、サウスカロライナ州、インディアナ州において、GBMI
評決が下された者への死刑が是認されたことがある。Comm. v. Ryan, 5 S.W.3d 113 （Ky. Sup. 
Ct. 1999）; State v. Wilson, 413 S.E.2d 19 （S.C. 1992）; Harris v. State, 499 N.E. 2d 723 （Ind. 1986）.

173）Marouf, supra note 169, at 35.
174）Ingo Keilitz, Researching and Reforming the Insanity Defense, 39 RUTGERS L. REV. 289, 318 
（1987）.

175）INSTITUTE ON MENTAL DISABILITY AND THE LAW, NATIONAL CENTER FOR STATE COURTS, THE GUILTY 
BUT MENTALLY ILL VERDICT: AN EMPIRICAL STUDY E-14 （revised 1985）.

176）Id. at E-13.
177）Lisa Callahan et al., Measuring the Effects of the Guilty but Mentally Ill （GBMI） Verdict, 16 

LAW & HUM. BEHAV. 447, 458 （1992）.
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ると誤解する被告人もいるとされ 179）、被告人の有罪答弁（plea）を経てこの

評決に至る場合は多い。（心神喪失による無罪とされた場合の）長期ないし無期

限の民事収容を回避することに実益を見出しうるのかもしれないが、GBMI評

決は通常の有罪答弁を経た被告人に比べて長期の刑につながる可能性が高いた

めに、（単純な）有罪答弁を選択する方が被告人にとって利益になると評され

ている 180）。

したがって、州レベルの量刑判断においても、─そもそも有責性の低下を

認めないのか、（連邦と同様に）有責性の低下を隔離の観点から打ち消している

のかは判然としないが─精神障害による刑の減軽は多くの場合に否定され、

場合によっては加重要素として位置づけられる傾向にあるといえるだろう 181）。

5 ．小　括

本章では、米国の量刑実務における精神障害の扱いに検討を加えた。ここま

でに得られた知見を整理しておこう。

米国では、1970年代半ば以降に生じたリハビリテーション思想の後退と量

刑格差への批判から、応報および抑止を軸に据えた定期刑モデルへと急速に舵

を切り、連邦ではガイドラインに代表される構造化された量刑判断システムが

178）HENRY STEADMAN, ET AL., BEFORE AND AFTER HINCKLEY: EVALUATING INSANITY DEFENSE REFORM 119 
（1993）; John Q. La Fond & Mary L. Durham, Cognitive Dissonance: Have Insanity Defense and 
Civil Commitment Reforms Made a Difference, 39 VILL L. REV. 71, 102-3 （1994）.

179）実際には GBMIは被告人に追加のスティグマとなる事実を認めさせるものであり、何
らの見返りもないとするものとして、Linda C. Fentiman, “Guilty but Mentally Ill”: The Real 
Verdict is Guilty, 26 B.C. L. REV. 601, 618-30 （1985）; Mark A. Woodmansee, The Guilty but 
Mentally Ill Verdict: Political Expediency at the Expense of Moral Principle, 10 NOTRE DAME J.L. 
ETHICS & PUB. POLʼY. 341, 361-77 （1996）。

180）Marouf, supra note 169, at 35.
181）E.g., Steinberg et al., supra note 167, at 2〔カリフォルニア州において精神障害を抱える被
告人が有罪となった場合の平均刑期は、あらゆる犯罪について、同じ犯罪で有罪となった
健常な被告人の平均刑期よりも長いとし、たとえば住居侵入窃盗に関しては 3割増しの刑
期になっているとする〕.
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採用された。連邦の量刑ガイドラインは、犯罪レベルと犯罪歴カテゴリーとい

う 2つの主要素から導出される推定刑の幅を出発点としながらも、特定の状況

において上方ないし下方に離脱することを認めている。犯行時の精神状態につ

いては責任能力の低下（限定能力）を問題とする 5K2.13条が中心的な規定と

なるが、酩酊物質の自発的使用を伴う場合や暴力犯罪で訴追された場合、公共

の安全を脅かすほどの犯罪歴を有する場合には下方離脱を禁じることで、実際

上の減軽の余地は著しく狭められたものとなっている。

2005年の連邦最高裁判決を経てガイドラインが勧告的なものとなり、連邦

裁判官は（ガイドラインにおける推定刑の枠を出発点としつつも）連邦法に並列的

に列挙された 4つの刑罰目的（応報〔デザート〕、抑止、隔離〔無害化〕、リハビ

リテーション）を考慮したうえで、ガイドラインが禁じる場面においても刑を

上方ないし下方に離反させることが可能となった。精神障害が問題となる場面

では、大半の事案において依然としてガイドラインに基づく刑が言い渡されて

おり、薬物使用と暴力犯罪の場合に減軽を否定する除外規定により、実際に刑

が減じられるのは例外に属する。ガイドラインに加えて連邦法の直接参照が可

能となったことで、ガイドラインが禁じる場面でも減軽を認める余地が生じた

一方で、精神障害の存在が加重方向への逸脱理由としても考慮されやすくなり、

たとえば同一の巡回区において限定能力を加重方向に考慮することの当否につ

いて判断が分かれるなど、（ある裁判体が精神障害を加重・減軽のいずれに考慮す

るのかが明らかではないという意味で）予測可能性が低下した状況にある。

このような事態は、量刑ガイドライン（および連邦法）が前提とする 4つの

刑罰目的の相互関係が不明確であるがゆえに、精神的能力の低下など刑罰目的

間で評価方向が異なりうる事情について判断の指針が提示されていないことに

由来する。この点についてガイドラインを解釈する量刑裁判所は、すべての刑

罰目的が減軽方向を示す場合にかぎって下方への逸脱を認める傾向にあり、た

とえば（暴力犯罪の場合に減軽を否定する）5K2.13条と量刑目的の関係について

は、精神的能力の減退により応報や抑止の観点から長期の刑を科すことの正当

性が減じられ、かつ、非暴力犯罪であるがゆえに隔離の必要性も存しない場合
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に減軽を認める規定だと解されている。

連邦の量刑制度が刑の減軽に対して過度に制約的となった背景には、（不定

期刑モデルのもとで量刑格差が生じたことへの反省という）ガイドラインの制定経

緯や、犯罪（者）に対する抑止や隔離を重視する 90年代以降の米国社会の態

度が挙げられようが、その結果として、刑事施設収容者数の著しい上昇や、
（連邦と州とを問わず）刑事施設収容者における精神障害の高い有病率がもたら

されることになった─。

以上のように、連邦の量刑ガイドラインのもとで精神的能力の減退は、ほと

んどの状況において隔離の必要性から有効な減軽理由とならない 182）。精神疾

患を抱える被告人が有罪となった場合に通常の被告人と同じかそれ以上の刑期

が言い渡される傾向は、「彼がより大きな危険をもたらすという根拠のない認

識」に基づいているとされ 183）、以下にみるように、こうした量刑慣行がもた

らす弊害は大きい。

暴力犯罪で有罪となった精神障害犯罪者に対して通常の刑を科すこと（ある

いは刑を加重すること）は、公衆の保護と被告人の治療を目的としたアプロー

チといえるが、そのいずれにも結果的には失敗していると評される。3553条

（a）における諸要素を考慮して通常の刑（あるいは加重された刑）を科すこと

は、公衆を保護し、閉ざされた環境で治療することが必要─つまり、被告人

の危険性と治療の必要性が不変であるとの前提に基づく。しかし、刑事施設に

おける（しばしば不十分な）治療によって再犯可能性が減じられることが実際

上稀であることからすれば、仮に 3553条に依拠して法定刑の上限の刑を科し

たとしても、次の犯罪は単に先延ばしにされただけで社会の保護という観点か

らは不完全である 184）。

182）Berry III, supra note 33, at 255.
183）Ellen Byers, Mentally Ill Criminal Offenders and the Strict Liability Effect: Is There Hope for a 

Just Jurisprudence in an Era of Responsibility/Consequences Talk, 57 ARK. L. REV. 447, 522-3 
（2004）.
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他方で、現在の量刑慣行は、精神疾患を抱える被告人に対して公正なものと

はいえない。精神障害による有責性減軽を隔離や治療の必要性によって打ち消

す（あるいはさらに加重する）判断は、服役や治療の前になされるものであり、

治療が実際に奏功する可能性を考慮せず、また、裁判官が被告人の将来の危険

性を正確に判断する能力はごく限られている。精神疾患に起因する危険性の認

定により刑事施設に収容されたが当該疾患が制御されている（あるいは寛解し

ている）場合には、その者は基本的な自由権を否定されていることになる。と

いうのも、精神疾患に由来する危険性に基づいて刑が加重された場合には、ガ

イドラインの推定刑を経過した時点で刑罰の応報目的は達成され、また、精神

疾患の発症を抑止することができないとすれば、抑止の観点は問題とならない

からである。残るはリハビリテーションと隔離の観点だが、刑を加重する事前

的判断は前者の可能性を無視し、仮にリハビリテーションが達成された場合に

は目的のない隔離を課すことになる 185）。

実際にも、減軽事情としての精神障害の軽視により、重度の精神障害を抱え

る犯罪者は長期の刑に服することになるが、これにより症状が悪化して刑務所

の環境がより危険になるなど、本人のみならず周囲にも有害な影響を及ぼす可

能性は高い。上述のように、加重事情として扱われるのを恐れて精神障害の存

在を主張しない弁護戦略が主流となれば、入所中および出所後に有意義な治療

を受ける可能性が減少する。この種の犯罪者が未治療のまま社会に復帰した場

合には、再犯の可能性は高まり悪循環に陥ると予想され、治療的な観点からも

悪影響の程度は深刻といえる 186）。

以上により、精神障害の影響による有責性減少を理由に刑を軽減するための、

体系的で透明性のある方法論の構築が要請されているといえる 187）。その際に

ポイントとなるのは、─精神障害の招致に帰責性がある場合や前科について

184）The Law of Mental Illness, supra note 47, at 1141.
185）Id. at 1141-2.
186）Perlin & Gould, supra note 46, at 457.
187）Bagaric, supra note 101, at 20-1.
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は、責任減軽を否定する理論構成が責任論の枠内で構築されているが、他方で

─暴力犯罪の場合に減軽を認めるべきではないとの価値判断を所与のものと

した場合に、隔離やリハビリテーションの観点に過度に依存することなく減軽

を否定する理論を構築できるのかという点である。この種の議論は、わが国の

量刑実務における、社会的類型の重い事案を中心に精神障害による責任減軽が

何らかの形で打ち消される傾向を理論的に基礎づけるという観点からも、（文

脈はやや異なるとはいえ）示唆を与えるだろう。

三．量刑理論の観点から

前章でみたように、精神障害のある被告人の量刑は、刑事司法における最も

複雑な問題の一つといえる。しかし、触法精神障害者の刑事責任に関する文献

の多くは、罪責認定の場面（心神喪失抗弁）に焦点を当てており、精神障害の

ある被告人の量刑についてはさほど関心が寄せられていない 188）。こうした中、

英米法圏において比較的体系的な理論を提示する論者として、Norval Morrisと

Mirko Bagaricを挙げることができる。以下では、両者の見解の概略を紹介し

た上で、問題となる事項の整理を行うことにしたい。

1 ．主要な見解

（1）Norval Morris の見解

制限的応報刑論 189）の始祖として知られるMorris190）によれば、デザート
（相応な罰）に関する判断は本質的に不正確であるために、ある犯罪者がどれ

ほど厳しく罰せられるべきかを正確に知ることは不可能である。しかし、その

外側に位置づけられた場合には刑罰が誰にとっても明らかに不当に思われるよ

うな、一定の広い幅（parameter）が存在する 191）。

Morrisは、刑罰の正当化とその配分に関する原理を分けて考える H. L. A. 

188）Id. at 2.
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Hartの見解に示唆を得ながら、前者については非功利主義的な観念が支配す

る一方で、後者については、デザートの概念は残るがその作用のあり方が異な

るとする。というのも、私たちが正当にも判断できるのは、「この刑罰は不相

応ではない
4 4 4 4

」ということだけであり、デザートは刑量の範囲を決するにすぎな

いからである。その幅の中で、社会的に必要な、賢明な、あるいは望ましい刑

罰をデザートによって正確に特定することはできず、ここでは、功利主義的な

価値観が重要な役割を果たすことになる。刑の微調整、つまりその分配は、刑

罰による抑止的および隔離的（ないし社会統制的）な社会保護と、刑罰の謙抑

189）米国では、刑事施設の過剰収容問題への対処のために、重大再犯リスクの低い収容者
の早期社会復帰を可能とする枠組みとしてリスクに基づく量刑が注目を集めており、制限
的応報刑論は─不定期刑制度にまで立ち返らずとも応報の枠内において─これを可能
にする理論枠組みとして広く受容されている（量刑論研究者の Richard Fraseは、米国にお
ける「刑罰に関する理論モデルとして事実上コンセンサスがある」と評する〔RICHARD S. 
FRASE, JUST SENTENCING: PRINCIPLES AND PROCEDURES FOR A WORKABLE SYSTEM, 4 （2013）。See 
generally SLOBOGIN, HAFEMEISTER & MOSSMAN, supra note 26, at 780-1.〕）。実際にも、2017年に
最終版が公表された模範刑法典（量刑）では、均衡性が刑罰の支配的論拠として初めて採
用されるとともに（Meixner Jr, supra note 21, at 1457 （n. 289）; MODEL PENAL CODE: SENTʼG §1.02
（2）〔「犯罪の重大性、犯罪被害者にもたらされた危害、および犯罪者の非難可能性に均衡
した重さの範囲内で刑を科すこと」をすべての事案において要求し、均衡性の範囲内で
「合理的に実行可能」な場合に限り、抑止や無害化といった功利主義的考慮を認める。〕.）、
制限的応報刑論の立場が明示的に前提とされるなど、近年の法改革において中心的な役割
を果たしている（SLOBOGIN, HAFEMEISTER & MOSSMAN, supra note 26, at 780-1; Christopher Lewis, 
Risk-Based Sentencing and the Principles of Punishment, 112 J. CRIM. L. & CRIMINOLOGY 213, 215 
（2022）〔多くの州ではすでに、量刑担当者にリスク評価ツールの使用を義務づける法令が
あり、そうでない州も同様の法令を採用することを真剣に検討している段階にあるとす
る〕.）。

190）Morrisは、心神喪失抗弁の廃止論者としても知られる。彼によれば、法学と精神医学
では用いられる語彙やその目的が根本的に異なるために、罪責認定の場面において精神医
学証拠を考慮することは混乱や不公平、危険を招く。そのために、精神疾患の考慮は、被
告人が犯罪の成立に必要な精神状態（mental state）を形成する能力に影響を及ぼすか否か
に限定されるという、19世紀の原則に立ち返ることを提唱する（NORVAL MORRIS, MADNESS 
AND THE CRIMINAL LAW, 55-6 （1982）.）。

191）NORVAL MORRIS, THE FUTURE OF IMPRISONMENT 59 （1974）.
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的適用による苦痛の最小化とのバランスの結果として導出される 192）。

このように、Morrisの理解によれば、相応しい刑罰とは「不当ではない刑罰」

を意味し、被告人が有罪となった加害行為と刑罰が階層的な比例関係とな

る 193）。また、その幅はしばしばかなり広く、ある犯罪に適用される範囲が他

の犯罪に適用される範囲と重なりうる 194）とともに、その範囲内において、道

徳的落ち度（moral fault）や犯罪および犯罪者に関する事情が最終的な刑量を決

することになる 195）。

精神障害による刑の減軽について、Morrisは、精神疾患を理由に犯罪を犯し

た人々に対して我々は慈悲を示さなければならないが、それは不完全で二の足

を踏むような理解に基づかざるを得ないとする。というのも、道徳的に相似の

ケースを同等に扱うことは我々の能力を超えており、我々にできるのは、道徳

的要請（moral imperative）を大まかに考慮することを可能にする、寛容さの階

層を発展させることだけだからである 196）。たとえば、誇張された病的な恐怖

に駆られて他人に暴力を振るう偏執狂は、デザートと抑止の要請の範囲内にお

いて、刑を軽減するのが適切である 197）。精神疾患により刑罰は軽減され、そ

の程度は、精神疾患により被告人の道徳的有責性が減じられたと刑罰を科す者

がみなす度合いにより決せられる 198）。

これに対し、精神障害による刑の加重については、2つの経路があるとする。

第一は、デザートそのものが恐怖によって条件づけられうることを前提に、精

神疾患を抱える人々が、そうでない人々よりも（それが適切であれ不適切であ

192）MORRIS, supra note 190, at 147-9. Morrisは、「何を受けるに値するか」についての不可避
的に不正確な判断によって設定された広範な幅の中で、量刑判断が効率的に犯罪を抑制す
べきだと考えた。Morrisが言うところの「謙抑性の原則（the parsimony principle）」とは、
量刑において、「定義された社会的目的を達成するために必要な、最小限の（懲罰的）制
裁が課されるべき」との考えである（MORRIS, supra note 191, at 60-2.）。

193）MORRIS, supra note 190, at 150.
194）Id. at 151.
195）Id. at 151-2.
196）Id. at 156.
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れ）犯罪行為との関係で恐れられる場面である。第二は、有罪判決を受けた者

が類似の犯罪を累行する可能性、すなわち彼の「危険性」が、（現実のものであ

れ想像上のものであれ）刑量に影響を与える場面である 199）。

第一の点について、Morrisによれば、相応刑は社会的側面において、他の感

情の中でも犯罪者に対する恐怖を表明する。説明することが困難な不合理な振

舞いや制御不能とみなされる行動は、計画的で理性的に制御されている類似の

行動よりも恐れられる傾向がある 200）。このプロセスは、被告人の精神疾患が

社会の彼に対する恐怖を増大させ、それが彼の刑罰を強化するものであり、第

二の観点とは区別されるべきだとされる 201）。

第二の点について、Morrisは、現行のあらゆる刑罰システムにおいて過去の

有罪判決や以前に科された刑罰の有無が将来の再犯可能性を徴表する要素とし

て重視されていることを認めながらも 202）、行為者の危険性に基づく刑の加重

については概ね否定的である。彼によれば、（たとえそれがどれほど妥当性を持

つとしても）危険性の予測に基づいて刑罰を科すことや、相応刑として正当化

される範囲を超えた量の刑を科すことはできない 203）。現在の予測能力に限界

197）彼によれば、刑罰の応報的な制約の中で、道徳的過ちに基づく細やかな調整を施すこ
とで、精神障害者に対する慈悲や寛容（clemency）、そして謙抑的な刑罰の適用が可能とな
る。コミュニティの良識が許す範囲で刑罰という強力な武器を慎重に用いることで、道徳
的に非難の程度が軽い者（the less morally guilty）への影響を軽減する試みとして位置づけ
られるのである。心理的・社会的な逆境を抱えていたことが時として不当な犯罪誘発力と
なることを認め、それに応じて刑罰を軽減することが好ましい。刑罰の謙抑的な使用はそ
れ自体として望まれることであり、精神疾患を理由に刑を減軽することは、（一般的な刑
事司法システムにおける運用上の制約から生じる、コミュニティが通常負うべきリスクを
上回るものでない限り）正当化され、社会的にも好ましいとされる。Id. at 168-9.

198）Id. at 152. その減軽の上限は、精神疾患を抱える被告人の当該犯罪に対して、刑罰執行
機関を通じて表出されるコミュニティの総体的な感情が適切と考える、最下限までになる
とする。Id.

199）Id. at 161.
200）Id. at 161-2. 当然ながら、行動を理解すればするほど、こうした不合理な恐怖は（不合
理である限りにおいて）減らすことができるが、被告人の精神疾患は時に非合理的な恐れ
を生み出し、その結果として刑罰が増加する傾向があることは否定できないとする。Id.
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がある─危険だと予測された 3人のうち実際に暴力犯罪に至るのは 1人だけ

である─ことを考慮すると、将来の再犯可能性は「相応しい（deserved）」刑

罰を超えた制裁を科す正当な理由にはならないが、相応刑の上限にまで刑を引

き上げる根拠たりうる 204）。

以上の検討を経て、Morrisは以下の結論に至る。

「その他の事情によって導出された相応刑の範囲において、精神疾患が当該犯

罪（あるいは以前の犯罪）と因果的に結びついている場合には、裁判官はその

範囲の下限近くの刑を言い渡すべきである。ただし、その精神疾患により、当

該犯罪者が同様の、あるいはより深刻な犯罪に関与する可能性が（同等の相応

刑の幅に位置づけられた他の者に比べて）顕著に高いという信頼できる証拠が

示された場合は別論である 205）。」

201）たとえば、米国における性的精神病質者に関する法律は、多くの露出症者やのぞき魔
を対象とする。彼らの行動の奇妙な性質は、何も知らされていない人々に、その行動が性
的な衝動制御の欠如を示し、その行動によって被害を受ける女性や他の女性に対する即時
かつ深刻な危害をもたらす脅威だと推測させる。実際には、彼女や他の女性は危険にさら
されているわけではなく、彼女は恐怖を感じており、彼女やコミュニティはこの恐怖を表
現することで、相応の制裁が正当なものだと評価している。この評価について、性的不品
行が潜在的な攻撃性と誤解されることで生じる、（第二の場面における）危険性の誤認と
して説明することは不可能ではないが、Morrisは、恐怖とデザートの間の直感的な結びつ
きという別のレベルで機能していると指摘する。Id. at 162.

202）Id. at 162-3.
203）Id. at 163.
204）Id. at 166. ただし、こうした加重を正当化する経験的な論拠はかなり限定的であり、こ
うした加重が認められる場面はほとんど存しないとする。Id. at 169.

205）Id. at 172. こうした加重が認められるための条件として、Morrisは、精神疾患を抱える
犯罪者の基本的な再犯期待値が、同じ犯罪歴を有し、類似の暴力犯罪で有罪判決を受けた
が精神疾患を有さない別の犯罪者の再犯期待値を大幅に上回ることが、信頼できる証拠に
よって示されることを挙げる。こうした証拠が示されない場合、彼の犯罪性が精神疾患に
起因しているのであれば、相応刑の範囲における下方の刑が言い渡されなければならな
い。Id. at 171.

慶應法学 55_027-112_論説（竹川）_4k-1.indd   86慶應法学 55_027-112_論説（竹川）_4k-1.indd   86 2025/12/11   10:462025/12/11   10:46



87

精神障害を理由とする刑の減軽について

Morrisによれば、犯行時の精神障害は、刑罰の重さや期間を軽減する方向で

適切に考慮されるべきである一方、持続的または再発の可能性のある精神障害

は、刑罰の重さを増し、期間を延ばす方向にも適切に考慮されうる。これらの

相反する効果は、制限的応報刑論のもとで調和的に位置づけられ、あらゆる先

進的な量刑システムにおいて共存しうるものとして位置づけられる 206）。

（2）Mirko Bagaric の見解

豪州における量刑論の第一人者であるMirko Bagaricも、量刑判断における

精神障害の位置づけを総体的に提示する論者の一人である。彼の見解の特色を

なすのは、①精神障害を理由とする有責性の低下については一律 10％の減軽

を施すとともに、②精神障害犯罪者が通常の者に比べて受刑を負担に感じるこ

とを考慮した最大 50％の減軽の余地を認めるが、③性犯罪や暴力犯罪につい

てはコミュニティの保護を理由に減軽を否定する点にある。順を追って見てい

くことにしよう。

まず、①の点について、Bagaricによれば、精神障害はその性質や強度にお

いて多様であるが、その定義上、個人の認知や感情、規範的な理解や推論を行

う能力を損なう。精神障害を抱える犯罪者の非難可能性の程度は通常の者に比

べて低下するが、その程度は、精神障害の具体的な性質によって異なりう

る 207）。

しかし、被告人の精神障害を非難可能性の連続体に位置づける試みは、刑法

が有責性（culpability）に与える地位によって複雑になる。刑事責任を認めるた

めには不適切な心理状態（inappropriate mental state）をもって他人の身体や財産

に危害を及ぼす必要があるところ、非難されるのは行為そのものであり、その

206）Id. at 129.
207）Bagaric, supra note 101, at 35. ただし、精神障害による有責性の低下は、下限において心
神喪失という境界が存するためにその連続性において制約があるとし、心神喪失抗弁の存
在により、有罪認定された者については善悪の区別が可能だとみなしてよいとする。Id. at 
35-6.
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背後にある心理過程（mental process）ではない。（意図や認識、無謀といった）心

理状態は一般に、行為との間に強い関連性がある限りにおいて問題となる 208）。

Bagaricによれば、この文脈では、有責性が犯罪の分類においてすでに考慮

されている点が重要である。多くの犯罪は、被告人の心理状態に応じて分類さ

れる。謀殺（murder）が過失致死（involuntary manslaughter）よりも重い犯罪とさ

れるのはこのためであるが、犯罪の分類を超えて、有責性が最終的な刑量の決

定に大きな影響を与えてはならない。さもなければ、最終的な結論に至る過程

で、この観点が二重評価されることになるからである 209）。したがって、犯罪

に至る思考や評価のプロセスは、犯罪によって引き起こされる害の程度に比べ

れば二次的な重要性しか有さない。明晰な思考や判断能力に欠ける者がいるか

らといって、彼らの行為の害悪性が減じられるわけではないのである 210）。

また、Bagaricは、精神障害がその性質や強度、影響においてかなり多様で

あるとしても、犯罪の背後にある思考過程は刑法においてさほど重要ではなく、

精神障害の程度や性質を正確に把握する試みはさほど生産的ではない一方 211）、

複雑かつ多面的な人間行動を正確に説明することは困難を極めることから、有

責性の低下による減軽については犯罪と精神障害の間の因果関係の立証を要求

すべきではないと主張する 212）。その上で、減軽の幅に関しては、有責性の減

少が量刑にもたらす影響が確固としたものではないこと、また、精神障害によ

る減軽の程度は、犯罪成立要件としての有責性がもつ重要性に劣後したもので

あるといった制約に服することからすれば、犯行時に精神障害を抱えていたす

べての犯罪者に、一律 10％の減軽を与えるべきだとする 213）。

208）Id. at 37.
209）Id. at 38.
210）Id.

211）Id.

212）Id. at 38-9. さらに、手続上の理由として、大半の被告人は証言を拒絶するために、反対
尋問で検証可能な一次証拠が存在しないことも、目的と動機の明確さの追求をさらに複雑
にすると指摘する。Id.

213）Id. at 41.
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これに対して、②の観点（受刑の負担による刑の減軽）について、Bagaricに

よれば、量刑判断では、刑事施設における自由制約や収容者が受ける苦痛の程

度をも加味する必要がある。特定のカテゴリーの犯罪者に追加的な負担を課す

制裁がある場合には、その総負担を調整要素として量刑判断に組み込む必要が

生じる 214）。

精神障害を抱える受刑者は、そうでない受刑者に比べて、他の受刑者やス

タッフに身体的・性的暴力を受ける可能性が高い。精神的な問題を抱える受刑

者は、刑務所のストレスに対処するのが不得手であり、そのために他の受刑者

よりも規則を破ることが多い。そうすると、彼らは懲罰の手続に付されること

になり、隔離房に入れられたり、「模範囚への減刑（good-time）」のポイントを

失ったりすることに繫がる 215）。

もっとも、③の点（性犯罪・暴力犯罪における減軽の否定）について、Bagaric

は、精神障害を理由とする刑の加重には否定的であるものの、コミュニティの

利益が被告人の利益を上回るような特定の状況において、精神障害を理由とす

214）Id. at 44-8.
215）Id. at 43. See also Byers, supra note 183, at 522-3. Bagaricによれば、この減軽は、精神障
害が犯行時に存在しなかった場合や、有責性の低下の主張がなされなかった場合にも適用
されうるが、前述のように精神障害はその種類や程度において多様であり、不当な主張を
誘発しないよう、そのハードルは高く設定されるべきである。精神障害者が健常者に比べ
て感じる日常的な苦痛では足らず、刑務所に収容される結果として、他の収容者に比して
刑務所での生活が被告人の精神状態に顕著な悪影響を与えるものである場合に、この種の
減軽は限定される（Bagaric, supra note 101, at 48-9.）。また、Bagaricは、この観点による減
軽について、最大で 50％まで認められるべきだとする（この数値は、豪州において、セキ
ュリティ・レベルの高い刑事施設〔スーパーマックス〕に収容される可能性がある場合
に、その厳しい環境ゆえに最大 50％の減軽がなされうることから示唆を得ているとする。
Id. at 43.）。この減軽は、精神障害による有責性減軽に基づく 10％の割引に加えて行われ、
他の減軽事情と同様、単純な累積的方法によって作用するわけではなく、その前段階で考
慮された減軽事情の適用に続き、減軽後の刑に個別に適用される。このようにして、精神
障害を抱える被告人が量刑判断に際して精神障害のために受ける最大の減軽幅は、より負
担の重い刑務所条件に対する割引と併せて全体の刑の 55％（制裁の負担の大きさによる割
引が 50％、その後、犯行時に精神障害があったために残りの部分に対して行われる 10％
の追加割引）となる（Id. at 50.）。
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る上述の減軽を否定する 216）。その理由として、Bagaricは、重大な性犯罪や暴

力犯罪が一般に、被害者に深刻な損害をもたらすことを示す実証研究の存在を

挙げる。これらの犯罪の被害者は、犯罪から直接受ける明白な影響以上に著し

い苦痛を受けるとして 217）、この種の犯罪からコミュニティを守ることが最優

先の考慮事項とされるべきことになる。犯罪行為に対する（通常与えられるは

ずの）減軽は、当該減軽によって再犯の可能性が高まる現実的可能性がある場

合には、否定されるべきとされる 218）。

結論として、Bagaricは、以上のアプローチを採ることで、精神障害者の量

刑が原理に裏づけられた、透明性のある実行可能なものになるとともに、大半

の精神障害犯罪者について、現在よりも大幅に刑を減じることになると主張す

る。その結果として、─精神障害を抱える犯罪者に対して他の犯罪者よりも

重い刑が言い渡されている現状を前提とすれば─刑事施設に収容される精神

障害者の数は減少し、収容された場合でも、現行の量刑制度よりも短い刑期で

済むことになると論を展開するのである 219）。

2 ．検　討

（1）両見解の概要

以上に紹介した 2人の見解を整理しよう。制限的応報刑論の先駆的論者であ

るMorrisは、デザートに関する認識論的困難性から相応刑の幅を広く 220）

216）Bagaric, supra note 101, at 51.
217）Id.

218）Id. at 53. 彼の主張によれば、（精神障害者を含む）再犯者への刑の加重は、他者を保護
する手段として正当化されうるが、追求する目的に見合ったバランスが求められるために
大幅な加重は認められない。犯罪者に対する刑の加重の程度について、一定の時点に達す
れば刑期 1年ごとの犯罪予防効果は逓減し、また、いかなる計算式を前提にするとしても
それが推測に基づく限り、刑を実際に加算することの重みを意識しなければならない。こ
うした理由から、重大犯罪の再犯者に対する加重は比較的軽微（20-50％程度）なものに
とどめるべきで、これは米国の一部における量刑表や三振法制度にみられる過剰な水準よ
りもかなり低いとする。Id. at 53-4.

219）Id. at 5-6.
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とった上で、精神障害を理由に有責性の低下が生じた場合にはその幅の中で下

方に位置づける枠組みを提示する。他方で、精神障害による加重について

Morrisは、精神障害犯罪者による犯行が社会に恐怖心を与えることによってデ

ザートが加重的に考慮される場面と、精神障害を理由とする再犯可能性による

刑の加重とに二分した上で、いずれについてもデザートの幅の枠内での加重的

考慮は許容するものの、後者の加重については（予測の困難性に鑑みて）当該

犯罪者の再犯可能性の高さが信頼可能な証拠によって示された場合のみに限ら

れると注意を促す。

これに対して、Bagaricは、精神障害が受刑の負担を増加させることを理由

とする減軽 221）を広く許容する一方において、精神障害による有責性低下を理

由とする減軽については、（一律 10％という形で）限定的なものにとどめる。そ

の理由として Bagaricは、（故意や過失といった）犯罪の原則的要素としての精

神状態と、犯罪に至る思考や評価のプロセスを区別した上で、後者に前者を上

回るほどの重要性を付してはならないという点を挙げる。また、被害者に与え

る苦痛の質を問題としながら、Bagaricは重大犯罪の場合に減軽を否定する立

場をとる。こうした立場の背景には、精神障害犯罪者の刑は減軽されるべきだ

が、その減軽幅は、重大な犯罪行為がもたらす損害（damage）との関係におい

て、制裁が不適切なものになってしまうほど大きくしてはならないとの価値判

断がある 222）。

両者はともに、量刑判断における精神障害の加重的・減軽的考慮の多様性を

提示するとともに、再犯可能性に基づく加重については慎重でなければならな

いとし 223）、また、一定の重大犯罪の場合に減軽を否定する点において共通し

ているといえよう。もっとも、以下で検討するように、両者の間には少なくと

220）Lewis, supra note 189, at 223.
221）これは一般に、脆弱性（vulnerability）に基づく減軽と呼ばれる。See generally E. Lea 

Johnston, Vulnerability and Just Desert: A Theory of Sentencing and Mental Illness, 103 J. CRIM. L. 
& CRIMINOLOGY 147, 183 （2013）; Lea Johnston, Modifying Unjust Sentences, 49 GA. L. REV. 433 
（2015）.

222）Bagaric, supra note 101, at 5.
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も 2つの点で相違がみられる。

（2）有責性評価が具体的刑量に与える影響

第一に、精神障害による有責性の低下が具体的な刑量に与える影響について

は、両者間で大きく相違しているように見受けられる。

こうした相違が生じた背景には、同じく応報（デザート）を量刑理論の基軸

に据えながらも、正当とされる刑の範囲について両者間で異なる理解に基づく

ことが挙げられる。すなわち、Morrisにおいては、不定期刑制度の下で認めら

れていたような非常に広い幅を念頭に置いており、少なくとも初期の著作では、

非難可能性の概念は非常に広範なものであるために、ある犯罪が「不相応では

ない（not undeserved）」広い範囲の刑罰に関連づけられることを是認してい

た 224）。

これに対して、（Bagaricが依拠していると考えられる）Andreas von Hirschや

Andrew Ashworthのような論者は、量刑における均衡性（parity）の重要性を説

き、行為がもつ危害（harmfulness）の程度と行為者の有責性（culpability）の程

度に基づいた 225）、狭い範囲の刑のみを相応刑として位置づける。ここにいう

均衡性とは、道徳的に等しく重大な犯罪は同様に罰せられるべきであり、より

重大な犯罪は相対的に軽い犯罪よりも厳しく罰せられるべきとの原則（序数的

均衡性、ordinal proportionality）を指す 226）。von Hirschによれば、序数的均衡性

の原則は、刑罰の概念的性質そのものから導出される（表出的機能）227）。すな

わち、「刑罰は非難を伝え、また伝えるべきものであるから、その量は犯罪行

223）同様に、将来の危険性について正確かつ詳細な予測能力が限られていることを理由に、
「平均的な」ケースを超えて、（立法的に要求される閾値を充たすほどに）リスクが高まっ
た場合に、1段階の加重を認めるにとどめるべきとする見解として、Morse, supra note 27, 
at 943-4 （2011）。

224）MORRIS, supra note 190, at 151.
225）ANDREW VON HIRSCH & ANDREW ASHWORTH, PROPORTIONATE SENTENCING: EXPLORING THE PRINCIPLES, 

144 （2005）.
226）ANDREAS VON HIRSCH, DESERVED CRIMINAL SENTENCES: AN OVERVIEW, 55-62 （2017）.
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為の非難の度合いを反映したものでなければならず 228）」、「ある種の行為に対

して他の行為よりも重く処罰することにより、刑罰を科す当局が、その行為は

より悪いものであるとのメッセージを伝える。このことは、その行為が実際に

より悪いものである場合にのみ適切となり……もし犯罪の相対的な重大性に反

して刑罰の厳しさが順序づけられることがあれば、非難の程度が低い行為が不

当に大きな非難を受けることになる 229）」。刑務所以外の選択肢や、保護観察

や仮釈放の条件に違反した犯罪者に対する「バックアップ制裁」を認めるため

に、「限定的な変動……たとえば 5～10％の範囲」は認められるが、予防的な

目的が逸脱の理由となることは決してあってはならないとされる 230）。

後述のように、（故意や過失といった）犯罪の原則的要素と、（責任能力のよう

に）不法の帰属を阻害する例外的要素の相違を重視し、後者については量刑上

の考慮を相対的に軽いものとする Bagaricの見解には、筆者の立場からも賛同

できる部分がある。もっとも、すべての場合に（たとえば一律 10％の減軽とい

う形で）考慮の余地を限定的にとどめる硬直的な枠組みの妥当性についてはな

227）Id. at 17-22. von Hirschによれば、刑罰は譴責（censure）、不承認（disapprobation）、な
いし非難（blame）を伝えるものである（彼はこれら 3つの語を同義に用いる）。罰を与え
るということは、誰かが不正な（wrong）ことを行ったという理由から、その誰かに対し
て不愉快なことを行う、ということを意味するものであり、そこでは、その者の不正な行
為（wrongdoing）に対して不承認を伝える、ということが行われる（id. at 17.）。彼によれ
ば、この表出的機能は、現代英米の法制度において偶発的に生じたものではなく、あらゆ
る文脈において刑罰に求められる特徴である。たとえば、懲罰的な収監は、精神病院への
非自発的民事収容と区別されるが、それは、─たとえ精神病院での生活条件が刑務所で
の生活とほぼ同じであっても─前者が非難を伝えるものであり、後者はそうではないか
らである。これは、被害者に自分たちが不正に扱われたという認識を与える一方で、加害
者には自らの犯罪の不正さを認識し、再犯に出ないよう努力し、あるいは自らの行為を正
当化する機会を与えることで、彼らに道徳的主体としての地位を認めることにつながると
いう点で、刑罰の表出的機能は有益なものだと von Hirschは評価している。Id. at 18.

228）Id. at 49-50.
229） Id. at 51. von Hirschと Ashworthは、ある犯罪が被害者の「生活水準（standard of living）」
に与える影響を分析することで、犯罪間の序列や間隔を明らかにできるとする（VON 
HIRSCH & ASHWORTH, supra note 225, at 143-6.）。

230）VON HIRSCH & ASHWORTH, supra note 225, at 162.
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お検討の余地があるだろう。

（3）刑の減軽を否定する論拠：犯罪の重大性と責任評価の寛厳

第二に、両者の間には、重大犯罪において刑の減軽を否定する論拠について

も相違がある。Bagaricの見解では、被害者に深刻な損害をもたらす重大な性

犯罪や暴力犯罪においては、精神障害を理由とする有責性低下がコミュニティ

の保護という利益に劣後するものとして位置づけられている。これに対し、

Morrisの見解では、再犯可能性を理由とする加重と（精神障害と犯行が結びつく

ことによる）デザート自体の加重的考慮とが区別され、前者については Bagaric

と同じく応報（責任）とは異なる観点からの減軽相殺がなされる一方、後者に

ついては、一定の犯罪において応報（責任）それ自体の評価が厳格なものとな

る可能性が示されている。

この可能性について示唆を与えるのは、応報原理は単一的に適用されるわけ

ではなく、犯罪の性質に応じてその機能や比重が動的に変化することを示す社

会心理学分野の研究である。たとえば、Austinによる研究では、刑罰の正当化

原理としての「応報（デザート）」について、犯罪の重大性によってその考慮

のされ方に変化が生じることが実証的に示されている。具体的には、模擬陪審

が複数の事例につき量刑判断を行う実験を通じて、（逃走中の負傷や社会的喪失

といった）加害者の苦痛は、軽微な犯罪においては刑の軽減要因として強く機

能する一方で、犯罪が中度から重度へと増すに従い、その影響力が漸減する傾

向が確認された。Austinによれば、この事実は、犯罪の重大性が量刑判断者に

よる道徳的非難（moral blame）や象徴的制裁の必要性を高め、単なる比例原則

の適用では説明しきれない判断を導くことを示唆している 231）。

また、綿村らによる研究では、量刑判断において人々がいかに刑罰の正当化

理由を用いるかを明らかにするために、新たに開発した比率ベースの測定手法

を用い、児童ネグレクト事例の模擬量刑を通じてその有効性を検証してい

231）William Austin, The Concept of Desert and Its Influence on Simulated Decision Makersʼ 
Sentencing Decisions, 3 LAW & HUM. BEHAV. 163, 185-6 （1979）.
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る 232）。本研究においても、（被害の深刻さや加害者の動機といった）犯罪の重大

性に応じて、刑罰の目的の重点が変化することが示されている。具体的には、

被害の深刻さが大きく、加害者の動機が自己中心的である「重大被害シナリ

オ」では、「応報」が最も高く重視され（27.0%）、これに対して更生の比率は

低く抑えられた（19.0%）一方で、貧困など社会的要因により子どもを衰弱さ

せた「中程度被害シナリオ」では「更生」が最も重視される（26.2%）という

逆転現象が観察された。綿村らの分析によれば、「応報」は、量刑判断におい

て最も直感的かつ道徳的な反応として、人々の意識の中で「初期的な」選択肢

となりやすいが、その後に事件の文脈や加害者の背景などを加味することで、

他の功利的観点（更生や隔離など）に比重が移りうる。この結果は、人々が刑

罰目的を固定的にではなく、事案の文脈に応じて柔軟に再構成していることを

示唆するものといえる 233）。

たしかに、これら一連の実証研究は情状による減軽（personal mitigation）を対

象としており、（責任能力を低下させる精神障害のように）犯罪の非難可能性を直

接に問題とする減軽 234）について同様に解しうるかは別論である。しかし、量

232）具体的には、量刑判断の正当化理由が応報、隔離、一般抑止、更生のハイブリッド構
造になっているとの前提の下、各理由の重要性を割合（100％の中で分配）として参加者
に評価させる新たな測定法を開発し、それを児童虐待（ネグレクト）を題材にしたシナリ
オによる被験者実験に用いている。Eiichiro Watamura, Tomohiro Ioku & Toshihiro Wakabe, 
Justification of Sentencing Decisions: Development of a Ratio-Based Measure Tested on Child 
Neglect Cases, FRONT. PSYCHOL. 12:761536. doi: 10.3389/fpsyg.2021.761536, 2-5 （2022）.

233）さらに、米国において不定期刑が興隆を極めていた時期であることに注意を要するが、
精神科医による推奨意見と裁判官による最終的な量刑判断の一致度が犯罪の軽重によって
異なるとする研究がある。See Dershowitz, supra note 29, at 68; MELTON ET AL., supra note 28, at 
283-4.

234）Andrew Ashworthによる量刑論の代表的著書では、後者は有責性減軽（culpability 
mitigation）と呼称されており、これは犯罪の重大性に直接関連するために、情状による減
軽に比べて減軽の程度が大きいとされる（ANDREW ASHWORTH & RORY KELLY, SENTENCING AND 
CRIMINAL JUSTICE 139 （7th ed. 2021）.）。同書では、犯罪の成立要件としての精神状態（メン
ズ・レア）のみならず、免責（excuse）抗弁が不成功に終わった場合にも有責性減軽に位
置づけられるとされており、注目に値する。Id. at 138.
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刑判断では精神障害が犯情のみならず一般情状としても考慮されうるなど多様

な形で影響を与えるとともに、行為者の個人的事情については犯情と一般情状

とを截然と区別するのは困難である。そうすると、犯罪の重大性により、精神

障害を理由とする責任減少が具体的量刑に反映される度合いが異なるという現

象が、（再犯可能性による相殺ではなく）応報の枠内において
4 4 4 4 4 4 4 4 4

、事実として
4 4 4 4 4

生じ

ているとの主張は、まったくの筋違いとまではいえないだろう。そうだとすれ

ば、理論的な見地からの基礎づけの余地や、その理論が─幅の理論を前提に、

応報とは異なる観点から責任減軽を相殺するという─従来の理論枠組みに比

した優位性を示しうるかが課題となる。

以下では、〈精神障害による責任減軽が具体的刑量に与える影響〉と〈犯罪

の重大性による応報（責任）評価の変化〉という上述の両観点につき、わが国

の議論との相違を意識しつつ、私見の立場を提示することにしたい。

四．日本法への示唆・提言

1 ．原則的要素と例外的要素

応報は、最も広く知られた非功利主義的な量刑原理である。応報論者は、行

為者が犯した犯罪の重大性に着目し、その重大性に応じて比例的に刑罰を科そ

うとする 235）。彼らによれば、犯罪の重大性評価に際しては、①犯罪によって

引き起こされた、または脅かされた危害（harm）の性質や重大性、および②行

為者の有責性（culpability）の程度という、2つの要素に焦点が当てられる 236）。

問題となるのは、英米法圏の応報論者の間で「有責性」が意味する内容が相

当に異なる点である。たとえば、デザート理論の先駆者である von Hirschは、

235）GEORGE P. FLETCHER, RETHINKING CRIMINAL LAW § 6.6, at 461 （1978）; Andrew Ashworth, Desert, 
in PRINCIPLED SENTENCING: READINGS ON THEORY AND POLICY, 104 （ANDREW VON HIRSCH, ANDREW 
ASHWORTH & JULIAN ROBERTS eds., 3rd ed., 2009）.

236）ANDREW VON HIRSCH, CENSURE AND SANCTIONS, 29-33 （1993）. 均衡原理（the principle of 
proportionality）と応報的原理の組み合わせは、しばしば「正当なデザート（理論）」と呼
ばれる。See Richard S. Frase, Punishment Purposes, 58 STAN. L. REV. 67, 74 （2005）.
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行為者の全体的な非難可能性というよりはむしろ、犯罪の（相対的）重大性に

均衡した刑罰を科すことに重点を置く 237）。こうした前提からは、「有責性」

とは犯罪構成要素としてのメンズ・レアを指すにすぎないとの（狭義の）理解

に至ることになるだろう 238）。

これに対して、別の応報論者は、個人が道徳的に有責な精神状態で行為に出

たという一般的有責性が広く問題とされなければならないとする。たとえば、

Douglas Husakは、真に正義にかなった刑罰制度を実現するためには、狭義の

有責性に加え、道徳的・心理的・状況的な非難可能性の程度に関する全体的評

価を含む、広義の有責性の理論化と制度的考慮が不可欠だと主張する 239）。

英米法圏ではこれまで前者の理解が優勢であったが 240）、後者のような理解

も徐々に支持を広げている 241）。Husakが述べるように、応報主義が目指すのは、

「人がその非難可能性に応じて罰されること」であるから、責任には濃淡が存

在するという前提に立たねばならない 242）。その意味で、刑罰は単に「行為の

237）Andrew von Hirsch, Proportionality in the Philosophy of Punishment, 16 CRIME & JUST. 55, 56 
（1992）; ANDREW VON HIRSCH, PAST OR FUTURE CRIMES: DESERVEDNESS AND DANGEROUSNESS IN THE 
SENTENCING OF CRIMINALS, 169 （1985）.

238）ただし、メンズ・レアの多義性について、JOSHUA DRESSLER, UNDERSTANDING CRIMINAL LAW 
§ 10.02, at 116-7 （9th ed. 2022）。

239）Douglas Husak, Broad Culpability and the Retributivist Dream, 9 OHIO ST. J. CRIM L. 449, 459-
77 （2012）.

240）その背景について、Husakは、①刑事責任を明確なカテゴリーに分け、操作可能な形で
法制度に組み込むことが、予測可能性や一貫性の確保にとって合理的だとみなされたこ
と、② 1962年に公表された模範刑法典が「目的（purpose）」「認識（knowledge）」「軽率
（recklessness）」「過失（negligence）」という 4分類の心理状態を体系化し、広く州法に影響
を与えたこと、③実務における時間的制約や証明の困難性により、行為者の内面や状況的
文脈を詳細に検討する余裕は乏しく、曖昧な評価が司法の安定性を損なうと見なされたこ
とを挙げる。Id. at 454-6.

241）E.g., Joshua Dressier, Commentary, Reaffirming the Moral Legitimacy of the Doctrine of 
Diminished Capacity: A Brief Reply to Professor Morse, 75 J. CRIM. L. & CRIMINOLOGY 953, 959-60 
（1984）; Frase, supra note 236, at 73; Husak, supra note 239, at 459-77; Hessick & Berman, supra 
note 56, at 182; Paul H. Robinson, Mitigations: The Forgotten Side of the Proportionality Principle, 
57 HARV. J. ON LEGIS. 219, 221 （2020）; ASHWORTH & KELLY, supra note 234, at 138.
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類型」に応じるのみでは足らず、「行為者の事情」まで含めた全体的評価に基

づくべきであり、これらの要素を考慮せずに刑量を決することは、刑罰が本来

持つべき比例性と道徳的正当性を損なうことになる。

わが国では、故意・過失のような犯罪構成要素のみならず、動機や犯行時の

精神状態についても広く、期待可能性論の下で行為者の非難可能性に影響を与

えうるとの理解が前提とされており（規範的責任論）、前者のような有責性理解

は狭きに失する感がある。しかし、量刑判断における有責性の位置づけについ

て広義の理解を前提にするとしても、犯罪の原則的要素と例外的要素の相違を

看過すべきではない。

筆者は別稿において、原因において自由な行為に関するわが国の従来の議論

の問題性が、結果行為時の故意を軽視するとともに責任能力を─その低下を

招致した帰責性が責任能力自体の判断においておよそ考慮されないかのような

─事実的判断として理解する点にあると指摘した 243）。その上で、メンズ・

レアが犯罪の原則的構成要素であるのに対し、責任能力などの抗弁事由は例外

的構成要素であるという犯罪構造上の相違を前提に、それぞれの事前責任の理

論枠組みを構想する John Childの見解 244）に示唆を受け、責任論における故

意・過失の不法媒介機能に着目する髙山佳奈子の見解を梃子にしながら以下の

主張を導出した。

責任非難を基礎づけるのは、不法の量を責任に媒介する故意・過失であり、そ

れ以外の責任要素（責任能力・違法性の意識の可能性・適法行為の期待可能

性）は、行為者の（合）理性や他行為可能性が欠けた場合に例外的に責任の阻

却を認める要素である。こうした犯罪論構造上の相違は、同じ責任要素であっ

242）Husak, supra note 239, at 484-5.
243）竹川俊也「自招性精神障害の刑法的評価：『原因において自由な行為』論の再定位（2・
完）」北大法学論集 70巻 1号（2019年）18頁以下。

244）John Child, Prior Fault: Blocking Defences or Constructing Crimes, in GENERAL DEFENCES: 
DOMESTIC AND COMPARATIVE PERSPECTIVES, 38-49 （ALAN REED & MICHAEL BOHLANDER eds, 2014）.
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ても事前の責任要件事実を基底とした評価を認めることの可否や、その要件に

影響を与える。故意・過失については、問題とされるべき実体はあくまで実行

行為時の心理状態という意味で、「事実」と「評価」がほとんど不可分なのに

対し、例外的な場面で不法の主観的帰属を阻害するそれ以外の責任要素では、

両者の間に（個別行為責任の範囲で）一定の距離が開くことは許容される 245）。

有責性に影響を与える諸要素間の構造的相違を前提にした場合、犯行時に精

神障害の影響を受けていたことが一般情状にとどまらず犯情として考慮されう

るとしても、責任能力の低下による刑の減軽の場面では、画一的・均質的な考

慮がなされる原則的要素とは異なり、たとえば精神障害の招致に帰責性がある

場合には減軽を否定する（ないし減軽の程度を小さくする）といった微妙な調整

を施すことが想定される。前者が斧や鉈による大ぶりな減軽であるとすれば、

後者はノミや小刀を用いた、（他の諸事情との総合考慮を予定した）精緻で段階

的な減軽であるといえよう。

2 ．犯罪の重大性と精神障害による刑の減軽

（1）わが国における従来の議論状況

精神障害による刑の減軽を上述のように解した場合には、責任（応報）の枠

内において、犯罪の種類や重大性によって減軽のあり方を理論として
4 4 4 4 4

異ならし

める余地が生じる。この点で示唆を与えるのは、期待可能性論をめぐる議論で

ある。

規範的責任論の中核をなす期待可能性の判断は、期待する国家と期待される

行為者との間の緊張関係を考慮して行われるところ、行為（者）を取り巻く状

況によって国家による要求の程度には相違が生じうる 246）。責任能力論の文脈

においても、たとえば、期待可能性の枠組みのもとで制御可能性論を展開する

安田拓人は、覚醒剤中毒のような自招性精神障害について、「違法な薬物摂取

245）竹川・前掲注 243）26頁以下、33頁。
246）安田・前掲注 7）128頁以下。
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の場合には、……衝動の制御に関して最も厳しい規範的要求がなされ、そのこ

とを前提として、制御しえたかが判断される 247）」とし、さらに「侵害される

べき法益が重大であればあるほど、法規範の側からの抑制への要求が高ま

る 248）」として、制御可能性の減少の「著しさ」の判断において犯罪の軽重を

考慮する余地を認めている。

この点、犯罪類型の軽重が期待可能性判断において（窃盗罪よりも殺人罪の

方が犯行の抑止を強く要求されるという形で）意味をもちうるとして、それ以外

の事情がいかに考慮されるかが問題となる。というのも、精神障害の影響が問

題となる場面において、同じ犯罪類型の犯罪間でも期待可能性判断の寛厳が異

なることが従来から指摘されているからである。たとえば、小池信太郞は、動

機の形成過程ないし犯行に至る経緯における精神障害の影響について、以下の

ように述べる。

「犯行の意思決定を直接担う責任能力（弁識・制御能力）の低下が、基本的に

は、その程度に応じて比例的に非難を減じるのに対し、動機形成過程ないし経

緯の限りでの精神障害の考慮の量刑への響き方は、やや趣を異にすると考えら

れる……。そこでは、精神障害を 1つのエピソードとして含む経緯が、全体と

してどの程度共感、同情できるものかが問題となる。……精神障害により事態

に対処できず、むしろ悪化させてしまうことを責められないことを前提にしつ

つも、具体的な経緯や動機の持ち方にどの程度共感、同情できるかの評価には、

客観的視点が入ってくる 249）。」

同様の指摘は、妄想性障害に関する裁判例分析を試みた佐野文彦によっても

247）安田・前掲注 7）131頁以下。
248）安田・前掲注 7）159頁。
249）小池信太郞「精神障害と量刑判断─犯情評価をめぐって」刑法雑誌 58巻 2号（2019
年）337頁以下。同様の指摘として、安田拓人「精神の障害が一定の影響を及ぼした事案
における量刑判断のあり方に関する序論的考察」法学論叢 182巻 1＝2＝3号（2017年）
166頁。
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なされている。佐野によれば、生命身体が狙われている内容の妄想がある事案

や、妄想のために自殺を決意して放火や拡大自殺に至った事案では心神耗弱と

するものがある一方、恋愛関係等を内容とする妄想から嫉妬心等を抱き犯行に

及んだ事案については完全責任能力が認められる傾向があるところ、その中間

とも評しうる、被害者らから加害や嫌がらせを受けているとの妄想を抱いて報

復や恨みから犯行に及ぶ事案については、完全責任能力と心神耗弱の間で判断

が分かれうる 250）。換言すれば、妄想の内容や犯行動機について、〈自身の生

命・身体に危害が及ぶ切迫感・絶望感のある妄想に駆られた末の犯行〉、〈加害

や嫌がらせを内容とする妄想に起因する報復・恨みによる犯行〉、〈恋愛妄想に

より嫉妬心を抱いた末の犯行〉というスペクトラムが観念され、この順に責任

能力の評価は厳しくなるというのである 251）。佐野によれば、妄想が犯行に与

えた影響の程度については、意思決定過程において妄想が占める程度のみなら

ず、妄想の内容を前提とした意思決定への責任非難の程度も併せた評価がなさ

れているのである 252）。

上記の複数の指摘は、それぞれ問題となる場面が異なるとはいえ、いずれも

犯罪類型の軽重によって期待可能性評価のあり方が異なることの延長線上にあ

る問題といえる。しかし、これらの指摘は、これまでの実務における判断の全

体的傾向を示すにとどまり、この問題を期待可能性論のもとに整序する場合に

250）佐野文彦「責任能力の判断（その 3）─特に幻覚妄想の認められる事案について」法学
セミナー 834号（2024年）119頁。中間類型については、心神耗弱と完全責任能力とを分
ける視点は必ずしも統一されておらず、動機における現実的理由の位置づけや、動機形成
に妄想が影響していることの法的評価、妄想の内容の奇異さ等の視点が看取されたとす
る。

251）同様の指摘として、小池・前掲注 15）23頁以下、同「妄想と責任非難に関する小考─
完全責任能力を認めた裁判例の分析を中心に─」慶應法学 40号（2018年）141頁以下。

252）佐野文彦「責任能力の判断（その 6）─特に幻覚妄想の認められる事案について」法学
セミナー 837号（2024年）96頁。同様の指摘として、小池・前掲注 251）（慶應法学）・
154頁以下〔妄想と現実との近接性がある場合に限定しつつも、犯行動機となった憎しみ
の感情が行為者の落ち度なく固定されていること自体が直ちに刑を大きく減軽するわけで
はないとする〕。
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は判断の具体的指針が必要になろう。

（2）Paul Robinson による分析

この点で示唆を与えるのが、Paul Robinsonの見解である。Robinsonは、刑

事司法における均衡性原理（proportionality principle）の一翼を担う刑の減軽が法

理論および実務の両面で軽視されている現状を批判し、その体系的理解を示そ

うと試みている。彼によれば、一般的な減軽条項の基盤となる原理については、

〈犯罪の状況や行為者の状態・能力が、違法行為について彼の非難可能性を有

意に減少させる場合に、責任および刑罰の軽減を受ける権利を有する〉という

形で比較的明瞭に記述可能であるところ、さらに、相応しい減軽（deserved-

mitigation）の判断を行う際に考慮すべき問題の種類を陪審に提示できれば有益

であるとして、以下に述べる 3つの観点を提示する 253）。

（1 ）精神状態の検討（the psychic state inquiry）：行為者が犯行時にどれほど精神

的・感情的混乱や障害の影響を受けていたのか？

（2 ）個人的選択に関する検討（the personal choice inquiry）：行為者の状況的・能

力的制約を考慮した場合に、その者が犯罪を回避できたと合理的に期待しう

るか？

（3 ）規範的検討（the normative inquiry）：行為者に減軽を与えることが、社会共

同体の規範をどの程度侵害するのか？

Robinsonによれば、精神障害等を理由に行為者の理性的な判断力が損なわ

れ、その結果道徳的・法的判断能力の低下が認められる場合であっても（上記

（1））、後二者の観点から非難可能性の低下が否定される場合がある。

まず、個人的選択に関する検討（上記（2））については、行為者の状況や能

力を前提に、当該事態に対する反応として理にかなった─少なくとも理解可

253）Robinson, supra note 241, at 254-5.
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能な（understandable）─ものであるのかが評価される。ある種の反応は理解

不能であり、行為者の反応は極端ないし不可解だと評価される。たとえば、

「彼女は自らが犯している悪事に対して、弁解の余地のない無関心（inexcusable 

indifference）を示すかのように『身を任せた』だけだ」と見なされることがあ

る。その場合には、行為者は犯罪に出るのを自制するためにより強い努力を払

うべきであったといえ、自制を欠いたという彼女の落ち度は減軽に値しないと

結論づけることができる 254）。

この点、行為者が極度の精神的動揺に陥った理由は理解しうるとしても、実

行された犯罪が極めて重大である場合には、その状況下においても、行為者は

それを踏みとどまるために一層の努力を払うべきであったと評価されることが

ある 255）。すなわち、精神的に動揺していたとしても、行為者にどの程度の努

力を求めるかの判断は、犯した犯罪の重大性に左右される可能性が高い。犯罪

が重大であればあるほど、たとえ激しく動揺していたとしても、その状況下で

冷静さを保ち、犯罪を回避するよう求められる水準は高くなる 256）。

また、規範的検討については（上記（3））、たとえ行為者が深刻な怒りに駆

られており、その反応が行為者自身の状況や能力を踏まえれば理解可能であっ

たとしても、減軽の適否を判断する際には、社会的・規範的観点からの考慮が

なされることになる。すなわち、行為者に減軽を認めることが、社会共同体の

忌避する価値観を是認あるいは正当化するものと受け取られうる場合には、そ

の減軽は否定されるべきである。行為者の世界観に照らした理解が可能であり、

一定の同情を呼び起こすようなものであっても、仮にその世界観自体が社会に

とって不快（offensive）であると評価されるならば、その同情は支持を失いう

る。たとえば、人種的憎悪や同性愛嫌悪に基づく強い怒りは、たとえ予測可能

であっても、そのような憎悪的態度に何らかの正当性を与えることなくしては

減軽が認められることはない 257）。行為者の状況や能力を前提として反応の理

解可能性が認められる場合であっても、なお、コミュニティの基本的価値観と

254）Id. at 257.
255）Id. at 259.

慶應法学 55_027-112_論説（竹川）_4k-1.indd   103慶應法学 55_027-112_論説（竹川）_4k-1.indd   103 2025/12/11   10:462025/12/11   10:46



104

論説（竹川）

の齟齬が問題となりうるのである 258）。

ここでは、同情や悔悟といったポジティブな感情から、憎悪や嫉妬といった

ネガティブな感情までのスペクトラムを想定することができる。特に魅力的で

ポジティブな感情は、減軽を認めるべきだという強い誘惑を引き起こす場合が

ある。たとえば、同じ状況下で中立的な感情しか示さなかった者には減軽が与

えられないとしても、ポジティブな感情を伴った行為者には減軽が与えられる

256）Id. at 260. 同論文では、この観点に基づく評価に際し、さらに注意を要する点として、
以下の二点が挙げられている。まず、①当該の状況下で「合理的な人間」であればとった
であろう行動を、行為者にも期待すべきだとする厳格な立場によるべきではない。という
のも、もしそのような期待が問題となるのであれば、結果として行為者に完全な免責が認
められうるからである。しかし、ここで求められるのは、それほど極端な判断ではなく、
より抑制的な検討である。たとえ行為者の精神状態が実際に激しく動揺し、本人が犯罪に
駆り立てられたと真摯に感じていたとしても、その反応があまりにも愚かで不合理なもの
であった場合、あるいは通常の者であれば同様の困難な状況においてもそのような行動は
とらなかったと考えられる場合には、刑の減軽を受ける資格がないと評価されうる。この
ような場合、行為者は「過剰に反応した者」、あるいは「感情を制御すべきだった者」と
して見なされるか、場合によっては、その犯罪は困難な状況への理解可能な反応というよ
りは、自己中心的な選択の結果であるとの評価がなされることになる（id. at 257-8.）。ま
た、②反応の理解可能性を公正に評価するためには、単に直前の状況だけを検討するので
は不十分な場合がある。たとえば、行為者のこれまでの経歴を考慮する必要があることも
ある。日常的に酒に酔った夫から暴力を受け続けていた妻については、そのような状況の
もとで、夫に対して殺意を抱くに至ったとしても、その感情コントロールに関して、理解
可能性の観点からより広い許容が認められるだろう。これに対し、怒りの発作を繰り返し
てきた別の行為者の場合には、過去の行動歴が再教育や改善の必要性を示唆することか
ら、同様の許容は認められず、むしろ感情を抑制する義務が一層強く求められる可能性が
ある。Id. at 258-9.

257）Id. at 260-1.
258）もっとも、この第 3の観点─すなわち、減軽を認めることが社会的規範にどの程度
の影響を与えるか─が過度に広く解釈される危険性には注意を要する。なぜなら、ほぼ
すべての減軽や抗弁は、何らかの意味で、行為を非難する社会規範の侵害と見なされうる
からである。たとえば、産後うつに起因して希死念慮を抱いた母親が、残される子の将来
を案じて自殺の道連れにするような事案においても、殺人を非難する社会規範の侵害と捉
えられる可能性はある。しかし、ここで問題とされるべきは、「その減軽理由それ自体が
社会的規範を侵害するか否か」という具体的な点に絞られるべきである。Id. at 261.
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ことがある。行為に対する規範的評価が、悔悟や自責に駆られた者には広い許

容を与え、反対に憎悪や嫉妬に動かされた者には限定的な許容しか与えないと

いう「スライディング・スケール」の構造を生む可能性がある 259）─。

（3）Robinson 説の評価とわが国の議論への接合

以上に示した Robinson説は、わが国では抽象的な枠組みを示すにとどまっ

ていた期待可能性論（に相応する内容）につき、精緻かつ日常的感覚に沿った

形でその内実を解明しようとするものであり、本稿の問題意識からは参照価値

が高い 260）。とりわけ、上記（2）の観点について、行為者の状況や能力を前

提にしつつも、当該事態に対する反応として極端ないし不可解と評価される場

合には減軽が否定されうるとの立場が提示され、この判断に際しては犯罪の重

大性が増加するにしたがい要求の程度が高まることが示唆されているが、この

点はわが国においても一部の論者がすでに指摘していた点と一致する。

また、上記（3）の観点において、行為者に減軽を認めることが、社会共同

体の忌避する価値観を是認ないし正当化するものと受け取られうる場合に減軽

259）Id. at 262.
260）その背景として、Robinsonのハイブリッドな刑罰理論の存在を指摘できよう。Robinson
は、様々な実証研究の結果に基づき、刑罰の正当化根拠として「経験的デザート論
（empirical desert）」という立場を提唱し、人々の共有する道徳的直感に沿った「相応しい
刑」の実現こそが、刑罰制度の道徳的正統性（moral credibility）を高めると主張する。彼
によれば、刑罰制度が市民の正義感覚─これは野蛮で残酷なものではなく、繊細かつ
（刑罰は犯した罪に比例したものとする点で）応報的なものである─と一致していると
きに、共同体は制度を信頼し、法規範の内面化と自発的遵法が促進されるが、制度が正義
に反すると見なされれば、反発や抵抗が生じ、法の実効性は損なわれる。したがって、
「相応しい刑」をめぐる判断は、制度から一方的に市民に与えられるものではなく、市民
の道徳感覚に依拠しつつ制度の信頼性を構築し、ひいてはその信頼が再び刑罰の効果を高
めるという、双方向的・循環的な関係にあるとされる。このように、Robinsonの理論は、
刑罰の「正しさ」と「有効性」を分離せず、経験的正義観を媒介とする相互作用モデルの
上に制度の正当性を構築しているのである。この構想の概略について、ポール・H・ロビ
ンソン（松澤伸監訳＝十河隼人訳）「刑罰論戦争の『休戦』？─経験的デザート、道徳
的信頼、社会的規範の内面化─」早稲田法学 96巻 1号（2020年）251頁以下。
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が否定されるとする立場についても、小池がいうところの〈具体的な経緯や動

機にどの程度共感・同情できるか〉の判断や、佐野がいうところの〈妄想の内

容を前提とした意思決定への責任非難の程度〉の評価と内容を同じくするもの

であろう。

犯罪が重大であるほど─さらには同じ犯罪類型においても社会的類型が相

対的に重いものであるほど─社会共同体の価値観から乖離するのが通常だと

すれば、実際には両者の判断は連動する場合が多い。殺人罪における量刑傾向

を例に挙げれば、前述のように、うつ病を背景に犯行を回避する手段に思い至

らず自身の幼い子供を殺害した類型については、客観的には回避可能であった

としてもそれを理由に非難するのは酷だとして思い切った減軽がなされるのに

対し、男女関係に起因する類型や被害者と面識がない類型については、精神障

害に起因する能力の低下にもかかわらず刑の減軽が否定される（あるいは宣告

刑に反映される程度が減じられる）傾向にある。

従来の量刑理由では、後者の類型に関して、妄想の影響が否定できない場合

には妄想の切迫性の低さや妄想の内容を前提としても犯行が正当化される（誤

想防衛類似の）状況ではないこと、妄想が動機形成に影響を与えたことは認め

つつも犯行手段の選択や最終的な実行の決意は被告人自身の判断であることを

強調するなどして、それ以外の場合にはパーソナリティ（性格）の偏りにとど

まることが強調されるなどして、責任非難との関係では精神障害の影響を小さ

く見積もることが許されるとの判断がなされていた。しかし、こうした判断の

実体は、Robinsonが指摘する諸観点に基づき、当該犯行の相対的な重大性─

さらには当該行為者に減軽を認めることが社会共同体の忌避する価値観の是認

につながりうるとの懸念─ゆえに刑の減軽が否定された（ないし刑の減軽が

なされるのに必要となる能力低下の水準が高められた）ことにあるといえよう。

後述のように、責任を問うための前提的な能力を備えた行為者─責任実践

の営みの内側に位置づけられる者─であることが確認された以上は、同情や

悔悟といった犯行動機から憎悪や嫉妬といった犯行動機のスペクトラムに沿っ

て社会共同体の許容度が異なり、減軽のあり方が異なることを受け止めなけれ
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ばならない。別の角度からいえば、この種の行為者が有する信念が社会規範か

ら齟齬する場合には、当該信念に対する通常の尺度を用いた非難が許されるの

である 261）。たとえば、〈意思疎通ができない重度障害者は不幸かつ社会に不

要な存在であるため、重度障害者を「安楽死」させれば世界平和につながる〉

との犯行動機から障害者施設において多数人を殺傷する行為 262）が理性を備え

た行為者によって行われた場合には、仮に犯行動機の形成過程に精神障害の影

響が窺われるとしても刑の減軽の余地はきわめて限られたものとなるだろう。

3 ．他の理論モデルとの相違

以上のように、筆者は、〈犯罪の重大性によって精神障害による刑の減軽の

あり方が大きく異なる〉という事態の理論的見地からの記述は、応報（責任）

概念の深化によるべきだと考えている。こうした理論化の方向性は、たとえば

責任の幅の枠内において再犯可能性等の応報とは異なる観点から責任減軽を相

殺するモデル（以下、「伝統的モデル」という。）に比べると、以下の点で洗練さ

れている。

第一に、伝統的モデルのもとでは、減軽のあり方が大きく異なることを予め

見越して、前提となる責任の幅を広くとらざるをえず、責任の刑罰限定機能が

損なわれうる。妥当な結論を得るために責任の幅を広く確保しておくことが許

容されるのであれば、類似の犯罪で有罪となった同程度の精神障害を抱える被

告人の間に量刑不均衡をもたらしうる 263）。

261）これは、期待可能性の判断において、法益を尊重し規範を遵守する精神までをも行為
者基準とすることが命令規範としての刑法にとって背理となることと類似した発想といえ
る。なお、近時の最高裁判例（最決平成 21・12・8刑集 63巻 11号 2829頁、最判平成
27・5・25集刑 317号 1頁）では、被告人の暴力的・攻撃的な性格傾向について責任能力
を肯定する方向の事情として考慮しているが（筆者による検討として、竹川俊也「精神疾
患と責任能力─総論─」刑事法ジャーナル 72号（2022年）6頁以下）、責任を問う前提的
能力を備えた行為者についての責任非難の評価のあり方としては理解できる。

262）横浜地判令和 2・3・16判時 2482号 105頁（相模原障害者施設殺傷事件）。
263）Robinson, supra note 241, at 224-5; Lewis, supra note 189, at 216.
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第二に、上記の問題は、精神障害犯罪者の再犯予測の不確実性によって深刻

化する。たとえば米国では、暴力的性犯罪者の再犯予測ツールが開発され、民

事収容の可否判断では実際に用いられている。しかし、現在の研究や数理的な

ツールは個人のリスクを予測する目的では設計されておらず、その有用性につ

いては議論の余地があるとされる 264）。また、再犯予測ツールの正確性が担保

されたとしても、どの程度のリスクがあれば（応報によって正当化された枠内と

はいえ）被告人の刑を加重方向に考慮しうるかという道徳的ジレンマを伴う法

的判断が残される点も意識されてよいだろう。

第三に、責任の幅の上限が精神障害による責任減軽によって引き下げられる

ことを認めた場合 265）には、責任相応刑の枠内での量刑が窮屈になるとともに、

保安の見地から必要な刑を言い渡せなくなるおそれがある。したがって、再犯

可能性等の事情によって、引き下げられた責任刑の上限を上回ることの可否が

問題となる。わが国の一部にはこれを例外的場面において─責任刑としての

刑罰と処分としての制裁が刑罰の名のもとに併科されうるとして─認めるも

のがあるが 266）、この種の議論は責任主義に配慮をみせる一方で処分の相当

性・適格性に関する議論が不十分なまま展開されているきらいがあり、賛同で

きない 267）。

264）竹川俊也「米国における性犯罪者の隔離措置：刑罰と処分の限界？」佐伯仁志ほか編
『刑事法の理論と実務⑥』（成文堂、2024年）232頁以下。

265）この点については、わが国の学説において、いかなる範囲の事情を考慮した上で「責
任の幅」が導出されると解しているのかが明らかではなく、確証がない。たとえば、①
Morrisが想定するような、犯罪類型（殺人罪）によって観念される最広義の幅から、②犯
罪の社会的類型（保険金殺人、男女関係殺人）を考慮して導出される広義の幅、③被害者
の数、重大前科の有無など類型的に重要な犯情事実を考慮して絞り込まれる（量刑実務に
おける「責任刑」の概念に近いところの）狭義の幅、④ von Hirschが想定するような、犯
罪の重大性（違法性・責任）に関するすべての事情を考慮して一点に定まった刑まで、少
なくとも 4つの「幅」を観念できるところ、③や④の理解からは、精神障害による責任減
軽によって責任の幅の上限が大きく切り下げられることになる。

266）安田・前掲注 249）180頁。
267）筆者による検討として、竹川・前掲注 2）73頁以下。
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このように、〈犯罪の重大性によって精神障害による刑の減軽のあり方が大

きく異なる〉という事態については、応報（責任）の観点に依拠した理論記述

が可能であり、かつ、伝統的モデルと比べた場合に理論的優位性を備えている

というのが本稿の結論である。

五．おわりに

1 ．議論の概要

本稿では、現在の量刑実務において、犯罪の重大性によって精神障害による

減軽のあり方が異なることに着目し、既存の量刑理論による描写への疑問から、

米国を中心とする英米法圏の議論に示唆を得ながらその理論構造を明らかにす

ることを試みた。議論の概要は、大要以下のとおりである。

まず、米国の量刑ガイドラインを中心とする構造的な量刑判断の枠組みにお

いて、精神障害が加重・減軽事情としていかに扱われているのかを分析した。

連邦のガイドラインは、責任能力の減退を理由に推定刑からの減軽を認める条

項（5K2.13）を設けつつも、犯罪の暴力的性質や自発的な薬物使用、犯罪歴の

存在といった要素がある場合にはその適用を厳格に制限する点に特色を有する。

2005年の Booker判決以降、ガイドラインの義務的性質が否定されたことで量

刑裁判官は上記制約に必ずしも縛られることはなくなったが、精神障害が加重

の根拠として用いられることも増加したために、実務における予測可能性が損

なわれた状況にある。こうした混乱状況は、応報・抑止・隔離・リハビリテー

ションという連邦法所定の刑罰目的間の優劣や判断指針が示されていないこと

に起因し、精神障害の影響について各目的が示す方向の不一致が、実際の量刑

判断における基準の不在をもたらしている。現在の量刑実務は、精神障害を抱

える被告人に対し、能力の低下を考慮せずに通常あるいはそれ以上の刑を科す

傾向にあり、結果として治療機会を奪い、矯正環境の悪化を招く事態を生じさ

せている。かかる問題状況を踏まえれば、精神障害に由来する責任減軽を合理

的に評価するための、透明性と一貫性を備えた判断枠組みの再構築が急務であ
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る。特に、暴力犯罪における減軽否定の価値判断を前提とする場合に、隔離や

治療の必要性に過度に依存しない理論的基盤を構築する必要がある（二）。

本稿では、上記理論的要請に応えるために、この問題に体系的に取り組む

Norval MorrisとMirko Bagaricの見解を検討した上で、両者の立場の相違と共

通点を分析した。これによれば、両者とも精神障害の加重・減軽的考慮の多様

性を認めつつ、再犯可能性に基づく加重には慎重である点や、一定の重大犯罪

において刑の減軽を否定する点で一致するが、具体的刑量への反映のさせ方や

その背後にある理論構造には差異がある。たとえば、Morrisにおいては責任相

応刑が広範囲に及ぶことを前提に、非難可能性に応じた柔軟な減軽を肯定する

のに対し、Bagaricにおいては犯罪の重大性（危害および〔狭義の〕有責性）に

基づく狭い責任相応刑の枠内で犯罪間の均衡を重視し、精神障害による責任減

少の考慮を限定的にとどめる。また、重大犯罪において減軽を否定する論拠に

ついても、Bagaricはコミュニティの保護の必要性を有責性の減少と対比させ

るのに対し、Morrisの立場からは、再犯可能性とは区別されたデザート自体の

評価が重大犯罪において厳格になる可能性が示唆されている。とりわけ後者の

点については、社会心理学分野の実証研究において、犯罪の重大性に応じて応

報的判断のあり方が変化する可能性が示されていることと親和性があり、注目

される。人々の日常的な道徳判断に関するこの種の洞察は、応報（責任）と他

の刑罰目的を対比的に位置づけた上で、前者の幅の枠内で後者を考慮する従来

の理論枠組みとは異なる視点から、同程度の精神障害であっても犯罪の重大性

によって刑を減じる程度に幅を持たせている実務の量刑傾向に一定の理論的説

明を与える可能性を示唆している（三）。

上記の着眼点から、第四章では、有責性（culpability）の内実をめぐる英米法

圏の議論を整理した上で、Paul Robinsonによって提示された、刑の減軽に際

して考慮されるべき 3つの観点─（1）精神状態の検討（the psychic state 

inquiry）、（2）個人的選択に関する検討（the personal choice inquiry）、（3）規範的

検討（the normative inquiry）─について参照・分析した。とりわけ後二者の観

点は、行為者が極端・不可解な反応を示した場合や、その動機が社会的に忌避
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される価値観を含む場合には、精神障害の存在にもかかわらず減軽を否定しう

るとする点で示唆的である。本稿は、Robinsonによる分析をわが国の議論へ

理論的に接合することで、応報（責任）概念の深化、より具体的には、期待可

能性論の洗練化を図ることが可能となり、こうした方向性での理論化は、─

責任の幅の枠内において再犯可能性等の応報とは異なる観点から責任減軽を相

殺する─伝統的モデルに比べて望ましいものであるとの提言を行った。

以下では、本稿で示した期待可能性論による判断と、責任能力構造論に関す

る筆者の立場がいかなる関係に立つのか、付言しておくことにしたい。

2 ．筆者の責任能力論との関係

筆者は、前稿において、刑事責任能力の理論的基礎について、二つの異なる

モデルを対比させながら自身の立場を展開した。その概略は、以下のとおりで

ある。

理論モデル Aは、犯罪が素質と環境の相互作用により決定されるとする決

定論的立場を出発点とし、責任能力の有無を「正常／異常」という非連続的な

区分により判断する。このモデルでは、刑罰が科されるのは、あくまで「刑罰

感応性」を持つ「正常者」に限られ、理性的な理解力や目的合理的な行動能力

がその指標とされる。他方、理論モデル Bは、因果論的世界に犯罪を位置づ

けつつも、なお「他行為可能性」を理論的に擁護するものであり、犯行に及ば

ずに済んだ可能性を前提に行為者を非難することが刑罰の根拠とされる。この

モデルでは、有責行為能力の程度に応じて責任の「量」が段階的に変動するこ

とから、心神耗弱者の必要的減軽を定めるわが国の責任能力規定との親和性が

ある。

筆者はこれまでに、犯罪の成否が問題となる場面において、理論モデル A

に親和的な立場を展開した。責任能力の判断において本質的に問題となるのは、

国家による期待可能性の判断以前に、「責任実践のコミュニケーションの円環」

に入れるか否か、すなわち当該行為者が、道徳的・社会的意味で「責任を問う
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に足る相手」であるかという点にある。こうした理解は、応答的態度に基づく

道徳理論に通底しており、責任能力とは、自らの振舞いがもたらす影響（行為

の社会的意味や被害者に与える苦痛、社会からの評価などの当該犯行に関連す

る事情）を理解していると、第三者が評価できるような弁識プロセスを有する

こと（合理性をもつこと）を意味する。したがって、理性や目的合理性を欠い

た者は、他者や社会と関わる能力を欠くことを理由に、刑事責任の前提を欠く。

もっとも、こうした非連続的な責任能力の有無の判断と、それとは異なる原

理に基づく責任減軽の可能性はなお並存しうる。つまり、理性の有無により刑

罰の適用の可否を決する理論モデル Aの枠組みに立ちつつも、責任の程度に

ついてたとえば期待可能性の程度に応じて減軽を検討する余地は残されている。

理論モデル Aに基づく理性の有無
4 4

（刑罰制度の枠内に入れてよい主体か否か）

の判断と、理論モデル Bに親和的な期待可能性の程度
4 4

判断は並存する。前者

の観点から、責任を問うための前提的な能力を備えた行為者であることが確認

された場合には、後者の評価に際し、たとえば犯行動機のスペクトラムに沿っ

て社会共同体の許容度が異なることを受け止めなければならない。本稿におけ

る議論は、もっぱら後者の観点について、その判断で考慮されるべき事項や理

論的見地からの基礎づけを図ったものである。

〔付記〕　本稿は、JSPS科研費 25K04814による研究成果である。

〔追記〕　校正中に、連邦量刑ガイドラインの改正情報に接した。これによれば、

連邦裁判所が近時、離脱（departure）ではなく離反（variance）を用いる傾

向を強め、前者の実務上の役割が縮小してきたことを理由に、2025年 11月

1日以降に適用されるガイドラインでは、本稿で取り上げた 5K2.13条を含

む離脱規定が削除された（USSG App. C, Amendment 836）。
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